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 （注）１. 売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．第143期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。 

３．第143期の従業員数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10以上となったため、年間の平均臨

時雇用人員を（ ）内に外数で記載しております。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 (1) 連結経営指標等  

回次 第139期 第140期 第141期 第142期 第143期 

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 百万円  2,121,978  1,836,352  2,033,827  2,059,344  2,159,942

経常利益 百万円  37,773  68,206  129,099  106,696  94,116

当期純利益 百万円  17,237  28,708  70,614  58,861  37,955

包括利益 百万円  －  －  59,442  59,205  121,985

純資産額 百万円  1,014,082  1,064,575  1,092,610  1,138,931  1,244,695

総資産額 百万円  1,868,174  1,939,935  1,956,284  2,072,064  2,297,567

１株当たり純資産額 円  1,086.79  1,139.84  1,196.46  1,245.57  1,352.09

１株当たり当期純利益金額 円  21.78  36.19  89.02  74.21  47.85

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
円  21.32  36.19  89.02  74.20  －

自己資本比率 ％  46.1  46.6  48.5  47.7  46.7

自己資本利益率 ％  1.9  3.3  7.6  6.1  3.7

株価収益率 倍  37.7  31.7  12.9  15.3  24.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円  168,509  171,576  139,298  86,051  124,849

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円  △161,050  △72,899  △86,551  △129,223  △172,066

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円  △11,957  △67,613  △27,845  △2,391  64,922

現金及び現金同等物の期末残高 百万円  143,946  175,617  192,092  142,359  176,543

従業員数 

(外、平均臨時雇用人員）  

人 

(人)  

 152,547  157,203  182,773  

 

194,734  206,323

(30,317)

1



  

 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第140期以降は希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため、記載しておりません。 

３．第143期の従業員数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10以上となったため、年間の平均臨

時雇用人員を（ ）内に外数で記載しております。 

  

 (2) 提出会社の経営指標等  

回次 第139期 第140期 第141期 第142期 第143期 

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 百万円  775,560  731,108  804,160  803,807  779,753

経常利益又は経常損失（△） 百万円  11,749  △3,388  26,263  24,667  14,164

当期純利益 百万円  16,281  23,802  11,205  15,911  10,405

資本金 百万円  99,737  99,737  99,737  99,737  99,737

発行済株式総数 千株  793,941  793,941  793,941  793,941  793,941

純資産額 百万円  597,929  617,913  611,259  612,951  614,207

総資産額 百万円  939,169  1,029,066  1,030,156  1,041,203  1,064,793

１株当たり純資産額 円  753.67  778.86  770.48  772.62  774.20

１株当たり配当額 

（内、１株当たり中間配当額） 

円 

（円） 

 18.00

(11.00)

 16.00

(7.00)

 19.00

(9.00)

 19.00

(9.00)

 20.00

(10.00)

１株当たり当期純利益金額 円  20.57  30.00  14.12  20.06  13.11

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
円  20.14  －  －  －  －

自己資本比率 ％  63.7  60.0  59.3  58.9  57.7

自己資本利益率 ％  2.7  3.9  1.8  2.6  1.7

株価収益率 倍  39.9  38.2  81.5  56.5  88.6

配当性向 ％  87.5  53.3  134.6  94.7  152.6

従業員数 

(外、平均臨時雇用人員)  

人 

(人)  

 3,964  4,173  3,977  

 

4,001  4,050

(501)
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２【沿革】

年月 経歴 

明治30年４月 住友本店が日本製銅株式会社を買収し、直営事業として大阪市北区安治川上通に住友伸銅場を開

設、銅電線などの製造を開始（創業） 

32年３月 大阪製銅株式会社を買収し、住友伸銅場中之島分工場を開設 

33年４月 被覆線の製造開始 

42年10月 通信用ケーブル試作開始 

44年８月 住友伸銅場より電線製造業を分離し、住友電線製造所を置く。ほぼ、あらゆる電線ケーブルの製造

能力を持つにいたる（創立） 

大正５年４月 エナメル線の製造開始 

12月 現在の大阪製作所の地に新工場を建て移転完了 

９年12月 住友総本店から分離独立、株式会社住友電線製造所に改組（設立）（資本金１千万円） 

昭和６年６月 イゲタロイ（超硬工具）の製造開始 

10月 東海電線株式会社（現・住友電装株式会社）に資本参加 

７年９月 耐酸ニッケル線など特殊金属線の製造開始 

12年10月 東海護謨工業株式会社（現・東海ゴム工業株式会社）に資本参加 

14年11月 社名を住友電気工業株式会社（現社名）と改称 

16年３月 伊丹市に伊丹製作所を開設 

18年１月 防振ゴム、続いて燃料タンクの製造開始 

21年１月 東京支店（現本社（東京））、名古屋出張所（現中部支社）及び福岡出張所（現九州支店）を開設 

23年11月 焼結製品の販売開始 

24年５月 株式を東京・大阪・名古屋の各証券取引所に上場 

６月 架空送電線工事部門に進出 

28年４月 太陽電設工業株式会社（現・住友電設株式会社）に資本参加 

36年５月 横浜市に横浜製作所を開設 

37年２月 電子線照射イラックスチューブの製造開始 

７月 本社を大阪市此花区より現在地（大阪市中央区）に移転 

38年６月 ディスクブレーキの製造開始 

39年８月 電子線照射電線の製造開始 

43年７月 交通管制システムを事業化 

45年６月 化合物半導体の製造開始 

49年12月 光ファイバ・ケーブルの製造開始 

50年５月 営業年度を年１回に変更（毎年４月１日～翌年３月31日） 

51年12月 ナイジェリア大規模通信網工事を受注 

54年４月 当社初の時価発行増資を実施 

56年３月 光ＬＡＮシステム初納入 

60年４月 合成ダイヤモンド単結晶製品の事業化 

61年６月 米国にスミトモ エレクトリック ワイヤリング システムズ インク設立 

平成６年２月 米国にスミトモ エレクトリック ライトウェーブ コープ設立 

11年７月 住友電工ブレーキシステムズ株式会社にブレーキ・ＡＢＳ事業を営業譲渡 

７月 高分子機能製品事業を分社化した住友電工ファインポリマー株式会社が営業開始 

13年10月 株式会社ジェイ・パワーシステムズに高圧電力用電線事業を営業譲渡 

14年８月 ＡＤＳＬ事業等を会社分割して新設した住友電工ネットワークス株式会社が営業開始 

10月 特殊金属線事業を会社分割して新設した住友電工スチールワイヤー株式会社が営業開始 

10月 巻線事業を会社分割し、住友電工ウインテック株式会社に承継 

15年１月 建設・電販向け電線事業を営業譲渡した住電日立ケーブル株式会社が営業開始 

４月 粉末合金・ダイヤ製品事業を会社分割して新設した住友電工ハードメタル株式会社が営業開始 

６月 執行役員制導入 

７月 事業本部制導入 

18年３月 ドイツの自動車用ワイヤーハーネスメーカー（現・スミトモ エレクトリック ボードネッツェ 

ゲーエムベーハー）を買収 

19年８月 住友電装株式会社を完全子会社化 

  12月 日新電機株式会社を連結子会社化 

21年８月 光・電子デバイス事業の組織再編により住友電工デバイス・イノベーション株式会社が発足 
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 当社及び当社の関係会社においては、自動車関連事業、情報通信関連事業、エレクトロニクス関連事業、電線・機

材・エネルギー関連事業、産業素材関連事業他の５部門にわたって、製品の開発、製造、販売、サービス等の事業活

動を展開しています。 

各事業における、当社及び当社の関係会社の位置付け等は次のとおりであります。 

 また、次の５部門は「第５ 経理の状況 １．(1)連結財務諸表（セグメント情報等）」に掲げるセグメントの区

分と同一であります。 

  

３【事業の内容】

区分 主要製品 主要な関係会社 

自動車 

関連事業 

ワイヤーハーネス、 

防振ゴム・自動車用ホース、 

自動車電装部品 

当社 

［国内連結子会社］ 

住友電装㈱、東海ゴム工業㈱ 

［在外連結子会社］ 

スミトモ エレクトリック ワイヤリング システムズ インク、 

スミデンソー ド ブラジル インダストリアス エレトリカス 

リミターダ、 

スミトモ エレクトリック ワイヤリング システムズ （ヨーロ

ッパ） リミテッド、 

スミトモ エレクトリック ボードネッツェ ゲーエムベーハー、 

ソウズ カビンド エスピーエー、 

蘇州住電装有限公司、 

福州住電装有限公司、  

恵州住潤電装有限公司、 

スミデンソー ベトナム カンパニー リミテッド 

［国内持分法適用関連会社］ 

住友ゴム工業㈱ 

情報通信 

関連事業 

光ファイバ・ケーブル、 

通信用電線ケーブル・機器、 

光融着接続機、 

光データリンク・無線通信用

デバイスなどの光・電子デバ

イス製品、 

アクセス系ネットワーク機器

（ＧＥ－ＰＯＮ・ＣＤＮ関連

製品等）・交通制御などのネ

ットワーク・システム製品 

当社 

［国内連結子会社］ 

住友電工デバイス・イノベーション㈱、  

住友電工ネットワークス㈱ 

［国内持分法適用関連会社］ 

㈱ミライト・ホールディングス  

  

エレクトロニ

クス関連事業 

電子ワイヤー、 

化合物半導体、 

電子部品金属材料、 

電子線照射製品、 

フレキシブルプリント回路、 

ふっ素樹脂製品 

当社 

［在外連結子会社］ 

住友電工電子製品（深セン）有限公司、 

住友電工（蘇州）電子線製品有限公司、 

スミトモ エレクトリック インターコネクト プロダクツ （ホ

ンコン） リミテッド  

電線・機材・ 

エネルギー 

関連事業 

導電製品、送配電用電線ケー

ブル・機器、巻線、 

空気ばね、受変電設備・制御

システムなどの電力機器、 

ビーム・真空応用装置、 

電気・電力工事及びエンジニ

アリング、金属多孔体 

当社 

［国内連結子会社］ 

日新電機㈱、住友電設㈱、住友電工ウインテック㈱ 

［在外連結子会社］ 

ピーティー カリヤ スミデン インドネシア、 

ピーティー スミ インド カベル ティービーケー 

  

産業素材 

関連事業他 

ＰＣ鋼材、精密ばね用鋼線、 

スチールコード、超硬工具、 

ダイヤ・ＣＢＮ工具、 

レーザ用光学部品、 

焼結部品、半導体放熱基板 

当社 

［国内連結子会社］ 

栃木住友電工㈱、住友電工ハードメタル㈱、 

住友電工焼結合金㈱、住友電工スチールワイヤー㈱ 

［国内持分法適用関連会社］ 

㈱テクノアソシエ 
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 主要な関係会社を事業系統図に示すと以下のとおりであります。 
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４【関係会社の状況】

名 称 住 所 
資本金 

(百万円) 
主要な事業の 

内容 

議決権に 

対する 

所有割合 

（％） 

関 係 内 容 

役員の兼任等     

当社 
役員
（人）

当社 
職員
（人）

転籍 

（人）

資金援助 

(貸付金) 
営業上の取引他 

（連結子会社） 

住友電装㈱ 

※１ 

三重県四日市

市 
 20,042

自動車関連事

業 
100.0 2 1 3 あり 

芯線の販売先並びに自動車

用ワイヤーハーネスの仕入

先 
住友電工デバイス・イ

ノベーション㈱ 

※１ 
横浜市栄区  15,000

情報通信関連

事業 
100.0 1 6 1 あり 半導体デバイスの仕入先 

東海ゴム工業㈱ 

※１、※２ 
愛知県小牧市  12,145

自動車関連事

業 
50.7

(1.0)
0 0 4 なし 空気バネ用部品の仕入先 

日新電機㈱ 

※１、※２ 
京都市右京区  10,253

電線・機材・

エネルギー関

連事業 

51.6

(0.2)
0 0 5 なし 電線ケーブルの販売先 

住友電設㈱ 

※２ 
大阪市西区  6,440

電線・機材・

エネルギー関

連事業 

50.3

(0.1)
0 1 7 なし 

送配電線・通信システム工

事の外注先 

栃木住友電工㈱ 
栃木県宇都宮

市 
 5,250

産業素材関連

事業他 
55.6 0 4 2 あり 

ワイヤーロッド等の販売先

並びにスチールコード等の

仕入先 

住友電工 

ハードメタル㈱ 
兵庫県伊丹市  5,000

産業素材関連

事業他 
100.0 0 5 1 あり 

超硬合金素材の販売先並び

に超硬工具及びダイヤ・Ｃ

ＢＮ工具等の仕入先 

住友電工焼結合金㈱ 岡山県高梁市  3,004
産業素材関連

事業他 
100.0 0 7 2 あり 焼結部品の仕入先 

住友電工 

スチールワイヤー㈱ 
兵庫県伊丹市  3,000

産業素材関連

事業他 
100.0 0 5 1 あり 

ワイヤーロッドの販売先並

びに特殊金属線の仕入先 

住友電工 

ネットワークス㈱ 
東京都品川区  3,000

情報通信関連

事業 
100.0 1 6 4 あり 

アクセス系ネットワーク製

品の仕入先並びに保守外注

先 

住友電工 

ウインテック㈱ 
滋賀県甲賀市  3,000

電線・機材・

エネルギー関

連事業 
100.0 0 5 4 あり 

ワイヤーロッドの販売先並

びに巻線の仕入先 

スミトモ エレクトリ

ック ワイヤリング 

システムズ インク 

※１ 

米国ケンタッ

キー州 
千米ドル 

 143,920

自動車関連事

業 
100.0

(40.0)
1 3 0 なし 

自動車用ワイヤーハーネス

用部品の販売先 

スミデンソー ド ブ

ラジル インダストリ

アス エレトリカス 

リミターダ 

ブラジル サ

ンパウロ州 

千ブラジ

ルレアル 
 69,024

自動車関連事

業 
100.0

(100.0)
0 0 0 なし なし 

スミトモ エレクトリ

ック ワイヤリング 

システムズ（ヨーロッ

パ）リミテッド 

英国スタフォ

ードシャー州 
千ユーロ 

 54,024

自動車関連事

業 
100.0

(48.0)
0 3 0 なし 

自動車用ワイヤーハーネス

用部品の販売先 

スミトモ エレクトリ

ック ボードネッツェ 

ゲーエムベーハー 

ドイツ ウォ

ルフスブルグ

市 

千ユーロ 

 2,046

自動車関連事

業 
100.0

(40.0)
0 0 0 なし なし 

ソウズ カビンド エ

スピーエー 
イタリア 

コレーニョ市 
千ユーロ 

 30,000

自動車関連事

業 
100.0

(46.0)
1 1 1 なし なし 

ピーティー カリヤ 

スミデン インドネシ

ア 

インドネシア

タンゲラン市 
千米ドル 

 32,109

電線・機材・

エネルギー関

連事業 

100.0

(4.5)
0 6 0 なし 銅カソードの販売先 

ピーティー スミ イ

ンド カベル ティー

ビーケー 

インドネシア

タンゲラン市 
千米ドル 

 52,431

電線・機材・

エネルギー関

連事業 

93.3

(0.2)
0 7 1 なし 電線ケーブルの仕入先 

住友電工電子製品（深

セン）有限公司 
中国広東省深

セン市 
千人民元 

 623,483

エレクトロニ

クス関連事業 
100.0

(100.0)
2 5 0 なし なし 

蘇州住電装有限公司 
中国江蘇省 

蘇州市 
千人民元 

 347,585

自動車関連事

業 
100.0

(100.0)
0 0 1 なし なし 
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（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。 

２．「議決権に対する所有割合」欄の（ ）は、間接所有割合を内数で示しております。 

３．※１：特定子会社に該当しております。 

４．※２：有価証券報告書を提出しております。 

５．※３：住友ゴム工業㈱の決算日が12月31日であるため、平成24年12月31日現在における議決権に対する所有

割合を記載しております。 

  

名 称 住 所 
資本金 

(百万円) 
主要な事業の 

内容 

議決権に 

対する 

所有割合 

（％） 

関 係 内 容 

役員の兼任等     

当社 
役員
（人）

当社 
職員
（人）

転籍 

（人）

資金援助 

(貸付金) 
営業上の取引他 

住友電工（蘇州） 

電子線製品有限公司 
中国江蘇省 

蘇州市 
千人民元 

 338,299

エレクトロニ

クス関連事業 
100.0 2 5 0 なし 

電子ワイヤー・フレキシブ

ルプリント回路半製品等の

販売先並びに仕入先 

福州住電装有限公司 
中国福建省福

州市 
千人民元 

 275,236

自動車関連事

業 
100.0

(100.0)
0 0 0 なし なし 

恵州住潤電装有限公司 
中国広東省 

恵州市 
千人民元 

 288,020

自動車関連事

業 
87.9

(87.9)
0 0 1 なし なし 

スミトモ エレクトリ

ック インターコネク

ト プロダクツ（ホン

コン） リミテッド 

中国（香港） 
千香港ドル 

 648,000

エレクトロニ

クス関連事業 
100.0 1 3 0 なし 

電子ワイヤー・フレキシブ

ルプリント回路の仕入先 

スミデンソー ベトナ

ム カンパニー リミ

テッド 

ベトナム 

ハイドゥン省 
千米ドル 

 35,000

自動車関連事

業 
100.0

(100.0)
0 0 1 なし なし 

その他 ２９０社                            

(持分法適用関連会社） 

住友ゴム工業㈱ 

※２、※３ 
神戸市中央区  42,658

自動車関連事

業 
27.0

(0.2)
2 0 3 なし 

タイヤ補強材（スチールコ

ード・ビードワイヤー）製

品の販売先 
㈱ミライト・ホールデ

ィングス 
※２ 

東京都江東区  7,000
情報通信関連

事業 
23.1

(3.3)
0 0 1 なし なし 

㈱テクノアソシエ 

※２ 
大阪市西区  5,001

産業素材関連

事業他 
35.2

(0.1)
1 0 5 なし 

超硬合金・化合物半導体等

の販売先 

その他 ３５社                            
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(1) 連結会社の状況 

 (注) 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であり、臨時従業員数（パートタイマー、アルバイト、定年退職後再雇用者、人材会社からの派遣

社員を含む。）は、年間の平均人員を（ ）内に外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

  

 (注) １．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時

従業員数（パートタイマー、アルバイト、定年退職後再雇用者、人材会社からの派遣社員を含む。）は、

年間の平均人員を（ ）内に外数で記載しております。 

    ２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

 労働組合は、全日本電線関連産業労働組合連合会（日本労働組合総連合会加盟）等に所属しており、労使関係は

安定しております。 

５【従業員の状況】

  （平成25年３月31日現在）

セグメントの名称 従業員数（人） 

自動車関連事業  155,010 （ ） 21,370

情報通信関連事業  6,545 （ ） 1,098

エレクトロニクス関連事業  20,760 （ ） 3,599

電線・機材・エネルギー関連事業  11,102 （ ） 2,255

産業素材関連事業他  12,906 （ ） 1,995

合計  206,323 （ ） 30,317

  （平成25年３月31日現在）

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

 (501) 4,050  40.8  16.2  7,540,000

セグメントの名称 従業員数（人） 

自動車関連事業  289 （ ） 36

情報通信関連事業  1,072 （ ） 121

エレクトロニクス関連事業  363 （ ） 32

電線・機材・エネルギー関連事業  516 （ ） 76

産業素材関連事業他  1,810 （ ） 236

合計  4,050 （ ） 501
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(1) 業績 

当連結会計年度の日本経済は、公共投資の下支えはありましたが、海外市場の減速や中国問題から輸出が減少

し、緩やかな回復に留まりました。世界経済も、米国の「財政の崖」や、南欧諸国の国債リスクなど、国家の財政

不安が景気回復の下押し圧力となったほか、これまで高成長を続けてきた中国・インドなどの新興国も、輸出減速

から景気の拡大テンポが鈍化いたしました。日本での円安・株高や米国の景気回復感の高まりなど、年度末には先

行きに明るい兆しが見え始めたものの、年度全体を通じては総じて厳しい状況で推移しました。 

当社グループを取り巻く事業環境につきましても、自動車関連を中心にグローバルな需要増加はあったものの、

中国問題による日系企業の販売減少に加え、通信インフラ関連を中心に国内市場の低迷や、国際価格競争の一段の

激化など、厳しいものとなりました。 

このような状況のもと、当社グループは、グローバルな需要の捕捉に向け、営業力の一層の強化を図るととも

に、徹底したコスト低減や新技術・新製品の開発・拡販に注力してまいりました。 

この結果、当連結会計年度の連結決算は、売上高は 百万円（前連結会計年度 百万円、 ％

増）と前連結会計年度比で増収を確保いたしましたが、利益面では、グローバルな製造拠点の増強投資に伴う減価

償却費の増加や、今後の成長に向けた研究開発費などの費用増から、営業利益は 百万円（前連結会計年度

百万円、 ％減）、経常利益は 百万円（前連結会計年度 百万円、 ％減）、当期純利益

は 百万円（前連結会計年度 百万円、 ％減）と、それぞれ前連結会計年度比で減益となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

自動車関連事業 

欧州市場の低迷や中国問題に伴う減収があったものの、東日本大震災やタイ洪水からの日系カーメーカーの

生産回復や、米国市場の回復などから、当事業の売上高は 百万円と前連結会計年度比 百万円

（ ％）の増加となりました。一方、グローバルな生産体制の構築に伴う減価償却費の増加や、新製品開発

に向けた研究開発費の集中から、営業利益は、 百万円と前連結会計年度比 百万円の減益となりま

した。売上高営業利益率は ％と ポイント低下しました。 

  

情報通信関連事業 

光ファイバ・ケーブルでは、国内シェアの回復や中国など新興国需要の捕捉により増収を確保したものの、

光・電子デバイスやネットワーク機器の需要減少が大きく、当事業の売上高は 百万円と前連結会計年

度比 百万円（ ％）の減少となりました。営業利益も、需要減少に加え、光・電子デバイスの事業採算

の低下が大きく、前連結会計年度の 百万円の損失から、 百万円に損失が拡大しました。 

  

エレクトロニクス関連事業  

スマートフォン、タブレットＰＣ向けのＦＰＣ（フレキシブルプリント回路）の需要増加により、当事業の

売上高は 百万円と前連結会計年度比 百万円（ ％）の大幅な増加となりました。一方、営業

利益は、品種構成の変化や価格競争の激化により、前連結会計年度の 百万円から、 百万円減少の 

百万円となりました。売上高営業利益率は ％と ポイント低下しました。 

  

電線・機材・エネルギー関連事業  

巻線の需要減少や、銅価下落の影響はありましたが、東南アジアを中心に住友電設㈱の電気工事の需要が増

加したほか、ハイブリッドカー向け電池用金属多孔体（セルメット）などの需要増もあり、当事業の売上高は

百万円と前連結会計年度比 百万円（ ％）の増加となりました。営業利益も、低圧ケーブル部

門の堅調や住友電設㈱の増益などから、 百万円と 百万円の増加となりました。売上高営業利益率

は ％と ポイント上昇しました。なお、工事・プラント受注高は 百万円と、前連結会計年度比

百万円（ ％）増加しました。 

  

産業素材関連事業他 

グローバルな自動車生産の増加に伴い、焼結部品や自動車部品加工用超硬工具の需要は増加したものの、特

殊金属線のソーワイヤーや㈱アライドマテリアルの電子部品、ヒートシンクの需要が減少したことなどから、

当事業の売上高は 百万円と前連結会計年度比 百万円（ ％）の減少となりました。営業利益

も、需要減に加え、海外の製造・販売拠点の拡充に伴う費用増もあり、 百万円と 百万円の減少と

なりました。売上高営業利益率は ％と ポイント低下しました。 

  

なお、セグメント利益又は損失は連結損益計算書の営業利益に対応しております。 

第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

2,159,942 2,059,344 4.9

76,790

86,946 11.7 94,116 106,696 11.8

37,955 58,861 35.5

1,071,168 79,486

8.0

53,116 1,215

5.0 0.5

155,132

6,859 4.2

5,872 10,255

217,571 31,785 17.1

3,289 3,284

5 0.0 1.8

511,182 2,558 0.5

19,084 2,162

3.7 0.4 266,472

32,685 14.0

272,524 5,355 1.9

15,100 3,362

5.5 1.1
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(2) キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末より 百

万円増加し、 百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の営業活動の結果得られた資金は、 百万円（前連結会計年度比 百万円の収入増

加）となりました。これは、税金等調整前当期純利益 百万円や減価償却費 百万円などから運転資金の

増減を差し引いたことなどによります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の投資活動の結果使用した資金は、 百万円（前連結会計年度比 百万円の支出増

加）になりました。これは、設備投資に伴う有形固定資産の取得 百万円などがあったことによるもので

す。 

 なお、営業活動によるキャッシュ・フローから投資活動によるキャッシュ・フローを差し引いたフリー・キャッ

シュ・フローについては、 百万円のマイナス（前連結会計年度は 百万円のマイナス）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の財務活動の結果、資金は 百万円増加（前連結会計年度は 百万円の減少）しまし

た。これは、有利子負債の増加額から、配当金の支払を差し引いたことなどによるものです。 

（注）本報告書の「第２ 事業の状況」から「第５ 経理の状況」までの金額には、特に記載のない限り消費税及

び地方消費税は含まれておりません。 

 当社及び連結子会社の生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構造、形

式等は必ずしも一様ではなく、また受注生産形態をとらない製品も多く、セグメントごとに生産規模及び受注規模を

金額あるいは数量で示すことはしておりません。 

 このため生産、受注及び販売の状況については、「１．業績等の概要」におけるセグメントの業績に関連付けて示

しております。 

今後の経済情勢は、世界経済は緩やかな回復に向かってはいるものの、様々なリスクを内包しております。欧州で

は、南欧の財政問題に対する不安が依然燻っているほか、米国も増税から個人消費の減速が懸念され、中国におきま

しても、インフレ圧力や深刻な環境問題による経済への悪影響が憂慮されます。日本経済も、電力コストの増加によ

る国内生産の減少や、インフレターゲットが導入されるなか実質所得の改善の遅れから個人消費の冷え込みも危惧さ

れます。  

このような情勢のもと、当社グループは、Ｓ（安全）、Ｅ（環境）、Ｑ（品質）、Ｃ（コスト）、Ｄ（物流・納

期）、Ｄ（研究開発）の一段の強化を通じ、業務効率化・生産性向上など、徹底したコスト低減を進めるとともに、

新興国を含むグローバルな営業基盤の整備や、環境・エネルギーなど成長分野への重点投資を進めてまいりました。

今後も、企業体質の一段の強化やグローバリゼーション、研究開発の早期事業化など、成長に向けた取り組みを加速

し、２０１３年度からスタートする中期経営計画「１７Ｖｉｓｉｏｎ」の達成に向け、グループを挙げて邁進してま

いります。また、各事業においては次の施策を進めてまいります。 

まず、自動車関連事業では、ワイヤーハーネスについては、１２Ｖｉｓｉｏｎの目標であるグローバルシェア25％

を２０１０年度に前倒しで達成しましたが、今後も、新興国・非日系カーメーカー向けの営業力強化や、環境対応車

向けの高電圧ハーネス、リアクトル、アルミハーネスなど、新製品を積極的に展開し、グローバルＮＯ．１に向けた

施策を進めてまいります。併せて、グローバルな生産体制整備と生産最適化を進め、コスト競争力の一段の強化を推

進いたします。防振ゴムについても、小型・軽量化のニーズに応じた製品の開発・拡販や、一層の原価低減に取り組

んでまいります。 

34,184

176,543

124,849 38,798

84,084 88,916

172,066 42,843

151,725

47,217 43,172

64,922 2,391

２【生産、受注及び販売の状況】

３【対処すべき課題】
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情報通信関連事業では、光ファイバ・ケーブル、光機器につきましては、中国など新興国を中心に拡大する需要を

確実に捕捉し、グローバルな生産・営業体制を確立してまいります。光・電子デバイスでは、２０１２年、国内製造

拠点の統合・集約や、ベトナム新規製造拠点の立上げ・生産シフト、開発テーマの選別など、事業構造改革に着手い

たしましたが、今後も一段のコスト低減を加速します。更に100Ｇｂｐｓの長距離伝送用光デバイスや、アクセス 

ネットワーク用の10Ｇ－ＥＰＯＮやスマートモビリティに対応するＩＴＳ（インテリジェントトランスポートシステ

ム）など、高付加価値な製品の開発・拡販を進め、収益力の回復・強化を図ってまいります。 

エレクトロニクス関連事業では、ＦＰＣについては、スマートフォンやタブレットＰＣ向けの需要増加に対応し、

グローバルな営業力・生産能力を強化するとともに、一段のコスト低減と収益力の改善を推進いたします。併せて、

２０１２年販売を開始したパソコン・周辺機器用の10Ｇｂｐｓ高速伝送ケーブルや、化合物半導体の低コスト大口径

ＧａＮ基板、耐薬品性・強度に優れた水処理用精密ろ過膜モジュールなど、魅力ある新製品の開発・拡販に努めてま

いります。 

電線・機材・エネルギー関連事業では、再生可能エネルギーなど、安全かつクリーンなエネルギー需要の高まりを

背景に、電力インフラの再構築が模索されるなか、エネルギー効率向上に向けた新製品の開発・拡販を進めてまいり

ます。具体的には、太陽光発電用パワーコンディショナ（直流電力を交流電力に変換する機器）や高電圧・長距離の

直流海底ケーブル、２０１３年３月に認証取得・納入した太陽光発電設備用の直流1500Ｖケーブルなど、関連製品の

開発・拡販を図ります。また、自動車分野においても、環境対応車向けのモーター用耐傷性巻線や電池用金属多孔体

（セルメット）など、燃費向上に寄与する製品開発・拡販を進めてまいります。 

産業素材関連事業では、２０１２年１１月にタイのスチールコードの製造・販売拠点が稼働したほか、２０１３年

度上期に、超硬工具、焼結部品のインドネシア拠点が稼働予定であるなど、海外生産体制の構築と営業力強化を一段

と推進いたします。併せて、超硬工具では、国内でのタングステンリサイクルを推進し、原料の安定調達に努めるほ

か、㈱アライドマテリアルも、半導体のナノ・マイクロ加工に欠かせない精密ダイヤモンド工具など、エレクトロニ

クス分野での製品開発・拡販を加速いたします。 

研究開発においては、次世代電力システムの早期事業化に向けて、２０１２年７月にメガワット級大規模蓄発電シ

ステムの実証実験を開始し、２０１３年１月には高温超電導ケーブル配電システムの長期実証実験を開始したほか、

レドックスフロー電池、集光型太陽光発電装置、溶融塩電解液電池とこれらを使った電力ネットワークシステムなど

の電力エネルギー分野の研究開発を加速いたします。また、環境やライフサイエンスなどの新事業分野の開拓では、

バラスト水処理システムや近赤外光による組成イメージングシステムなどの新製品の開発を加速するとともに、デー

タセンター内トラフィックの急拡大に対応可能な大容量インターコネクションなど、社会ニーズに対応した新製品開

発を推進いたします。 

当社は、自動車用ワイヤーハーネス関連製品の取引に関し、ＥＵ及び米国を含む海外の競争当局の調査を受けてお

ります。当社は、既に「競争法コンプライアンス規程」を制定し、専任組織等による運用体制を構築するなど、グ 

ループ全体の競争法コンプライアンス体制を強化してまいりましたが、今後とも、競争法コンプライアンスを経営の

最重要課題と位置付け、公正な事業活動の実践に真摯に取り組んでまいります。 

当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のある主要なリスクには、以下のようなものがあり

ます。本項における将来に関する記載は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

（政治経済情勢・需要変動等に係るリスク） 

当社グループは、自動車関連、情報通信関連、エレクトロニクス関連、電線・機材・エネルギー関連及び産業素材

関連他の各需要分野にわたって事業を展開しております。また、地域的には、日本の他、米州、アジア、欧州、北ア

フリカ等に進出しております。このため、当社グループの経営成績、財政状態ならびにキャッシュ・フローは、特定

の取引先・製品・技術等に過度に依存する状況にはありませんが、各分野や各地域に特有の需要変動や、技術革新に

起因する製品ライフサイクル短期化、また、各国の政治情勢などの影響を受けることがあります。なお、当社グルー

プ製品の多くは、最終消費財の部品や社会インフラ用の素材・システムなどであるため、景気循環の影響を受けるこ

とはもとより、顧客の購買政策の変化や設備投資に対する政策的判断などの影響を受けることがあります。 

４【事業等のリスク】
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（法律・規制の変更等によるリスク） 

当社グループは、日本以外にも世界各地に製造子会社、販売子会社等を有しております。各市場において、下記の

ように完全には回避することの困難なリスクが存在しており、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。 

・輸入規制や関税率の引き上げ等により、売上が減少、もしくは原価率が悪化するリスク 

・各国の国内及び国際間取引に係る租税制度の変更等により税金コストが上昇するリスク 

・外貨規制、ハイパーインフレーション、テロ、新型インフルエンザ等の感染症等により投資資金の回収が不可能

となるリスク 

（訴訟、規制当局による措置その他の法的手続に係るリスク） 

当社グループは、事業を遂行するうえで、訴訟、規制当局による措置その他の法的手続に関するリスクを有してお

ります。訴訟、規制当局による措置その他の法的手続により、当社グループに対して損害賠償請求や規制当局による

金銭的な賦課を課され、又は事業の遂行に関する制約が加えられる可能性があり、かかる訴訟、規制当局による措置

その他の法的手段は、当社グループの事業、業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

なお、当社から、２００１年１０月に開発・製造・輸出事業を、２００４年１０月に国内電力会社向け販売事業

を、日立電線㈱との折半出資会社である㈱ジェイ・パワーシステムズに譲渡・統合した高圧・特別高圧電力ケーブル

に関し、２００９年１月に国内外の取引における談合・カルテルの疑いで公正取引委員会による立入検査が実施さ

れ、また、同時期にＥＵ・米国の競争当局が調査を開始し、その後、豪州等の当局も調査しております。このうち国

内取引に関し２０１０年１月に同社に対する公正取引委員会の排除措置命令及び課徴金納付命令（228百万円）があ

りました。なお、同社及び当社は、欧州委員会から本調査に関し異議告知書（Statement of Objections）を 

２０１１年７月に受領しております。 

また、自動車関連事業において、ワイヤーハーネス関連製品の取引に関し、ＥＵ及び米国を含む海外の競争当局の

調査を受けております。なお、同分野の競争法違反行為により損害を被ったとして、米国等において集団訴訟が当社

及び当社子会社に対して提起されているほか、一部の自動車メーカーと損害賠償に関する交渉を行っております。 

また、架空送電線及び地中送電線の工事の受注に関し、２０１２年１１月並びに２０１３年３月にそれぞれ公正取

引委員会の立入検査が実施され、住友電設㈱が調査を受けているほか、架空送電線工事に関しては当社が33％出資す

るＴＥＣ経常共同企業体も調査を受けております。 

（災害等のリスク） 

当社グループは、阪神・淡路大震災や東日本大震災により被害を受けた経験を踏まえ、地震等の防災対策を実施し

ております。しかしながら、当社グループの拠点の一部は東海及び東南海・南海地震の防災対策強化地域や首都直下

型地震の想定被災地域あるいは、沿岸地域等に存在していることもあり、大規模な地震が発生した場合には津波や液

状化等による重大な被害を受ける可能性があります。また、グローバルな事業展開を拡大していることから、各国・

各地域において地震や風水害等の直接的な被害を受ける可能性があることに加え、顧客の被災や物流網の寸断、余震

や関東地方及び関西地方における大幅な電力不足等により、生産活動が計画通り進まない可能性があります。 

（産業事故等のリスク） 

当社グループの製造拠点において、火災・爆発等の産業事故や環境汚染等の公害事故が発生し、当社グループの業

務及び地域社会に大きな影響を及ぼした場合、これに伴い生ずる社会的信用の失墜、補償等を含む事故対応費用、生

産活動の停止による機会損失及び顧客に対する補償等により、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。 

（金利の変動によるリスク） 

当社グループは、資金需要、金融市場環境及び調達手段のバランスを考慮し資金調達を実施しております。当社グ

ループでは、設備投資のための長期安定的な資金を必要とするため、長期固定金利の長期借入や社債発行による調達

が中心となっております。そのため、金利の短期的な変動による影響は比較的受けにくくなっておりますが、金利が

中長期的に上昇した場合は、長期借入等による資金調達コストを上昇させ、当社グループの業績及び財政状態に影響

を及ぼす可能性があります。 
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（為替レートの変動によるリスク） 

当社グループは、在外連結子会社及び在外持分法適用関連会社の個別財務諸表を主に現地通貨ベースで作成してお

り、連結財務諸表の作成時に円換算しております。従って、現地通貨ベースでの業績に大きな変動がない場合でも、

円換算時の米国ドル、ユーロ等の為替レート変動が業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

また、当社グループは世界各地で製造・販売活動を展開しております（当連結会計年度における海外売上高比率

％）。為替予約取引等の手段により主要通貨の短期的な為替変動による影響を最小限にとどめるようにしており

ますが、中長期にわたる大幅な為替変動は、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

（原材料等の調達に係るリスク） 

当社グループは、電線ケーブルなど銅を主たる原材料とした製品を多数有しております。このうち主要な製品の販

売価格については、ロンドン金属取引所の市況価格を反映した銅建値に基づいて決定するという商慣習が普及してお

り市況価格変動リスクを回避しております。しかし一部の製品についてはこのような価格決定方法を採用していない

ため、急激な市況価格の上昇は、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

その他の非鉄金属、鉄鋼、石油化学製品類等の原材料や副資材の調達についても、当社グループでの共同購買など

有利購買活動を強化しておりますが、急激な市況価格の上昇が当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。さらに、原材料等の在庫について、市場価格の急落が、当社グループの業績及び財務状態に影響を及

ぼす可能性があります。また希少金属については、産地や供給者が限定されていること等により必要量の調達が困難

となる可能性があります。さらに、他の原材料や副資材についても、供給者の倒産、自然災害、戦争、テロ、ストラ

イキ、交通機能の障害等により、必要量の調達が困難となる可能性があります。 

（保有有価証券の時価の下落によるリスク） 

当社グループは、安定した原材料調達や販売先との取引関係の安定化を目的として、関係取引先等の株式を保有し

ております。売買目的の株式は保有していないため、株式市況の変動が経営に直接与えるリスクは比較的小さいです

が、大幅な株式市況の悪化は自己資本比率を低下させる可能性があります。 

（知的財産に係るリスク） 

当社グループは、特許権、意匠権、その他の知的財産権の取得により自社技術の保護を図ると共に、他社の知的財

産権に対しても細心の注意を払っております。しかし、製品の構造・製造技術の多様化や、海外での事業活動の拡

大、それに伴う流通経路の複雑化等により、当社グループの製品が意図せず他社の知的財産権を侵害した場合、販売

中止、設計変更等の処置をとらざるを得ない可能性があります。また、各国の法制度や執行状況の相違により、他社

が当社グループの知的財産権を侵害しても常に必要な保護が得られるとは限らず、当社グループの製品が十分な市場

を確保できない可能性があります。 

（情報の流出によるリスク） 

当社グループは、事業遂行に関連して多くの個人情報や機密情報を有しております。 

これらの情報の秘密保持については、最大限の対策を講じておりますが、予期せぬ事態により、情報が外部に流出

する可能性は皆無ではありません。このような事態が生じた場合、当社グループのイメージの低下や損害賠償の発生

などにより、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

（製品およびサービスの欠陥によるリスク） 

当社グループは、所定の品質基準に基づき、製品およびサービスの品質保持に万全の注意を払っておりますが、予

期せぬ事態により、大規模なリコールや製造物責任賠償につながるような品質問題が発生する可能性は皆無ではあり

ません。このような事態が生じた場合、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 当連結会計年度において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

48.6

５【経営上の重要な契約等】

13



当社及び連結子会社は「技術を創造し、変革を生み出し、絶えざる成長に努めます」という経営理念の下、伸長分

野に焦点を合わせ、オリジナリティがありかつ収益力のある新事業・新製品の開発に努めております。また、将来の

技術ニーズを踏まえ、当社グループの次代の成長を担う新規研究テーマの発掘・育成にも積極的に取り組んでおりま

す。 

自動車関連事業、情報通信関連事業、エレクトロニクス関連事業、電線・機材・エネルギー関連事業、産業素材関

連事業他の各主要事業分野における当連結会計年度の主な成果は以下のとおりであります。 

また、当連結会計年度における研究開発費の総額は 百万円であります。 

(1) 自動車関連事業 

ワイヤーハーネス及び車載エレクトロニクス機器については、当社、住友電装㈱、及び両社の共同出資による㈱

オートネットワーク技術研究所を中心に、当社固有の材料技術・解析技術を活かして安全、快適、環境のニーズに

対応した新製品の開発を行っております。 

ワイヤーハーネスについては次世代車載システムに対応できるハーネスアーキテクチャーを構築し、それに必要

な要素技術の開発を進めております。また、環境対応としてハーネスの軽量化に取り組んでおり、銅に比べ軽量な

アルミを使ったワイヤーハーネスの開発に成功し量産化に至りました。さらに適用範囲の拡大を目指した開発を進

めております。市場規模が拡大してきたＥＶ（Electric Vehicle）・ＨＥＶ（Hybrid Electric Vehicle）用高圧 

ハーネスやコネクタ等の開発等にも取り組んでおります。車載エレクトロニクス機器に関しては、電源系、情報系

のネットワーク化に対応すべく、ＰＤ（Power Distributor）等のエレクトロニクス機器や半導体デバイス、ボ 

ディ制御ＥＣＵ、次世代の車載ＬＡＮ（Local Area Network）の開発を、ソフトウェアを含め進めております。 

一方、新製品の開発効率化や高いレベルの品質確保に向け、要素技術開発や信頼性確保に不可欠な試験・分析・

評価・解析技術の開発を推進しております。環境試験装置や分析装置等の評価設備の充実を図るとともに、コネク

タ接点の接触メカニズム解析や電子機器の熱・振動解析等、ＣＡＥ（Computer-Aided Engineering）技術を用いた

シミュレーション機能を充実させております。 

東海ゴム工業㈱では、事業を取り巻く環境がダイナミックに変化する中、将来の成長に結びつく新事業の創出に

向けて、コア技術をベースに外部技術の融合・協業を促進し、スピーディーな新技術の創出とタイムリーな商品開

発を目指しております。自動車分野においては、低コスト化、環境対応、乗り心地性向上、さらにはグローバル対

応を目指して先進的な技術開発に取り組んでおります。 

当事業に係る研究開発費は 百万円であります。 

  

(2) 情報通信関連事業 

光通信関連製品、ネットワーク・システム製品などの分野において、総合的に研究開発を行っております。 

光通信関連製品では、光ファイバ通信のさらなる高速化、大容量化に向けて、伝送容量の物理的限界の打破を狙

い、１つのファイバに複数本のコアが形成されたマルチコア光ファイバや超高速伝送に適した低損失低非線形光 

ファイバの研究開発を進めております。伝送容量のさらなる拡大に向けた光ファイバ構造の検討や複数個のコアへ

の光入出力デバイスなど実使用の際の課題解決に向けた研究も進めております。また、アクセス系ネットワークを

効率よく構築するための曲げに強い光ファイバや接続を簡易化した光コネクタ部品を開発し、ＦＴＴＨの普及促進

に貢献しております。さらに、将来のフォトニックネットワークにおける通信容量の増加を見据え、光ノードにお

けるネットワークの運用効率を向上させる高機能の光モジュール製品の開発を進めております。一方で、情報機器

内や情報機器間、サーバ間等を10Ｇｂｐｓ以上の伝送速度で接続する高速情報配線技術の開発を進めており、世界

で初めてThunderboltTM光アクティブケーブルの商品化に成功しております。さらに電気ケーブル／光ケーブルを
それぞれ適材適所で活用した、高速情報配線のトータルソリューション実現を目指し、ＰＣ製品をはじめ、自動

車、情報家電、データセンターといった幅広い分野の高速情報配線製品の開発を進めております。（Thunderbolt

は、米国及びその他の国におけるIntel Corporationの商標です。）そのほか、光ファイバの製造技術を活用した

材料開発や光実装、光モジュール技術を活用した高機能モジュール製品等を開発しており、エレクトロニクスやラ

イフサイエンスなどの新たな分野への光技術の展開を図っております。  

伝送デバイス関連製品では、２００９年４月、ユーディナデバイス㈱の完全子会社化による住友電工デバイス・

イノベーション㈱の設立以降、ハイエンドの光通信デバイス及び無線通信用電子デバイス技術を活かした新製品開

発・市場投入を積極的に展開し、事業拡大に努めております。 

光通信デバイス製品においては、10Ｇｂｐｓで、長距離（80ｋｍ）、波長多重伝送にも対応した小型省電力モ 

ジュール（ＳＦＰ＋）を開発し、全ラインナップを整備しました。40Ｇｂｐｓでは、従来の10ｋｍ版に加え、 

2ｋｍ／40ｋｍ版を開発するとともに（ＣＦＰ）、小型省電力化（ＱＳＦＰ＋：容積1/10以下、消費電力1/3以下）

も実現しました。さらなる高速化の要求に応え、100Ｇｂｐｓ対応モジュールの製品化も行いました（ＣＦＰ）。

これらは、イーサネット及びＯＴＮと呼ばれる標準通信仕様に準拠しております。さらに、伝送距離100ｋｍ、伝

送速度100Ｇｂｐｓを超える次世代の大容量通信の期待に応えるべく、コヒーレント伝送技術、高速半導体デバイ

ス、可変波長半導体レーザの開発も行っており、２０１３年３月の国際展示会（ＯＦＣ）で、世界に先駆けて動態

展示を行いました。 

６【研究開発活動】

94,287

57,866
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電子デバイスでは、世界に先駆けて高効率・高出力のＧａＮ（窒化ガリウム）トランジスタを開発し、低消費電

力化やＬＴＥへの移行など市場の要請に対応して、高効率広帯域な基地局用デバイスを製品化しました。更に、 

ＧａＡｓ（ヒ化ガリウム）トランジスタ開発で培ったプロセス技術や半田フリップチップ技術、回路設計技術を 

ベースに、10ＧＨｚを超える高周波領域で高効率・高出力を実現するＧａＮ－ＭＭＩＣ（Microwave Monolithic 

IC）を開発し、大容量基地局間通信やレーダ・衛星通信対応の製品開発を進めております。これらデバイス技術の

蓄積を活かし、ライフサイエンス、環境関連への応用を目指した赤外光源、赤外センサー、車載応用を目指した光

トランシーバの開発にも着手しております。 

ネットワーク・システム製品では、情報通信技術の革新により、安全・安心・快適かつ持続可能な社会の実現を

目指した情報通信機器の研究開発を推進しております。 

有線通信システム関連では、10Ｇ－ＥＰＯＮ等、より高速化した次世代システムの研究開発を、無線通信システ

ム関連では、携帯電話基地局用屋外無線ユニットのキーとなる高効率無線アンプの開発、並びにＩｏＴ（Internet 

of Things）に向けたモノとモノとの通信による高度なサービス実現の基盤となる無線通信技術に取り組んでおり

ます。また、エネルギーネットワーク関連分野では、配電網を遠隔制御する光通信ネットワーク機器の開発、オ 

フィスビル、工場、マンション向けのクラウド型エネルギー管理支援システムや、宅内の電力使用量を最適化する

システム（ＨＥＭＳ）の研究開発、家庭用蓄電池システム及び定置用蓄電池システムの開発に取り組んでおりま

す。安全・安心に関する技術分野では、交通社会の安全のために、交通システム制御アルゴリズムや路車協調によ

る安全運転支援システムの開発を、また防犯や見守り分野では画像センサーや電波センサーの開発を行っておりま

す。 

当事業に係る研究開発費は 百万円であります。 

  

(3) エレクトロニクス関連事業 

マイクロ・ナノテクノロジーを駆使して、化合物半導体やエレクトロニクス関連部材などの広範な新材料や部品

の開発を行っております。 

化合物半導体では、情報通信を支える高速通信用の光デバイスや無線用電子デバイスなどに用いられるインジウ

ムリン及びガリウムヒ素基板の高品質化開発を進めております。また、青紫色レーザダイオードや白色ＬＥＤ、パ

ワーデバイス等に応用されるＧａＮ基板の高品質化に加え、緑色レーザに適した基板の開発にも成功し、世界初の

純緑色レーザ発振を実現しました。さらに、新しい光デバイスや電子デバイス用途の半導体材料の開発にも取り組

んでおります。 

エレクトロニクス関連部材では、液相還元プロセスによる金属ナノ粉末を用いた高導電性ペーストやインク 

ジェット印刷回路形成用ナノインキ、ファインピッチ電極に対応した異方性導電膜などの高密度実装部材を開発し

ております。さらに、固有の接着材料技術や微細回路形成技術を活用した携帯機器用の小型電子回路基板、モ 

ジュール部品や放熱部材などの開発に取り組んでおります。 

また、省資源・環境対策に向けた取り組みとして、軽量化を目的とした高強度・高耐食性マグネシウム合金AZ91

板材の製造技術を世界で初めて確立しました。２０１２年１１月に大手ＰＣメーカーのウルトラブック筐体用材料

に採用され量産を開始しております。 

当事業に係る研究開発費は 百万円であります。 

  

(4) 電線・機材・エネルギー関連事業 

超電導や次世代送電網の分野でのネットワーク技術を活用したエネルギーソリューション事業など、新しい分野

への進出を図るとともに、蓄電池などエネルギー分野での積極的な開発を推進しております。 

超電導分野では、ビスマス系高温超電導線材の特性と量産性を大幅に向上させ、世界各国のケーブルプロジェク

トやモータ、マグネット開発用などに線材を納入するなど、商業ベースでの販売本格化を図りつつあります。超電

導ケーブルシステムでは２００７年から独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構の「高温超電導ケー

ブル実証プロジェクト」に参画し、２０１２年１０月から日本初の系統連系試験を開始しました。また当社大阪製

作所内においても高温超電導配電システムを設置し、２０１３年１月より長期実証運転を開始するなど、高温超電

導ケーブルシステムの実用化に向け技術力の向上に注力していきます。一方、産業応用では超電導マグネットシス

テムの開発を進め、２０１０年には自動車用モータ等で使う永久磁石を評価するＢＨカーブトレーサ用にプロト実

機、２０１１年には研究開発用の磁場中熱処理炉用マグネットを製作出荷しました。現在、産業界での実用化を 

狙った開発、用途開拓に注力しているところであります。またビスマス系とは異なる次世代の超電導線材の研究も

行っており、結晶配向した金属基板、中間層、超電導層からなる薄膜超電導線の特性向上にも注力しております。

次世代送電網の分野では、自然エネルギーの導入、省エネルギー、電力網の分散管理といった社会ニーズに対応

すべく、２０１１年６月から、当社大阪製作所において、自社開発の集光型太陽光発電装置（ＣＰＶ）を含む複数

の自然エネルギー発電装置と小型レドックスフロー電池（蓄電池）等を直流電力ケーブルで連結したマイクロス 

マートグリッドシステムの実証試験を実施しております。さらに、２０１２年７月から、当社横浜製作所におい

て、メガワット級の出力・容量を有するレドックスフロー電池と定格出力100ｋＷのＣＰＶから成る大規模蓄発電

システムを開発し、実際の工場電力運用の中で、製品化のための実証運転を実施しております。また、次世代超電

導線材の開発、非常用の小型蓄電池やパワーコンディショナ等の機器の製品開発にも注力しております。 

13,493

5,192
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蓄電池分野では、難燃性材料で構成し、小型の組電池が実現可能な溶融塩電解液電池を開発中で、顧客からの情

報を基により多くのニーズに対応可能な電池設計を完成させ、評価を進めております。また蓄電池の電極材料とし

て、高性能化に貢献できる金属多孔体「アルミセルメット」を開発しており、リチウムイオン電池やキャパシタな

どの蓄電デバイス用途として、現在、量産に向けた生産技術開発に注力しております。 

住友電設㈱では、市場の多様化するニーズに応えるべく、太陽光発電システム用保守監視システム、エネルギー

管理等独自のビル・マネジメントシステム技術、超電導冷却システムなど、最新技術、情報化技術を活用し、省エ

ネ技術、新工法、各種システムの開発に取り組んでおります。 

日新電機㈱では、電力機器をはじめ、新エネルギー・環境関連製品、及びビーム・真空応用装置などの次世代装

置に重点を置いて研究開発を進めております。電力機器分野においては、海外市場に向けた製品開発や機器故障の

未然防止に繋がる診断技術・監視装置の研究開発、及び電力貯蔵関連の研究開発に取り組みました。新エネル 

ギー・環境分野においては、監視制御システムや太陽光発電用パワーコンディショナの製品開発に取り組むととも

に、ＥＭＳ（エネルギー管理システム）関連の技術研究並びに製品開発を進めております。また、ビーム・真空応

用事業では、半導体や高精細薄型ディスプレイ製造装置の次世代製品の研究開発に注力しております。 

当事業に係る研究開発費は 百万円であります。 

  

(5) 産業素材関連事業他 

超硬合金、ダイヤモンド、立方晶窒化硼素、コーティング薄膜や高性能圧粉磁性材料等の焼結材料に関する当社

固有の材料技術とプロセス技術を駆使し、切削用工具や超精密加工用工具、レーザ加工用光学部品、各種自動車機

構部品・機能部品、家電部品等の開発を進めております。 

ダイヤモンドでは、15万気圧、2000℃以上の新しい超高圧技術と独自の新プロセスにより合成した、数十ナノサ

イズの超微細粒よりなる高硬度ナノ多結晶ダイヤモンドが従来のダイヤモンドを大きく凌駕する機械的特性を有す

ることを実証、次世代の高性能精密加工用工具として実用化開発に注力しております。 

焼結部品の関連では、ディーゼルエンジン用燃料噴射装置部品など高周波域で優れた磁気特性を持つ圧粉軟磁性

材応用製品の開発、ＥＶ・ＨＥＶなどの自動車の電動化に対応した高性能圧粉軟磁性材料の製品開発に注力してお

ります。 

また当社グループは、タングステンやコバルトなどのレアメタル原料を使用した製品の製造販売を行っておりま

すが、３Ｒ（リユース、リデュース、リサイクル）を進めていくことは重要な経営課題であり、使用済み製品のリ

サイクル、再資源化の技術開発として、産官学連携しての低環境負荷の資源回収プロセス及びリサイクル技術を開

発しております。 

なお、今後の成長を担う新規分野としまして、水ビジネス関連で、バラスト水処理装置や海水淡水化前処理装置

開発に注力しております。また、ライフサイエンスの分野では、当社の半導体や通信用デバイス技術の応用によ

り、近赤外光を使って組成の微妙な違いやわずかな変化を画像化する組成イメージングシステム「Compovision®」

を開発し、医療用途への応用や工場での品質検査などの用途での製品化を推進しております。 

当事業に係る研究開発費は 百万円であります。 

  

以上の５分野の研究開発及びグループ全体の生産、品質などを支える解析技術の分野では、ナノスケールの構造

解析や、ポリマーの分子構造解析など、世界トップレベルの分析・解析技術に加え、大型放射光施設（SPring-8）

を用いた最先端の原子レベル解析技術の研究開発を行っております。ここで開発された解析技術は、レアメタルの

リサイクル技術、高性能半導体デバイス等の開発や知的財産権の強化に寄与しております。また、高度な計算機シ

ミュレーションを用いたＣＡＥ技術の開発にも注力しており、２０１２年度には、社内のＣＡＥ用並列計算サーバ

を増強し、処理能力を４倍以上に高めました。加えて、国立大学法人 東京工業大学が保有する「ＴＳＵＢＡＭ

Ｅ」や公益財団法人 計算化学振興財団が保有する「ＦＯＣＵＳ」など、外部のスーパーコンピュータも利用しな

がら、生産プロセスの改善や各種新製品の設計にＣＡＥ技術を活用することで他社との差別化につながる解析技術

の開発を推進しております。 

  

なお、当社では、創業110周年の記念事業の一環として研究本館「ＷｉｎＤ Ｌａｂ」を建設、２０１０年４月

に竣工しました。この「ＷｉｎＤ Ｌａｂ」を研究・開発活動の中核とし、さらなる事業の成長を目指します。ま

た、グループ全体として、これらの研究開発成果を早期に確保すべく努めるとともに、企業の社会的責任を自覚

し、省エネ、省資源、環境保護に関する研究にも注力してまいります。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づき作成され

ております。また、連結財務諸表を作成する際には、当連結会計年度末日時点の資産・負債、及び当連結会計年度

の収益・費用を認識・測定するため、合理的な見積り及び仮定を使用する必要があります。当社グループが採用し

ている会計方針のうち重要なものについては、「第５ 経理の状況」の「連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項」、及び「重要な会計方針」に記載しております。 

10,982

6,754

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

２０１２年度の日本経済は、公共投資の下支えはありましたが、海外市場の減速や中国問題から輸出が減少し、

緩やかな回復に留まりました。世界経済も、米国の「財政の崖」や、南欧諸国の国債リスクなど、国家の財政不安

が景気回復の下押し圧力となったほか、これまで高成長を続けてきた中国・インドなどの新興国も、輸出減速から

景気の拡大テンポが鈍化いたしました。日本での円安・株高や米国の景気回復感の高まりなど、年度末には先行き

に明るい兆しが見え始めたものの、年度全体を通じては総じて厳しい状況で推移しました。 

当社グループを取り巻く事業環境につきましても、自動車関連を中心にグローバルな需要増加はあったものの、

中国問題による日系企業の販売減少に加え、通信インフラ関連を中心に国内市場の低迷や、国際価格競争の一段の

激化など、厳しいものとなりました。 

このような状況のもと、当社グループは、グローバルな需要の捕捉に向け、営業力の一層の強化を図るととも

に、徹底したコスト低減や新技術・新製品の開発・拡販に注力してまいりました。この結果、売上高は前連結会計

年度比 ％増の 百万円、利益面では、グローバルな製造拠点の増強投資に伴う減価償却費の増加や、今

後の成長に向けた研究開発費などの費用増から、営業利益は前連結会計年度比 ％減の 百万円、営業利益

率は ポイント低下の ％となりました。営業外収益は、持分法による投資利益の増加はありましたが、合計で

は 百万円減の 百万円、営業外費用は 百万円増の 百万円となり、経常利益は前連結会計年度比

％減の 百万円となりました。特別利益は投資有価証券売却益 百万円を計上しました。特別損失

は、固定資産除却損 百万円、投資有価証券評価損 百万円、減損損失 百万円に加え、光・電子デバ

イス事業の構造改革や、海外ハーネス事業の生産拠点再編などに伴う事業構造改善費用 百万円を計上し、合

計では 百万円となりました。この結果、税金等調整前当期純利益は 百万円となりました。ここから、

法人税等 百万円、及び少数株主利益 百万円を差し引いた当期純利益は、前連結会計年度比 ％減の

百万円となりました。 

また、各セグメントの売上高・営業利益に重要な影響を与えている主な要因は次のとおりであります。 

自動車関連事業は、欧州市場の低迷や中国問題に伴う減収があったものの、東日本大震災やタイ洪水からの日系

カーメーカーの生産回復や、米国市場の回復などから売上高は増加しましたが、グローバルな生産体制の構築に伴

う減価償却費の増加や、新製品開発に向けた研究開発費の集中から営業利益は減少しました。情報通信関連事業

は、光ファイバ・ケーブルでは、国内シェアの回復や中国など新興国需要の捕捉により増収を確保したものの、

光・電子デバイスやネットワーク機器の需要減少が大きく売上高は減少し、光・電子デバイスの事業採算の低下が

加わり営業損失となりました。エレクトロニクス関連事業は、スマートフォン、タブレットＰＣ向けのＦＰＣの需

要増加により売上高は増加しましたが、品種構成の変化や価格競争の激化により、営業利益は減少しました。電

線・機材・エネルギー関連事業は、巻線の需要減少や銅価下落の影響はありましたが、東南アジアを中心に住友電

設㈱の電気工事の需要が増加したほか、ハイブリッドカー向け電池用金属多孔体（セルメット）などの需要増に加

え、低圧ケーブル部門の堅調や住友電設㈱の増益などもあり売上高・営業利益ともに増加しました。産業素材関連

事業他は、グローバルな自動車生産の増加に伴い、焼結部品や自動車部品加工用超硬工具の需要は増加したもの

の、特殊金属線のソーワイヤーや㈱アライドマテリアルの電子部品、ヒートシンクの需要が減少したことなどに加

え、海外の製造・販売拠点の拡充に伴う費用増もあり売上高・営業利益ともに減少しました。 

  

(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社グループの当連結会計年度における資金の状況は下記のとおりであります。 

まず、営業活動によるキャッシュ・フローで 百万円の資金を獲得しました。これは、税金等調整前当期

純利益 百万円と減価償却費 百万円との合計、即ち事業の生み出したキャッシュ・フローが 百

万円あり、これに運転資産の増減などを加え、法人税等の支払を差し引いた結果であります。 

投資活動によるキャッシュ・フローでは、 百万円の資金を使用しました。これは、設備投資に伴う有形

固定資産の取得 百万円などがあったことによるものであります。 

なお、営業活動によるキャッシュ・フローから投資活動によるキャッシュ・フローを差し引いたフリー・キャッ

シュ・フローは、 百万円のマイナスとなりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローでは、 百万円の資金を獲得しました。これは、有利子負債の増加額か

ら、配当金の支払を差し引いたことなどによるものであります。 

以上により、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より 百万円増加(

％)し、 百万円となりました。また、当連結会計年度末における有利子負債は 百万円と前連結会計

年度末比 百万円増加し、有利子負債から現金及び現金同等物を差し引いたネット有利子負債は、 百

万円増加し 百万円となりました。 

  

4.9 2,159,942

11.7 76,790

0.6 3.6

648 36,605 1,776 19,279

11.8 94,116 6,682

3,307 1,720 2,586

9,101

16,714 84,084

34,746 11,383 35.5

37,955

124,849

84,084 88,916 173,000

172,066

151,725

47,217

64,922

34,184 24.0

176,543 485,569

121,574 87,390

309,026
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当社及び連結子会社は、競争力強化のための効率化・合理化投資を行っております。当連結会計年度の設備投資

（有形固定資産受入ベースの数値）は 百万円となりました。セグメント別の内訳は、次のとおりでありま

す。 

(1) 自動車関連事業 

ワイヤーハーネス、防振ゴムの増産及び合理化などで 百万円の設備投資を行いました。 

(2) 情報通信関連事業 

光ファイバ・ケーブル、光・電子デバイス製品の増産及び合理化などで 百万円の設備投資を行いまし

た。 

(3) エレクトロニクス関連事業 

フレキシブルプリント回路、電子ワイヤーの増産及び合理化などで 百万円の設備投資を行いました。 

(4) 電線・機材・エネルギー関連事業 

電力機器、巻線の増産及び合理化などで 百万円の設備投資を行いました。 

(5) 産業素材関連事業他 

粉末合金、特殊金属線の増産及び合理化などで 百万円の設備投資を行いました。 

なお、当連結会計年度において、重要な設備の除却、売却はありません。 

  

当社及び連結子会社における主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

  

(2) 国内子会社 

第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

147,883

76,914

12,079

21,364

12,427

25,099

２【主要な設備の状況】

  （平成25年３月31日現在）

事業所名 
（所在地） セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（百万円） 
従業員数
（人） 建物及び

構築物 
機械装置 
及び運搬具

土地 
(面積千㎡) 

その他 合計

大阪製作所 

(大阪市此花区) 

情報通信関連事業 
電線・機材・エネルギー関

連事業 

研究施設、導電製品等製造設

備 
15,363 7,447

 
( ) 
1,858

317
 2,786 27,454 1,334

伊丹製作所 

(兵庫県伊丹市) 
エレクトロニクス関連事業 
産業素材関連事業他 

化合物半導体等製造設備 12,667 4,306
 

( ) 
538

359
 1,875 19,386 725

横浜製作所 

(横浜市栄区) 
情報通信関連事業 

研究施設、光ファイバ・ケー

ブル等製造設備 
8,930 3,579

 
( ) 
2,658

408
 1,687 16,854 915

  （平成25年３月31日現在）

会社名 事業所名 
（所在地） 

セグメントの
名称 設備の内容

帳簿価額（百万円） 
従業員数
（人） 建物及び

構築物 
機械装置 
及び運搬具

土地 
(面積千㎡) その他 合計

住友電装㈱ 
(三重県四日市

市他) 
自動車関連事

業 

ワイヤーハーネス、

ハーネス用部品製造

設備 
10,354 13,388

 
( ) 
5,274

411
 8,666 37,682 6,336

東海ゴム工業㈱ 
本社及び小牧製

作所 
(愛知県小牧市) 

自動車関連事

業 
防振ゴム、ホース、

樹脂製品等製造設備 
10,594 8,655

 
( ) 
3,777

377
 3,265 26,291 2,192

住友電工デバイス・イ

ノベーション㈱ 
(横浜市栄区他) 

情報通信関連

事業 
電子デバイス、光デ

バイス等製造設備 
6,254 2,809

 
( ) 
3,026

130
 2,512 14,601 1,082

栃木住友電工㈱ 
(栃木県宇都宮

市) 
産業素材関連

事業他 
スチールコード等製

造設備 
2,607 4,620

 
( ) 
3,361

190
 135 10,723 287

北海道住電精密㈱ (北海道空知郡) 
産業素材関連

事業他 
超硬合金切削工具等

製造設備 
3,122 6,576

 
( ) 
168

140
 493 10,359 323

住友電工焼結合金㈱ 
(岡山県高梁市

他) 
産業素材関連

事業他 
焼結部品製造設備 2,181 4,483

 
( ) 
696

103
 1,443 8,803 834

日新電機㈱ 
本社工場 
(京都市右京区) 

電線・機材・

エネルギー関

連事業 

受変電・調相設備及

び制御システム生産

設備 
3,402 1,176

 
( ) 
3,253

104
 495 8,326 1,056

18



(3) 在外子会社 

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、建設仮勘定及びリース資産の合計であります。 

２．土地の面積（ ）には貸与分を含んでおります。 

３．従業員数は就業人員数であります。 

４．各事業所の土地・建物には、各事業所周辺の厚生施設等を含んでおります。 

５．現在休止中の主要な設備はありません。 

６．主要な賃借及びリース設備はありません。 

(1) 新設・改修 

当社及び連結子会社は、多種多様な事業を国内外で行っており、当連結会計年度末時点では設備の新設・改修の

計画を個々のプロジェクトごとには決定しておりません。そのため、セグメントごとの数値を開示する方法によっ

ております。 

当連結会計年度後１年間の設備投資は、主として受注対応や合理化を目的として 百万円を計画してお

り、セグメントごとの内訳は以下のとおりであります。 

（注）今後の所要資金については、自己資金及び借入等により充当する予定であります。 

(2) 除・売却 

経常的な設備更新のための除・売却を除き、重要な設備の除・売却計画はありません。 

  （平成25年３月31日現在）

会社名 事業所名 
(所在地) 

セグメントの
名称 設備の内容

帳簿価額（百万円） 
従業員数
（人） 建物及び

構築物 
機械装置 
及び運搬具

土地 
(面積千㎡) その他 合計

スミトモ エレクトリ

ック ワイヤリング 

システムズ (ヨーロ

ッパ) リミテッド 

(英国スタフォ

ードシャー州

他) 

自動車関連事

業 

ワイヤーハーネス、

ハーネス用部品製造

設備 
8,328 10,539

 
( ) 
554

398
 － 19,421 16,240

住友電工電子製品(深

セン)有限公司 
(中国広東省深

セン市) 

エレクトロニ

クス関連事業 

電子ワイヤー、フレ

キシブルプリント回

路製造設備 
2,674 12,264

 
( ) 
－

－
 2,695 17,633 9,659

スミトモ エレクトリ

ック ボードネッツェ 

ゲーエムベーハー 

(ドイツ ウォ

ルフスブルグ市

他) 

自動車関連事

業 
ワイヤーハーネス製

造設備 
4,036 8,240

 
( ) 
302

188
 3,919 16,497 25,116

スミトモ エレクトリ

ック ワイヤリング 

システムズ インク 

(米国ケンタッ

キー州他) 
自動車関連事

業 

ワイヤーハーネス、

ハーネス用部品製造

設備 
2,353 7,753

 
( ) 

86

281
 4,131 14,323 16,791

ディーティーアール 

テネシー インク 
(米国テネシー

州) 
自動車関連事

業 
防振ゴム、ホース製

造設備 
3,925 4,269

 
( ) 

51

444
 1,151 9,396 962

３【設備の新設、除却等の計画】

160,000

セグメントの名称 
平成25年３月末 

計画金額（百万円） 
計画の主な内容 

自動車関連事業  93,000 ワイヤーハーネス、防振ゴム製造設備投資 等 

情報通信関連事業  11,000 光ファイバ・ケーブル、光・電子デバイス製品製造設備投資 等 

エレクトロニクス 

関連事業 
 11,000

電子ワイヤー、フレキシブルプリント回路、 

電子線照射製品製造設備投資 等 

電線・機材・ 

エネルギー関連事業 
 19,000 電力機器、ビーム・真空応用装置、巻線製造設備投資 等 

産業素材関連事業他  26,000
特殊金属線、超硬工具、ダイヤ・ＣＢＮ工具、 

焼結部品製造設備投資 等 

合計  160,000   
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

      該当事項はありません。 

        

            該当事項はありません。  

  

      該当事項はありません。 

  

   (注) ※ 新株予約権の行使（旧商法に基づき発行された転換社債の株式への転換）による増加であります。  

  

 （注） 自己株式596,563株は「個人その他」の欄に 単元、「単元未満株式の状況」の欄に63株含まれておりま

す。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  3,000,000,000

計  3,000,000,000

種類 
事業年度末現在発行数(株) 
（平成25年３月31日） 

提出日現在発行数(株) 
（平成25年６月26日） 

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名 

内容 

普通株式  793,940,571  793,940,571

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

名古屋証券取引所 

：以上各市場第一部 

福岡証券取引所 

単元株式数

  

100株  

計  793,940,571  793,940,571 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金 
増減額 

（百万円） 

資本金 
残高 

（百万円） 

 資本準備金
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成20年４月１日 

～平成21年３月31日 ※ 
 4,439  793,941  2,823  99,737  2,823  177,660

（６）【所有者別状況】

  （平成25年３月31日現在）

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満 

株式の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 金融機関 金融商品 
取引業者 

その他の 
法人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数 

（人） 
 0  163 55 719 514 26  66,141  67,618 － 

所有株式数 

（単元） 
 0  3,182,918 155,769 380,991 3,053,577 393  1,162,188  7,935,836 356,971

所有株式数の

割合（％） 
 0  40.12 1.96 4.80 38.48 0.00  14.64  100.00 － 

5,965
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①【発行済株式】 

  

（７）【大株主の状況】

  （平成25年３月31日現在）

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本マスタートラスト 

信託銀行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号  52,111  6.56

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号  47,681  6.01

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号  28,903  3.64

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社 

（信託口９） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号  20,232  2.55

THE CHASE MANHATTAN BANK, 

N. A. LONDON SECS LENDING 

OMNIBUS ACCOUNT 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON 

EC2P 2HD, ENGLAND 
 18,073  2.28

SSBT OD05 OMNIBUS ACCOUNT 

－ TREATY CLIENTS 

338 PITT STREET SYDNEY NSW 

2000AUSTRALIA 
 15,965  2.01

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地七丁目18番24号  15,556  1.96

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号  12,551  1.58

STATE STREET BANK AND 

TRUST COMPANY 505225 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 

U.S.A 
 12,172  1.53

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社  

（信託口４） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号  10,488  1.32

計 －  233,738  29.44

（８）【議決権の状況】

  （平成25年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     786,900 － 単元株式数100株 

完全議決権株式（その他） 普通株式    792,796,700  7,927,967 同上 

単元未満株式 普通株式     356,971 － － 

発行済株式総数  793,940,571 － － 

総株主の議決権 －  7,927,967 － 

21



②【自己株式等】 

  （注）各社の所有株式数のうち、他人名義株式については、住電共栄会（大阪市中央区北浜四丁目５番33号）名義に

なっております。 

  該当事項はありません。 

  

 【株式の種類等】 会社法第155条第７号に基づく普通株式の取得 

  

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

  

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

  

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取による株式は含まれておりません。 

  

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

(注) １．当期間における取得自己株式の処理状況には、平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単

元未満株式の売渡による株式は含まれておりません。 

２．当期間末の保有自己株式数は、平成25年５月31日現在のものであります。 

  （平成25年３月31日現在）

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 

所有株式数(株) 
他人名義 

所有株式数(株) 
所有株式数の合計 

（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

住友電気工業 

株式会社 

大阪市中央区北浜

四丁目５番33号 
 596,500  －  596,500  0.08

大電株式会社 
福岡県久留米市南

二丁目15番１号 
 1,500  162,300  163,800  0.02

株式会社 

テクノアソシエ 

大阪市西区土佐堀

三丁目３番17号 
 26,600  －  26,600  0.00

計 －  624,600  162,300  786,900  0.10

（９）【ストック・オプション制度の内容】

２【自己株式の取得等の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式  2,142  2,099,996

当期間における取得自己株式  387  481,571

区分 

当事業年度 当期間 

株式数 
（株） 

処分価額の総額 
（円） 

株式数 
（株） 

処分価額の総額 
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式  －  －  －  －

消却の処分を行った取得自己株式  －  －  －  －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を 

行った取得自己株式 
 －  －  －  －

その他（単元未満株式買増請求による売渡）  68  63,175  58  53,898

保有自己株式数  596,563  －  596,892  －
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 当社は、株主各位への配当については、安定的な配当の維持を基本に、連結業績、配当性向、内部留保の水準等を

総合的に判断し行っていきたいと考えており、また、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本

方針としております。 

 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 当事業年度の期末配当金については、上記方針に基づき１株当たり10円とし、年間では20円といたしました。 

  内部留保については、将来の収益力維持向上を図るため、設備投資や研究開発などの先行投資に活用する所存でご

ざいます。  

 当社は、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主又は登録株式質権者に対し、

中間配当金として剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定めております。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】  

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【配当政策】

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成24年10月31日 

取締役会 
7,933 10.00 

平成25年６月26日 

定時株主総会 
7,933 10.00 

４【株価の推移】

回次 第139期 第140期 第141期 第142期 第143期 

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 

最高（円）  1,485  1,262  1,285  1,230  1,206

最低（円）  614  816  879  753  775

月別 平成24年10月 11月 12月 平成25年１月 ２月 ３月 

最高（円）  897  970  999  1,057  1,100  1,206

最低（円）  775  797  882  968  993  1,064
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５【役員の状況】

役名及び職名 氏名 
（生年月日） 略歴 任期 所有株式数

（株） 

(代表取締役) 

社長 

松本 正義 

（昭和19年９月18日生） 

昭和42年４月 当社入社 

（注）１ 47,300

平成９年６月 取締役 

平成11年６月 常務取締役 

平成15年６月 専務取締役 

平成16年６月 社長（現） 

(代表取締役) 

副社長 

竹中 裕之 

（昭和22年４月30日生） 

昭和46年４月 当社入社 

（注）１ 10,600

平成13年６月 取締役 

平成15年６月 執行役員 

平成15年７月 同上、情報通信ソリューション営業本部副本部長、 

エレクトロニクス営業本部副本部長 

平成16年６月 常務取締役、電線・エネルギー事業本部長  

平成17年６月 常務取締役、電線・機材・エネルギー事業本部長 

平成18年11月 同上、生産技術本部副本部長 

平成19年６月 専務取締役、電線・機材・エネルギー事業本部長、 

生産技術本部副本部長 

平成20年６月 

平成22年５月 

平成22年６月 

平成25年６月 

専務取締役、電線・機材・エネルギー事業本部長  

専務取締役 

副社長 

副社長、新規事業開発本部長（現）  

(代表取締役) 

副社長 

内桶 文清  

（昭和23年10月29日生） 

昭和46年４月 

平成13年１月 

平成14年９月 

平成15年６月 

平成15年７月 

平成16年６月 

平成17年１月 

平成17年６月 

平成18年６月 

平成19年６月 

平成19年８月 

  

平成24年６月 

平成25年６月 

当社入社 

通信事業部長  

光通信事業部長 

執行役員、同上 

執行役員、情報通信事業本部副本部長、光通信事業部長 

常務執行役員、情報通信ソリューション営業本部長 

常務執行役員、情報通信営業本部長 

常務取締役、情報通信営業本部長 

住友電装㈱取締役、副社長 

住友電装㈱取締役、社長 

当社自動車事業本部副本部長、 

住友電装㈱取締役、社長 

副社長、情報通信事業本部長、住友電装㈱会長 

副社長、情報通信事業本部長(現)  

（注）１ 13,550

(代表取締役) 

専務取締役 

 西田 光男 

(昭和23年２月11日生) 

昭和47年４月 

平成10年６月 

平成14年６月 

平成15年６月 

平成16年６月 

平成17年６月 

平成18年６月 

平成19年６月 

  

平成21年４月 

  

平成21年６月 

  

平成22年４月 

平成22年６月 

平成24年６月 

当社入社 

当社生産技術部長 

住友電装㈱取締役 

同社常務執行役員  

同社専務執行役員  

同社取締役、専務執行役員、生産技術開発本部長 

同社取締役、専務執行役員、ハーネス製造事業本部長   

当社常務執行役員、自動車事業本部副本部長、 

中部支社長、西部営業統轄部長 

常務執行役員、自動車事業本部長、中部支社長、 

西部営業統轄部長 

常務取締役、自動車事業本部長、中部支社長、 

西部営業統轄部長 

常務取締役、自動車事業本部長、中部支社長 

専務取締役、自動車事業本部長、中部支社長 

専務取締役、自動車事業本部長（現）  

（注）１ 22,290
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役名及び職名 氏名 
（生年月日） 略歴 任期 所有株式数

（株） 

(代表取締役) 

専務取締役 

 田中 茂 

（昭和26年12月２日生） 

昭和51年４月 当社入社 

（注）１ 11,800

平成15年７月 光通信研究所長  

平成16年６月 執行役員、情報通信事業本部副本部長、 

研究開発本部技師長、光通信事業部長  

平成17年６月 常務執行役員、情報通信事業本部長、 

研究開発本部副本部長、光通信事業部長  

平成17年９月 常務執行役員、情報通信事業本部長、 

研究開発本部副本部長 

平成19年６月 常務取締役、情報通信事業本部長 

平成20年６月 

平成22年５月 

平成22年６月 

  

平成23年10月 

平成24年６月 

平成25年６月 

常務取締役、情報通信・システム事業本部長 

同上、情報通信・システム事業本部企画業務部長 

専務取締役、情報通信・システム事業本部長、 

情報通信・システム事業本部企画業務部長 

専務取締役、研究統轄本部長、情報通信研究開発本部長  

専務取締役、研究統轄本部長、材料技術研究開発本部長 

専務取締役、研究統轄本部長（現） 

(代表取締役) 

専務取締役 

稲山 秀彰 

（昭和27年３月12日生） 

昭和51年４月 

平成17年１月 

平成19年６月 

平成20年６月 

平成24年６月 

当社入社 

人材開発部長 

執行役員、人材開発部長  

常務取締役 

専務取締役（現） 

（注）１ 20,500

常務取締役 
矢野 厚  

（昭和26年３月１日生） 

昭和50年４月 日本電信電話公社入社 

（注）１ 26,300

平成14年６月 ㈱エヌ・ティ・ティ エムイー取締役、 

ブロードバンドメディアビジネス本部長  

平成16年６月 東日本電信電話㈱取締役、設備部長  

平成17年６月 同社常務取締役、ネットワーク事業推進本部長  

平成18年６月 当社常務取締役、研究開発本部副本部長 

平成19年６月 常務取締役、情報通信研究開発本部長 

平成20年６月 

平成22年４月 

  

平成22年６月 

平成23年３月 

平成23年10月 

平成24年６月 

  

平成25年６月 

常務取締役、情報通信・システム事業本部副本部長 

常務取締役、情報通信研究開発本部長、情報通信・システ

ム事業本部副本部長 

常務取締役、情報通信研究開発本部長 

同上、情報通信・システム事業本部副本部長  

常務取締役、情報通信・システム事業本部長  

常務取締役、情報通信研究開発本部長、 

光ネットワーク・システム事業本部長 

常務取締役、研究統轄本部副本部長（現）  

常務取締役 
中嶋 誠 

（昭和27年１月２日生） 

昭和49年４月 通商産業省入省 

（注）１ 11,800

平成13年１月 近畿経済産業局長 

平成14年７月 経済産業省大臣官房審議官 

平成15年８月 経済産業省製造産業局次長 

平成16年６月 経済産業省貿易経済協力局長 

平成17年９月 特許庁長官 

平成19年７月 退官 

平成20年２月 

平成21年４月 

平成21年７月 

平成21年10月 

平成22年６月 

当社顧問 

弁護士登録 

当社支配人 

常務執行役員 

常務取締役（現）  
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役名及び職名 氏名 
（生年月日） 略歴 任期 所有株式数

（株） 

常務取締役 
久保 彰人 

（昭和24年10月10日生） 

昭和49年４月 当社入社 

（注）１ 8,800

平成16年１月 住友電工電子ワイヤー㈱社長 

平成17年４月 電子ワイヤー事業部長、住友電工電子ワイヤー㈱社長、 

住友電工フラットコンポーネント㈱社長 

平成17年６月 電子ワイヤー事業部長、住友電工電子ワイヤー㈱社長 

平成17年12月 同上、住友電工フラットコンポーネント㈱社長  

平成18年６月 執行役員、電子ワイヤー事業部長、住友電工電子ワイヤー

㈱社長、住友電工フラットコンポーネント㈱社長  

平成19年６月 執行役員、エレクトロニクス事業本部副本部長、 

電子ワイヤー事業部長、住友電工電子ワイヤー㈱社長、 

住友電工フラットコンポーネント㈱社長  

平成20年６月 

  

平成21年６月 

  

  

平成22年６月 

平成23年６月 

常務執行役員、エレクトロニクス事業本部副本部長、 

住友電工フラットコンポーネント㈱社長  

常務執行役員、エレクトロニクス事業本部副本部長、 

ファインポリマー事業部長、 

住友電工ファインポリマー㈱社長  

常務取締役、エレクトロニクス事業本部長 

常務取締役、エレクトロニクス営業本部長（現）  

常務取締役 
山林 直之  

（昭和28年９月９日生） 

昭和57年４月 

平成19年６月 

平成20年４月 

  

平成20年10月 

  

平成21年６月 

平成22年６月 

  

  

平成23年６月 

平成24年６月 

当社入社 

エレクトロニクス・材料研究所長  

材料技術研究開発本部支配人、エレクトロニクス・材料研

究所長、半導体技術研究所長  

プリント回路事業部長、 

住友電工プリントサーキット㈱社長  

執行役員、同上  

常務執行役員、エレクトロニクス事業本部副本部長、 

プリント回路事業部長、 

住友電工プリントサーキット㈱社長 

常務執行役員、エレクトロニクス事業本部長 

常務取締役、エレクトロニクス事業本部長（現）   

（注）１ 13,100

常務取締役 
川井 文義 

（昭和29年７月31日生） 

昭和53年４月 

平成15年１月 

平成18年６月 

平成18年７月 

平成18年11月 

平成19年６月 

平成22年５月 

  

平成24年１月 

  

平成24年７月 

平成25年６月 

当社入社 

生産技術部長 

同上、品質管理部長 

生産技術部長 

生産技術本部支配人、同上 

執行役員、生産技術本部副本部長、生産技術部長 

常務執行役員、電線・機材・エネルギー事業本部長、 

超電導・エネルギー技術開発部長 

常務執行役員、電線・機材・エネルギー事業本部長、 

超電導製品開発部長 

常務執行役員、電線・機材・エネルギー事業本部長 

常務取締役、生産技術本部長（現）   

（注）２ 6,000

常務取締役 
牛島 望 

（昭和32年５月21日生） 

昭和55年４月 

平成16年６月 

平成17年６月 

平成22年６月 

  

平成23年６月 

  

平成24年６月 

平成25年６月 

当社入社 

アドバンストマテリアル事業本部業務部長 

産業素材事業本部業務部長 

執行役員、ハードメタル事業部長、 

住友電工ハードメタル㈱社長 

執行役員、産業素材事業本部副本部長、 

ハードメタル事業部長、住友電工ハードメタル㈱社長 

常務執行役員、アドバンストマテリアル事業本部長 

常務取締役、アドバンストマテリアル事業本部長（現）  

（注）２ 5,200
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役名及び職名 氏名 
（生年月日） 略歴 任期 所有株式数

（株） 

取締役 
平松 一夫 

（昭和22年８月10日生） 

昭和54年４月 関西学院大学商学部助教授 

（注）１ 7,900

昭和60年４月 同大学商学部教授 

平成13年４月 同上、学校法人関西学院理事 

平成14年４月 同上、関西学院大学学長 

平成17年10月 同上、日本学術会議第20期会員 

平成20年４月 関西学院大学商学部教授、学校法人関西学院理事、 

日本学術会議第20期（現第21期）会員 

平成20年６月 

平成23年10月 

同上、当社取締役 

関西学院大学商学部教授、学校法人関西学院理事、 

当社取締役（現）  

監査役 

（常勤） 

三嶽 新太郎 

（昭和20年12月６日生） 

昭和43年４月 当社入社 

（注）３ 34,300

平成５年７月 財務部長 

平成10年６月 取締役、支配人 

平成13年６月 常務取締役 

平成17年６月 監査役（現） 

監査役 

（常勤）  

長谷川 和義 

（昭和25年９月12日生） 

昭和49年４月 当社入社 

（注）３ 9,100

平成16年６月 情報システム部長 

平成18年６月 執行役員、情報システム部長 

平成20年６月 常務執行役員、情報システム部長 

平成22年３月 常務執行役員 

平成22年６月 監査役（現） 

監査役 
垣見 隆 

（昭和17年12月27日生） 

昭和40年４月 警察庁入庁 

（注）４ 12,900

平成５年９月 同庁刑事局長 

平成７年９月 警察大学校長 

平成８年８月 退官 

平成11年４月 弁護士登録 

平成13年６月 当社監査役（現） 

監査役 
林 幹 

（昭和23年６月28日生） 

昭和46年８月 プライスウォーターハウス会計事務所入所 

（注）５ －

昭和61年１月 同 日本事務所国際事業開発室長 

平成元年７月 同 日本事務所パートナー 

平成11年７月 プライスウォーターハウスクーパース税務事務所パート 

ナー 

平成14年４月 

  

平成22年６月 

税理士法人中央青山（現 税理士法人プライスウォーター

ハウスクーパース）代表社員 

当社監査役（現） 

監査役 
渡辺 捷昭 

（昭和17年２月13日生） 

昭和39年４月 トヨタ自動車工業㈱（現トヨタ自動車㈱）入社 

（注）６ －

平成４年９月 同社取締役 

平成９年６月 同社常務取締役 

平成11年６月 同社専務取締役 

平成13年６月 同社取締役副社長 

平成17年６月 同社取締役社長 

平成21年６月 同社取締役副会長 

平成23年６月 同社相談役 

平成25年６月 同上、当社監査役（現） 

    計   261,440
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 （注）１．平成24年６月開催の定時株主総会から２年間 

    ２. 平成25年６月開催の定時株主総会から２年間   

３．平成23年６月開催の定時株主総会から４年間 

４．平成24年６月開催の定時株主総会から４年間 

５．平成22年６月開催の定時株主総会から４年間 

６. 平成25年６月開催の定時株主総会から４年間 

７．取締役 平松 一夫は、社外取締役であり、また㈱東京証券取引所等の定めに基づく独立役員でありま

す。 

８．監査役 垣見 隆、林 幹及び渡辺 捷昭は、社外監査役であり、また㈱東京証券取引所等の定めに基づ

く独立役員であります。 

９．当社は、執行役員制を導入しており、平成25年６月26日現在の執行役員は、常務執行役員 本郷 祥介、 

横川 正道、鳥井 博康、齋藤 成雄、木田 泰、宮崎 健史、中野 高宏、伊藤 順司、賀須井 良有

の９名、 

執行役員 湊 嘉洋、谷 信、小椋 悟、吉岡 剛、柿井 俊昭、漆畑 憲一、林 和彦、富田 邦洋、

森谷 守、徳丸 亀鶴、林 哲也、西村 陽、西出 裕、宮田 康弘、清水 和志、白山 正樹の16名、

合計25名であります。 
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(1) 企業統治の体制 

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、「住友事業精神」と「住友電工グループ経営理念」のもと、公正な事業活動を通して社会に貢献していく

ことを不変の基本方針としております。こうした基本理念を堅持しつつ事業の発展並びに企業価値の向上を図るた

め、経営全般の効率性、スピードの向上に取り組むとともに、意思決定や執行における適法性・妥当性を確保し、ま

た、これらを監視・是正していくシステムのさらなる強化に努めております。 

 具体的には、取締役会の意思決定の迅速化と監督機能の強化並びに権限及び責任の明確化による機動的な業務執行

体制の確立を目的として、２００３年６月に執行役員制を、同年７月に事業本部制を導入しております。 

 そして、２００８年６月からは、取締役会の監督機能を一層強化するために、独立性のある社外取締役を迎えてお

ります。 

 また、経営の健全性確保の観点から、監査役監査の強化を図っており、監査役の過半数を様々な専門知識や多面的

な視点を持つ独立社外監査役とし、これらの監査役と常勤の監査役や監査役専任のスタッフが内部監査部門や会計監

査人と連携して適法且つ適正な経営が行われるよう監視する体制としております。 

 取締役会等においては、独立社外役員の方々から、効率性の面も含めて有益なご意見をいただいており、今後もこ

れらの体制の一層の充実を図っていきたいと考えております。  

  

［住友事業精神］ 

 住友の事業は、今から約400年前、銅と銀を吹き分ける「南蛮吹き」と呼ばれる技術による銅精錬事業に遡り、そ

の後別子銅山における鉱山業を中心に発展を遂げてきました。こうした事業の隆盛を支えてきた精神的基盤が「住友

事業精神」であり、住友家初代 住友政友が後生に遺した商いの心得『文殊院旨意書』を礎とし、住友の先人により

何代にもわたって深化・発展を遂げてきたものです。その要諦は、明治24年に改訂された住友家法の中で「営業の要

旨」として端的に示されています。 

 

営業の要旨   ※ここでは、住友合資会社社則(昭和３年制定)より抜粋しました。 

 第一条 我が住友の営業は、信用を重んじ確実を旨とし、以てその鞏固隆盛を期すべし 

 第二条 我が住友の営業は、時勢の変遷、理財の得失を計り、弛張興廃することあるべしと雖も、 

     苟も浮利に趨り、軽進すべからず 

  この他にも、『技術の重視』、『人材の尊重』、『企画の遠大性』、『自利利他、公私一如』といった精神が今に

至るまで脈々と受け継がれています。  

  

［住友電工グループ経営理念］  ※創業100周年を機に明文化(1997年６月) 

 住友電工グループは、 ・顧客の要望に応え、最も優れた製品・サービスを提供します。 

            ・技術を創造し、変革を生み出し、絶えざる成長に努めます。 

            ・社会的責任を自覚し、よりよい社会、環境づくりに貢献します。 

            ・高い企業倫理を保持し、常に信頼される会社を目指します。 

            ・自己実現を可能にする、生き生きとした企業風土を育みます。 

  

② 企業統治の体制の概要と採用の理由 

 当社では、経営全般の効率性やスピードの向上、意思決定や執行における適法性・妥当性の確保、これらを監視・

是正するシステムの強化等の観点から、コーポレート・ガバナンス体制の整備・強化に努めてまいりました。 

 具体的には、当社は、執行役員制及び事業本部制を導入しており、事業本部に対し業務執行に係る権限委譲を行う

とともに、その責任を明確化しております。これらにより、少数の取締役で取締役会を形成し、経営の意思決定を迅

速に行うとともに、独立性のある社外取締役を迎え、業務執行の監督機能の強化を図っております。 

 取締役会は、毎月１回定時に開催するほか、必要に応じて随時開催しており、取締役会長が欠員であるため社長が

議長となり、投資、事業再編などの重要な業務執行について審議・決定しております。また、取締役会の付議前に

は、社長、役付取締役等によって構成される経営会議においても議論を行い、審議の充実を図っております。 

 取締役会等での決定に基づく業務執行は、社長の下、事業本部長、営業本部長、研究統轄本部長、コーポレートス

タッフ部門担当の取締役・執行役員が迅速に遂行しておりますが、併せて内部牽制機能を確立するため、社内規程に

おいてそれぞれの組織権限や実行責任者の明確化、適切な業務手続を定めております。 

 また、取締役会は、毎月、経理担当取締役から月次の売上・利益、財務状況等の報告を受けるほか、各取締役から

所管する各事業本部の受注・売上等の事業の状況につき報告を受け、経営目標の達成度及び業務執行の進捗について

監督を行っております。 

 一方、経営の健全性確保の観点から、監査役監査の強化を図っており、監査役の過半数を様々な専門知識や多面的

な視点を持つ独立社外監査役とし、これらの監査役と常勤の監査役や監査役専任のスタッフが内部監査部門や会計監

査人と連携して適法且つ適正な経営が行われるよう監視する体制としております。 

 以上の現状体制により、当社のコーポレート・ガバナンスは十分に機能していると考えておりますが、今後もさら

なる体制充実に取り組んでまいります。 

  

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】
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(2) 監査役監査及び内部監査等の状況  

 当社では、適法かつ適正な経営を確保するために、監査役監査、内部監査及び会計監査人監査の三様監査を受けて

おります。監査役監査については、社外監査役３名を含む合計５名の監査役が監査役スタッフ（監査役室）を活用し

て取締役の職務執行を監査しております。 

 各監査役は、監査役会が定めた監査基準・方針・分担に従い、取締役会等重要な会議への出席、取締役、内部監査

部門その他の使用人等からの職務状況の聴取、重要な決裁書類の閲覧、主要な事業所等の往査等を実施するととも

に、他の監査役から監査状況等の報告を受け、また会計監査人とは適宜情報交換等を行っております。 

 内部監査については、所管部門として監査部を設置しております。同部は、当社グループ会社を含めた事業所往査

等の監査を通じて適正かつ効率的な業務実施のための問題点の調査や改善提案を行っており、また監査役及び会計監

査人とも適宜連携を取って監査を実施しております。 

 会計監査人による会計監査及び内部統制監査は有限責任 あずさ監査法人が実施しており、業務執行社員は小堀孝

一氏、千田健悟氏、山田徹雄氏、監査業務に係る補助者は公認会計士１４名、その他１２名です。 

 なお、常勤監査役三嶽新太郎氏は、当社の経理・財務部門内における長年の経験があり、財務及び会計に関する相

当程度の知見を有しております。 

 また、社外監査役林幹氏は公認会計士及び税理士としての資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有しております。 

  

(3) 社外取締役及び社外監査役 

 当社は、社外の視点を入れて取締役会の監督機能を一層強化し、経営の透明性や客観性を高めていくために、社外

取締役１名を選任しております。また、適法かつ適正な経営が行われるよう監視する体制を強化するため、監査役の

過半数を占めるように、様々な専門知識や多面的な視点を持つ社外監査役３名を選任しております。 

 社外取締役及び社外監査役が、現在業務執行者であるか、または過去10年内において業務執行者であった他の会社

等と当社との間に、２０１２年度以降に生じた取引関係等は次のとおりですが、いずれにおいてもその職務の遂行に

影響を及ぼすような特別な利害関係はありません。 

・社外取締役平松一夫氏は、学校法人関西学院の理事であります。当社は同学校法人に対し、社会貢献の一環とし 

 て、他の大学等に対するものと同水準の寄付を行うことがありますが、その寄付の金額、性質に照らして、 

 平松一夫氏の独立性に影響を与えるものではありません。 

・社外監査役林幹氏は、２０１０年６月24日まで、税理士法人プライスウォーターハウスクーパースの代表社員であ

 りました。当社と同税理士法人との間には、顧問契約や定常的な取引はありません。当社は同税理士法人に対し、

 時には税務に関する調査・指導に係る業務を委託することがありますが、その取引の頻度及び規模等に照らして、

 林幹氏の独立性に影響を与えるものではありません。 

・社外監査役渡辺捷昭氏は、２０１１年６月17日まで、トヨタ自動車株式会社の取締役副会長でありました。当社と

 同社との間には、製品販売に関する取引関係がありますが、その取引の規模等に照らして、渡辺捷昭氏の独立性に

 影響を与えるものではありません。  

・社外監査役垣見隆氏に関しては、同氏が現在業務執行者であるか、または過去10年内に業務執行者であった他の会

 社等と当社との間に、取引関係等はありません。 

 当社は、社外役員の独立性に関する基準又は方針は、特に定めておりません。しかしながら、社外役員にその役割

を十分に果たしていただくためには、当社からの独立性が必要であると考えており、候補者の選定にあたっては、当

社との利害関係の有無を慎重に調査・確認しております。現在の社外役員は、全員が㈱東京証券取引所等の定める独

立性に関する判断基準の要件等に照らしても問題は無く、社外取締役または社外監査役としての職務を適切に遂行し

ていただけるものと考えており、一般株主との間で利益相反の生じるおそれはないものと判断し、社外役員全員につ

いて、同取引所等が規定する独立役員として指定しております。 

 社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制

部門との関係については、(1)企業統治の体制、(2)監査役監査及び内部監査等の状況に記載のとおりであります。 

  

(4) 内部統制システムに関する基本的な考え方   

① 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

  取締役会の議事録を作成し保存するとともに、情報管理規程、文書規程及び書類保存規程に定めるところに従い、

起案決裁書等、取締役の職務の執行及び決裁に係る情報について記録し、適切に管理するものとする。 

② 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

  災害、品質、安全、環境、与信及び貿易管理などのグループ横断的な主要リスクについては、各リスクを所管する

コーポレートスタッフ部門や当該部門担当の取締役等（「役付取締役、役付執行役員」をいう。以下同じ）が主催す

る委員会がグループ内に展開する対応策や事故事例・防止策に従い、各部門が所管事業の遂行に伴うリスクを再評価

のうえリスク管理を行うものとする。 

 なお、グローバルな事業展開に伴い重要性が増している贈賄防止、機密情報管理や法務、労務、税務等の喫緊の課

題については、リスク管理委員会主導の下、関係部門が連携して体制の整備や取組みの強化を図ることとしている。

 また、部門に固有のリスクについては、専門的知見を有するコーポレートスタッフ部門や外部専門家の支援を適宜

受けながらリスクの軽減等を行う。 
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 これらの活動は、リスク管理委員会が、リスク管理規程に従い統轄し、監査役、内部監査部門及び各リスクを所管

するコーポレートスタッフ部門とも連携しながらモニタリングする。 

 さらに、重大なリスクが顕在化し緊急の対応が必要な場合には、リスク管理実務委員会が危機レベルの判定や対策

本部の設置等を行う。 

  

③ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

  取締役等や基幹職の職務執行が効率的且つ適正に行われるよう、職制及び業務規程において担当部門、職務権限及

び各組織の所管業務を定める。 

 また、執行役員制及び事業本部制を採用し、各事業本部、営業本部及び研究統轄本部が、本部長のもと、環境変化

や顧客ニーズに応じた機動的な事業運営を行う体制とする。 

 なお、各本部の業績等については、中期計画及びその達成に向けた年度計画を策定し、経理部門及び経理担当役員

が月次単位で達成状況を把握・分析のうえ、経営会議に報告して所要の対策について検討する体制とする。 

 ＴＶ会議やコンピュータ・情報通信システムの活用を推進し、経営情報の効率的な収集・分析及び活用・共有化を

図る。  

  

④ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

  住友の事業精神並びに経営理念を敷衍した企業行動憲章や具体的な禁止事項等を示したコンプライアンス・マニュ

アルの浸透に努めるほか、トップの発言・行動を通じ、法令遵守、企業倫理の維持が経営の根幹をなすものであるこ

とを徹底する。 

 社長を委員長とするコンプライアンス委員会において、グループ横断的なコンプライアンス・リスクの把握・分

析、コンプライアンス・マニュアルの作成・見直し、研修の企画・実施、違反事例に係わる原因の究明や再発防止策

の立案並びにそれらのグループ内への周知徹底及びコンプライアンス推進活動のモニタリング等を行う。 

 一方、各部門においては、部門特有のリスクを含め、コンプライアンス・リスクを把握、分析のうえ発生防止策を

講じることとしており、コンプライアンス委員会、法務部、監査役及び内部監査部門は連携して、そのモニタリング

を行う。 

 なお、国内外の競争法の遵守については、グループ内における疑わしい行為を含むカルテル・談合行為根絶のた

め、競争法に関する教育を継続的に実施するとともに、コンプライアンス委員会の下で、競争法コンプライアンス室

が、各本部の専任組織もしくは競争法コンプライアンス推進責任者と連携して、競争法コンプライアンス規程の運用

及び遵守状況のモニタリングを行い、また、その他の競争法コンプライアンスに関する施策を企画・実行する。 

 また、コンプライアンス委員会は社内及び社外に設置した相談・申告窓口に寄せられた情報につき、適切に状況の

把握を行い、必要な対策をとるものとする。 

  

⑤ 財務報告の適正性を確保するための体制 

 社長を委員長とする財務報告内部統制委員会を設置するとともに、コーポレートスタッフ部門に推進組織を設け、

それらの方針・指導・支援のもと、各部門・子会社において、金融商品取引法及び金融庁が定める評価・監査の基

準・実施基準に沿った、内部統制システムの整備及び適切な運用を進め、財務報告の適正性を確保するための体制の

一層の強化を図る。監査部は、各事業年度毎にグループ全体の内部統制システムの有効性についての評価を行い、そ

の結果をもとに金融庁に提出する内部統制報告書を取りまとめ、財務報告内部統制委員会及び取締役会の承認を得る

ものとする。 

  

⑥ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

  住友の事業精神並びに経営理念を敷衍した企業行動憲章について、グループ会社にも浸透を図り、事業運営上、尊

重・遵守していくべき事項の共有化に努める。 

 経理部及び所管本部の業務担当部門が子会社各社の業績等の目標及びその達成状況について定期的に報告を受ける

とともに、関係会社管理規程に基づき、当社経営会議、取締役会で報告・付議すべき決定事項・発生事実やリスク管

理、コンプライアンス等に関する一定の事項について報告を受け、又は必要により当社と協議する体制とする。 

 加えて、各グループ会社の取締役ないし監査役に、当該会社を所管する事業本部等の関係者や経理部門の基幹職等

が就任し、各社の経営状況の把握に努めるものとする。 

 また、グループ監査役会や当社人事総務部門、経理部門等のコーポレートスタッフ部門による子会社関係部門との

交流を通じて、リスク管理やコンプライアンスの体制等に関する情報交換を行うものとする。 

  

⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

  専ら監査役の業務を補助すべき部門として監査役室を設置し、原則として専任の使用人を配置するものとする。 
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⑧ ⑦の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

  監査役室に配置する使用人の人事異動、人事評価に際しては、あらかじめ監査役会に相談し、意見を求めるものと

する。 

  

⑨ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

  監査役は経営会議、コンプライアンス委員会等の重要な各種会議に陪席することとする。その他、突発の法令・定

款違反行為や補足を要する重要な業務執行、内部統制システムの変更（軽微なものを除く）等については、取締役又

は部門長から適宜監査役に報告する体制とする。 

  

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

  監査役が取締役及び部門長からヒアリングを行う機会を適宜確保するとともに、取締役会長、社長及び人事総務・

経理担当役員と監査役との意見交換会を定期的に開催する。 

  

(5) 責任限定契約の内容の概要 

 当社は、定款において、社外取締役及び社外監査役の責任限定契約に関する規定を設けております。当該定款の規

定に基づいて、当社が社外取締役及び社外監査役の全員との間で締結している責任限定契約の内容の概要は次のとお

りであります。 

  

 社外取締役又は社外監査役は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うにつき善意

でありかつ重大な過失がなかったときは、金10百万円又は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか

高い額を限度として損害賠償責任を負担するものとする。 

  

(6) 取締役の員数 

 当社は、取締役の員数を３名以上とする旨定款に定めております。 

  

(7) 取締役の選任の決議要件 

 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によらな

いものとする旨も定款に定めております。 

  

(8) 株主総会決議事項を取締役会で決議できるとした事項 

  

① 自己の株式の取得 

  当社は、企業環境の変化に応じた機動的な経営を可能にするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会

の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨定款に定めている。 

   

② 中間配当 

 当社は、株主への機動的な利益還元の実施を可能にするため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決

議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主又は登録株式質権者に対し、中間配当金として剰余金

の配当を行うことができる旨定款に定めている。 

  

(9) 株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う旨定款に定めて

おります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。 
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(10) 役員報酬等  

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

  

ロ．報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額等 

  

ハ．使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの 

  

ニ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法 

 取締役の報酬については、その役割と責務に相応しい水準となるよう、株主総会において承認決議をいただいた

報酬額の枠内で、職位や担当する職務内容、責任の度合い、会社業績などを総合的に勘案したうえで、決定いたし

ます。また、取締役の賞与については、毎年、株主総会において賞与支給総額の承認決議をいただいたうえで、前

期の職務遂行に対する業績評価に基づき、配分額を決定いたします。 

 監査役の報酬については、株主総会において承認決議をいただいた報酬額の枠内で、監査役の協議により決定い

たします。 

 なお、役員の報酬決定に際しては、同程度の事業規模の国内企業における役員報酬に関する第三者の調査を活用

することにより、報酬水準の客観性を確保しております。 

   

(11) 株式の保有状況  

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額 

223銘柄     60,945百万円 

  

役員区分 

報酬等の 

総額 

（千円） 

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる 

役員の員数 

（人） 

基本報酬 ストック・ 

オプション 

賞与 退職慰労金 

取締役 

（社外取締役を除く） 
 653,195  493,195  －  160,000  －  14

監査役 

（社外監査役を除く） 
 71,400  71,400  －  －  －  2

社外役員  53,340  53,340  －  －  －  4

  

氏名 

  

役員区分 

  

会社区分

報酬等の種類別の総額（千円） 報酬等 

の総額 

（千円） 

基本報酬 ストック・ 

オプション 

賞与 退職慰労金 

松本 正義  社長 提出会社  99,459  －  28,700  －  128,159

総額（千円） 対象となる役員の員数（人） 内容 

 4,200  1 使用人分給与（賞与を含む） 
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ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的 

前事業年度 

特定投資株式  

  

みなし保有株式 

 （注） 貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算しておりません。

  

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額

（百万円） 

保有目的 

本田技研工業㈱  2,002,000  6,296 企業間取引の維持・強化のため 

住友不動産㈱  2,201,500  4,392 企業間取引の維持・強化のため 

㈱明電舎  13,147,000  3,957 企業間取引の維持・強化のため 

住友金属鉱山㈱  1,462,500  1,701 企業間取引の維持・強化のため 

住友商事㈱  1,356,500  1,622 企業間取引の維持・強化のため 

新日本製鐵㈱  6,040,000  1,371 企業間取引の維持・強化のため 

㈱三井住友フィナンシャルグループ  473,400  1,289 企業間取引の維持・強化のため 

パナソニック㈱  1,438,875  1,095 企業間取引の維持・強化のため 

近畿日本鉄道㈱  3,214,399  1,013 企業間取引の維持・強化のため 

アサヒグループホールディングス㈱  505,000  926 企業間取引の維持・強化のため 

㈱デンソー  309,000  854 企業間取引の維持・強化のため 

㈱ピーエス三菱  1,834,800  798 企業間取引の維持・強化のため 

阪急阪神ホールディングス㈱  2,063,562  745 企業間取引の維持・強化のため 

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ  5,000  687 企業間取引の維持・強化のため 

ダイハツ工業㈱  450,000  682 企業間取引の維持・強化のため 

ダイキン工業㈱  300,000  676 企業間取引の維持・強化のため 

マツダ㈱  4,642,000  673 企業間取引の維持・強化のため 

三菱マテリアル㈱  2,420,000  634 企業間取引の維持・強化のため 

中部電力㈱  401,014  599 企業間取引の維持・強化のため 

東北電力㈱  611,151  577 企業間取引の維持・強化のため 

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額

（百万円） 

保有目的 

トヨタ自動車㈱  6,802,000  24,283 議決権行使の指図 

住友商事㈱  9,256,500  11,071 議決権行使の指図 

三井住友トラスト・ホールディングス㈱  19,986,860  5,277 議決権行使の指図 

コムシスホールディングス㈱  5,166,411  4,629 議決権行使の指図 

㈱協和エクシオ  5,766,900  4,296 議決権行使の指図 

住友金属鉱山㈱  3,651,500  4,247 議決権行使の指図 

日本電気㈱  22,880,000  3,958 議決権行使の指図 

㈱三井住友フィナンシャルグループ  1,180,000  3,213 議決権行使の指図 

ＫＤＤＩ㈱  4,541  2,434 議決権行使の指図 

関西電力㈱  1,851,633  2,374 議決権行使の指図 
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当事業年度 

特定投資株式  

  

みなし保有株式 

 （注） 貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算しておりません。
  

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額

（百万円） 

保有目的 

住友不動産㈱  2,201,500  7,914 企業間取引の維持・強化のため 

本田技研工業㈱  2,002,000  7,117 企業間取引の維持・強化のため 

㈱明電舎  13,147,000  3,734 企業間取引の維持・強化のため 

住友金属鉱山㈱  1,462,500  1,964 企業間取引の維持・強化のため 

㈱三井住友フィナンシャルグループ  473,400  1,787 企業間取引の維持・強化のため 

住友商事㈱  1,356,500  1,598 企業間取引の維持・強化のため 

新日鐵住金㈱  6,040,000  1,419 企業間取引の維持・強化のため 

近畿日本鉄道㈱  3,214,399  1,401 企業間取引の維持・強化のため 

マツダ㈱  4,642,000  1,304 企業間取引の維持・強化のため 

㈱デンソー  309,000  1,231 企業間取引の維持・強化のため 

阪急阪神ホールディングス㈱  2,063,562  1,174 企業間取引の維持・強化のため 

アサヒグループホールディングス㈱  505,000  1,136 企業間取引の維持・強化のため 

ダイキン工業㈱  300,000  1,107 企業間取引の維持・強化のため 

パナソニック㈱  1,438,875  941 企業間取引の維持・強化のため 

ダイハツ工業㈱  450,000  878 企業間取引の維持・強化のため 

東海旅客鉄道㈱  82,000  813 企業間取引の維持・強化のため 

㈱ピーエス三菱  1,834,800  798 企業間取引の維持・強化のため 

日本電気㈱  3,066,000  751 企業間取引の維持・強化のため 

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ  5,000  711 企業間取引の維持・強化のため 

三菱マテリアル㈱  2,420,000  649 企業間取引の維持・強化のため 

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額

（百万円） 

保有目的 

トヨタ自動車㈱  6,802,000  33,058 議決権行使の指図 

住友商事㈱  9,256,500  10,904 議決権行使の指図 

三井住友トラスト・ホールディングス㈱  19,986,860  8,854 議決権行使の指図 

コムシスホールディングス㈱  5,166,411  5,900 議決権行使の指図 

㈱協和エクシオ  5,766,900  5,767 議決権行使の指図 

日本電気㈱  22,880,000  5,606 議決権行使の指図 

住友金属鉱山㈱  3,651,500  4,904 議決権行使の指図 

㈱三井住友フィナンシャルグループ  1,180,000  4,455 議決権行使の指図 

ＫＤＤＩ㈱  908,200  3,515 議決権行使の指図 

本田技研工業㈱  600,000  2,133 議決権行使の指図 
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ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに 

当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額 

   該当ありません。 

  

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

   

②【その他重要な報酬の内容】 

（前連結会計年度）  

 海外連結子会社の主な監査証明業務及び税務申告業務に関するアドバイザリー業務などの非監査証明業務の委

託先である当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属する監査人に対して報酬を支払っております。 

  

（当連結会計年度）  

 海外連結子会社の主な監査証明業務及び税務申告業務に関するアドバイザリー業務などの非監査証明業務の委

託先である当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属する監査人に対して報酬を支払っております。 

  

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

（前連結会計年度）  

 当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、国際財務報告基準の導入に関する

助言業務であります。 

  

（当連結会計年度）  

 当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、出資先の財務内容調査でありま

す。 

  

④【監査報酬の決定方針】 

 監査公認会計士等に対する報酬の額の決定に関する方針について、当社では特段の定めはありませんが、業務

執行部門において監査日数や当社の規模・業務の特性等の要素を勘案して適切に報酬の額を決定したうえで、会

社法第399条に基づく監査役会の同意を得ております。 

  

（２）【監査報酬の内容等】

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

提出会社  143  0  143  0

連結子会社  372  45  371  33

計  515  45  514  34
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１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成24年４月１日から平成25年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）の財務諸表について、有限

責任 あずさ監査法人により監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて  

  当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準等の変更について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務

会計基準機構へ加入し、同法人などが主催しているセミナー等に参加しております。 

  

第５【経理の状況】
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１【連結財務諸表等】 
（１）【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 132,657 172,637

受取手形及び売掛金 500,857 502,000

有価証券 12,288 4,164

たな卸資産 ※1  310,086 ※1  343,766

繰延税金資産 30,683 32,028

その他 62,690 63,876

貸倒引当金 △1,831 △2,710

流動資産合計 1,047,430 1,115,761

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 483,377 533,021

減価償却累計額 △286,528 △305,220

建物及び構築物（純額） 196,849 227,801

機械装置及び運搬具 909,937 1,020,627

減価償却累計額 △705,928 △760,019

機械装置及び運搬具（純額） 204,009 260,608

工具、器具及び備品 221,993 243,534

減価償却累計額 △191,802 △204,217

工具、器具及び備品（純額） 30,191 39,317

土地 79,265 83,325

建設仮勘定 32,149 38,558

その他 2,048 2,529

減価償却累計額 △795 △1,087

その他（純額） 1,253 1,442

有形固定資産合計 ※3  543,716 ※3  651,051

無形固定資産   

のれん 2,203 8,784

その他 25,052 28,261

無形固定資産合計 27,255 37,045

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2,3  356,549 ※2,3  388,834

繰延税金資産 16,935 18,572

その他 81,774 87,713

貸倒引当金 △1,595 △1,409

投資その他の資産合計 453,663 493,710

固定資産合計 1,024,634 1,181,806

資産合計 2,072,064 2,297,567
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 316,584 300,669

短期借入金 ※3  140,064 ※3  167,961

1年内償還予定の社債 20,000 20,000

未払法人税等 16,891 18,227

役員賞与引当金 864 919

完成工事補償引当金 1,137 994

受注損失引当金 721 975

課徴金引当金 2,102 －

その他 137,516 147,400

流動負債合計 635,879 657,145

固定負債   

社債 51,850 56,850

長期借入金 ※3  150,608 ※3  238,608

繰延税金負債 49,930 54,450

退職給付引当金 30,106 32,148

役員退職慰労引当金 1,516 1,112

その他 13,244 12,559

固定負債合計 297,254 395,727

負債合計 933,133 1,052,872

純資産の部   

株主資本   

資本金 99,737 99,737

資本剰余金 171,020 171,020

利益剰余金 741,192 763,159

自己株式 △645 △649

株主資本合計 1,011,304 1,033,267

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 57,306 66,687

繰延ヘッジ損益 △192 △1,254

為替換算調整勘定 △80,420 △26,215

その他の包括利益累計額合計 △23,306 39,218

新株予約権 10 －

少数株主持分 150,923 172,210

純資産合計 1,138,931 1,244,695

負債純資産合計 2,072,064 2,297,567
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 
【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 2,059,344 2,159,942

売上原価 ※2,3  1,688,370 ※2,3  1,785,052

売上総利益 370,974 374,890

販売費及び一般管理費 ※1,2  284,028 ※1,2  298,100

営業利益 86,946 76,790

営業外収益   

受取利息 1,071 999

受取配当金 3,147 3,152

持分法による投資利益 20,527 22,115

その他 12,508 10,339

営業外収益合計 37,253 36,605

営業外費用   

支払利息 5,378 5,065

クレーム損 986 2,593

その他 11,139 11,621

営業外費用合計 17,503 19,279

経常利益 106,696 94,116

特別利益   

固定資産売却益 ※4  259 －

投資有価証券売却益 6,790 6,682

特別利益合計 7,049 6,682

特別損失   

固定資産除却損 ※5  2,191 ※5  3,307

投資有価証券評価損 2,162 1,720

減損損失 － ※6  2,586

事業構造改善費用 － ※7  9,101

災害損失 ※8  7,349 －

課徴金引当金繰入額 ※9  2,102 －

特別損失合計 13,804 16,714

税金等調整前当期純利益 99,941 84,084

法人税、住民税及び事業税 29,406 35,562

法人税等調整額 1,004 △816

法人税等合計 30,410 34,746

少数株主損益調整前当期純利益 69,531 49,338

少数株主利益 10,670 11,383

当期純利益 58,861 37,955
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【連結包括利益計算書】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 69,531 49,338

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △3,424 10,111

繰延ヘッジ損益 227 △356

為替換算調整勘定 △2,853 52,819

持分法適用会社に対する持分相当額 △4,276 10,073

その他の包括利益合計 ※  △10,326 ※  72,647

包括利益 59,205 121,985

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 48,291 99,169

少数株主に係る包括利益 10,914 22,816
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 99,737 99,737

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 99,737 99,737

資本剰余金   

当期首残高 171,020 171,020

当期変動額   

自己株式の処分 △0 0

当期変動額合計 △0 0

当期末残高 171,020 171,020

利益剰余金   

当期首残高 696,776 741,192

連結子会社の決算期変更に伴う増減 2,366 －

当期変動額   

剰余金の配当 △15,075 △15,867

当期純利益 58,861 37,955

連結範囲の変動 76 1,433

持分法の適用範囲の変動 △3 △10

その他 ※  △1,809 ※  △1,544

当期変動額合計 42,050 21,967

当期末残高 741,192 763,159

自己株式   

当期首残高 △640 △645

当期変動額   

自己株式の取得 △5 △4

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △5 △4

当期末残高 △645 △649

株主資本合計   

当期首残高 966,893 1,011,304

連結子会社の決算期変更に伴う増減 2,366 －

当期変動額   

剰余金の配当 △15,075 △15,867

当期純利益 58,861 37,955

自己株式の取得 △5 △4

自己株式の処分 0 0

連結範囲の変動 76 1,433

持分法の適用範囲の変動 △3 △10

その他 ※  △1,809 ※  △1,544

当期変動額合計 42,045 21,963

当期末残高 1,011,304 1,033,267
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 61,184 57,306

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,878 9,381

当期変動額合計 △3,878 9,381

当期末残高 57,306 66,687

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 △35 △192

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △157 △1,062

当期変動額合計 △157 △1,062

当期末残高 △192 △1,254

為替換算調整勘定   

当期首残高 △78,996 △80,420

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,424 54,205

当期変動額合計 △1,424 54,205

当期末残高 △80,420 △26,215

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △17,847 △23,306

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,459 62,524

当期変動額合計 △5,459 62,524

当期末残高 △23,306 39,218

新株予約権   

当期首残高 17 10

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7 △10

当期変動額合計 △7 △10

当期末残高 10 －

少数株主持分   

当期首残高 143,547 150,923

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 7,376 21,287

当期変動額合計 7,376 21,287

当期末残高 150,923 172,210

純資産合計   

当期首残高 1,092,610 1,138,931

連結子会社の決算期変更に伴う増減 2,366 －

当期変動額   

剰余金の配当 △15,075 △15,867

当期純利益 58,861 37,955

自己株式の取得 △5 △4

自己株式の処分 0 0

連結範囲の変動 76 1,433

持分法の適用範囲の変動 △3 △10

その他 ※  △1,809 ※  △1,544

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,910 83,801

当期変動額合計 43,955 105,764

当期末残高 1,138,931 1,244,695
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 99,941 84,084

減価償却費 76,653 88,916

減損損失 508 5,213

のれん償却額 1,801 1,220

受取利息及び受取配当金 △4,218 △4,151

支払利息 5,378 5,065

持分法による投資損益（△は益） △20,527 △22,115

固定資産売却損益（△は益） △674 △371

投資有価証券売却損益（△は益） △6,679 △6,682

固定資産除却損 2,192 3,595

投資有価証券評価損益（△は益） 2,162 1,720

災害損失引当金の増減額（△は減少） △4,114 －

課徴金引当金繰入額 2,102 －

売上債権の増減額（△は増加） △47,628 43,405

たな卸資産の増減額（△は増加） △20,174 △2,998

仕入債務の増減額（△は減少） 17,331 △33,556

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,496 283

その他 1,828 △8,471

小計 107,378 155,157

利息及び配当金の受取額 9,140 7,897

利息の支払額 △5,480 △4,897

課徴金の支払額 － △2,102

法人税等の支払額 △29,338 △34,875

法人税等の還付額 4,351 3,669

営業活動によるキャッシュ・フロー 86,051 124,849

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △121,411 △151,725

有形固定資産の売却による収入 2,115 1,579

投資有価証券の取得による支出 △12,803 △10,239

投資有価証券の売却による収入 10,710 10,501

子会社株式の取得による支出 △2,403 △828

関係会社特別分配金の受取額 4,723 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△229 ※2  △7,357

長期貸付けによる支出 △807 △2,258

長期貸付金の回収による収入 265 413

短期貸付金の増減額（△は増加） △87 △1,269

その他 △9,296 △10,883

投資活動によるキャッシュ・フロー △129,223 △172,066
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 33,823 3,141

長期借入れによる収入 14,414 107,061

長期借入金の返済による支出 △7,776 △28,750

社債の発行による収入 11,850 25,000

社債の償還による支出 △35,000 △20,000

少数株主からの払込みによる収入 786 1,627

自己株式の取得による支出 △2 △2

自己株式の売却による収入 0 0

配当金の支払額 △15,075 △15,867

少数株主への配当金の支払額 △4,772 △6,535

その他 △639 △753

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,391 64,922

現金及び現金同等物に係る換算差額 541 10,058

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △45,022 27,763

現金及び現金同等物の期首残高 192,092 142,359

連結子会社の決算期変更による現金及び現金同等物
の増減額（△は減少）

△7,610 －

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 3,273 6,724

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △374 △303

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  142,359 ※1  176,543
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１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結の範囲に含めた子会社の数 

３１５社 

当連結会計年度より、株式取得、新規設立又は相対的重要性の増大等により、ダイテック‐ダイナミック フル

イド テクノロジーズ エスピーエー他３７社を、連結の範囲に含めております。 

また、合併又は相対的重要性の低下により、７社を連結の範囲から除外しております。 

主要な連結子会社名は、本報告書の「第１ 企業の概況 ４．関係会社の状況」に記載しているため省略してお

ります。 

  

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社の名称  

エス イー アイ エイチアール サービシズ インク 

なお、非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数 

持分法を適用した非連結子会社はありません。 

持分法を適用した関連会社の数 ３８社  

当連結会計年度より、株式取得により、関連会社１社を持分法適用の範囲に含めております。 

また、連結の範囲に含められたため、非連結子会社２社を持分法適用の範囲から除外しております。 

主要な持分法適用会社名は、本報告書の「第１ 企業の概況 ４．関係会社の状況」に記載しているため省略し

ております。 

  

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等 

主要な会社等の名称 

近畿電機株式会社 

なお、持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益及び利益剰余金等からみて、持分法の

対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性が乏しく、連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしておりません。  

  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

決算日が連結決算日と異なる連結子会社は、ダイテック‐ダイナミック フルイド テクノロジーズ エスピー 

エー他１８社を除き、連結財務情報のより適正な開示を図るため、連結決算日において仮決算を実施した上で連結し

ております。 

なお、ダイテック‐ダイナミック フルイド テクノロジーズ エスピーエー他１８社は、決算日は12月31日であ

りますが、連結財務諸表の作成にあたっては、12月31日現在の決算財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

  

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ 有価証券 

(イ) 満期保有目的の債券 

償却原価法を採用しております。  

(ロ) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。  

  

【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）
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ロ デリバティブ 

  時価法を採用しております。 

  

ハ たな卸資産 

 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）を採用しております。 

  

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

   定額法を採用しております。 

  

(3) 重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により算定した額を、貸倒懸念債

権については、担保処分等による回収見込額を控除した残額のうち債務者の財政状況等を考慮して算定した

額を、破産更生債権等については、担保処分等による回収見込額を控除した残額をそれぞれ貸倒見積額とし

て計上しております。 

  

ロ 退職給付引当金  

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の額に基づき計上

しております。 

なお、過去勤務債務は、発生年度の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として15年）で定額

法により、又は発生時に一括して処理することとしております。 

また、数理計算上の差異は、主としてその発生時における従業員の平均残存勤務期間（主として15年）、

又は当該期間以内の一定の年数（主として15年）で、定額法により按分した額をそれぞれ発生年度の翌連結

会計年度から処理することとしております。なお、一部の連結子会社は発生時に一括して処理することとし

ております。  

  

ハ 役員退職慰労引当金 

一部の国内連結子会社については、役員に対する退職慰労金の支払に充てるため、内規に基づく基準額を

引当計上しております。  

  

ニ 役員賞与引当金 

当社及び一部の国内連結子会社は、役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づ

き計上しております。 

  

ホ 完成工事補償引当金 

一部の連結子会社では、完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、将来の見積補修額に基づいて計上

しております。 

  

ヘ 受注損失引当金   

当社及び一部の連結子会社では、手持受注工事等のうち期末において損失が確実視され、かつ、その金額

を合理的に見積ることができる工事等については、翌連結会計年度以降に発生が見込まれる損失を引当計上

しております。  

  

ト 課徴金引当金 

独占禁止法の規定に基づく課徴金納付命令を受領したことに伴い、当該命令の金額を計上しております。 

   

(4) 重要な収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

イ 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

 工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用しております。 
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ロ その他の工事 

 工事完成基準を適用しております。 

  

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

なお、為替予約、通貨オプション及び通貨スワップについては振当処理の要件を満たしている場合は振当

処理を採用しております。また、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を

採用しております。 

  

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

  

ハ ヘッジ方針 

当社及び連結子会社が実施している為替予約、通貨オプション、通貨スワップ、金利スワップ等及び商品

先渡取引等は、各社の内部規程などに基づき、為替変動リスク、金利変動リスク及び価格変動リスクを回避

するために行っております。   

  

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ取引毎に、ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認して評価しております。但し、特例処理によ

っている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。  

  

(6) のれんの償却方法及び償却期間  

 のれんの償却については、収益獲得見込期間等を勘案し、20年以内で均等償却を行っております。 

 なお、当連結会計年度における償却期間は主として５年となっております。 

  

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲  

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。  

  

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項  

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

なお、売上、仕入等に係る消費税及び地方消費税は相殺のうえ、連結貸借対照表上流動資産の「その他」に含

めて表示しております。  

  

・「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日） 

・「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日） 

  

(1) 概要 

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用は、連結貸借対照表の純資産の部において税効果を調整した上

で認識し、積立状況を示す額を負債又は資産として計上する方法に改正されました。また、退職給付見込額の期間

帰属方法について、期間定額基準のほか給付算定式基準の適用が可能となったほか、割引率の算定方法が改正され

ました。 

  

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約・通貨オプション  外貨建債権債務及び外貨建予定取引 

通貨スワップ  外貨建借入金  

金利スワップ等  社債及び借入金  

商品先渡取引等  原材料等 

（未適用の会計基準等）
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(2) 適用予定日 

平成26年３月期の期末より適用予定です。ただし、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正については、平

成27年３月期の期首より適用予定です。  

  

(3) 当該会計基準等の適用による影響 

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。  

  

（連結損益計算書） 

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「クレーム損」は、営業外費用の総額の100分

の10を超えたため、当連結会計年度より区分掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年

度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた 百万円

は、「クレーム損」 百万円、「その他」 百万円として組み替えております。  

  

※１ たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 

  

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。 

 上記のうち、( )内書は共同支配企業に対する投資の金額を示しております。 

  

※３ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりであります。 

  

 担保付債務は、次のとおりであります。 

  上記のうち、( )内書は財団抵当並びに当該債務を示しております。  

  

（表示方法の変更）

12,125

986 11,139

（連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

商品及び製品 百万円 87,257 百万円 102,693

仕掛品  122,897  122,668

原材料及び貯蔵品  99,932  118,405

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

投資有価証券（株式） 百万円（ 百万円）201,975 10,527 百万円（ 百万円）224,420 13,173

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

有形固定資産 2,068百万円 （1,039百万円） 2,332百万円 （ 百万円） 168

投資有価証券 6,580   （－） 9,090   （ ） －

計 8,648  （1,039） 11,422   （ ） 168

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

短期借入金 百万円 2,594 （ 百万円） 150 百万円 950 （ 百万円）  150

長期借入金（１年以内返済予定額を含む）  355  （ ） 75  816 （ ） －

計  2,949 （ ） 225  1,766 （ ） 150
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４ 保証債務 

 下記保証先の銀行借入金等に対する債務保証額 

(1) 保証 

  

(2) 保証予約 

  

(3) 経営指導念書  

 上記のうち、( )内書は自己負担額を示しております。  

   

５ 受取手形裏書譲渡高  

  

６ その他 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

自動車用ワイヤーハーネス関連製品の取引に関し、平成22年２月に公正取引委員会の立入検査が実施され、Ｅ

Ｕ及び米国を含む海外の競争当局の調査を受けております。なお、米国において、本件に関する集団訴訟が当社

及び子会社に対して提起されております。このうち公正取引委員会から平成24年１月に課徴金納付命令（

百万円）を受領しております。 

  

当連結会計年度（平成25年３月31日） 

自動車関連事業において、ワイヤーハーネス関連製品の取引に関し、ＥＵ及び米国を含む海外の競争当局の調

査を受けております。なお、同分野の競争法違反行為により損害を被ったとして、米国等において集団訴訟が当

社及び当社子会社に対して提起されているほか、一部の自動車メーカーと損害賠償に関する交渉を行っておりま

す。 

  

前連結会計年度 
（平成24年３月31日）  

当連結会計年度 
（平成25年３月31日）   

従業員（財形銀行融資等） 1,250百万円 （1,250百万円） 住電日立ケーブル㈱ 1,549百万円 （1,549百万円）

富通住電光纜（成都） 

有限公司  
887   （887）  

住電光繊光纜（深セン） 

有限公司  
1,189   （1,189）  

住電光繊光纜（深セン） 

有限公司  
770   （770）  従業員（財形銀行融資等） 1,037   （1,037）  

  
     

ダイテック シンター  

エスピーエー 
988   （988）  

その他 社 10 1,456   （1,450）  その他 社 19 3,164   （3,164）  

計 4,363   （4,357）  計 7,927   （7,927）  

前連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成25年３月31日） 

精密焼結合金（無錫） 

有限公司 
179百万円 （179百万円）

精密焼結合金（無錫） 

有限公司  
312百万円 （312百万円）

その他１社 30  （30） その他２社  147  （147）

計 209  （209） 計 459   （459）

前連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成25年３月31日） 

住電国際貿易（香港） 

有限公司 
3,089百万円 （3,089百万円） 江西住電電装有限公司 313百万円 （313百万円）

  
   

常州住電東海今創特殊橡膠 

有限公司  
221 （110）  

その他６社 759  （709) その他５社  385 （385）

計 3,848  （3,798） 計 919 （808）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

受取手形裏書譲渡高 百万円 470 百万円 342

2,102
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※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額は次のとおりであります。 

  

※３ 売上原価に含まれる受注損失引当金繰入額は次のとおりであります。 

  

※４ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

  

※５ 固定資産除却損の主な内容は次のとおりであります。 

  

※６ 減損損失 

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

 当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。    

 

当社グループは、主として事業部別にグルーピングを行っており、合計 百万円を特別損失（うち 百

万円は事業構造改善費用として表示しております。※７参照）に計上しました。 

その内訳は、機械装置及び運搬具 百万円、建物及び構築物 百万円、無形固定資産 百万円、工具、器

具及び備品 百万円、建設仮勘定他 百万円であります。 

上記の防振ゴム製造設備等は、生産移管に伴う余剰資産や将来の使用見込みがなくなった開発設備等につい

て、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。 

上記の特殊金属線製造設備等及び電力機器製造設備等は、事業構造改善の一環として実施した一部事業の撤退

等に伴い将来遊休化する見込みである資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。 

（連結損益計算書関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

荷造費、運送費及び販売諸経費 百万円 52,893 百万円 53,853

給料手当及び福利費  95,529  102,607

退職給付費用  9,638  9,343

研究開発費  49,043  51,789

前連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

百万円 86,582 百万円 94,287

前連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

百万円 394 百万円 970

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

遊休不動産等 百万円 259 百万円 －

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

建物及び構築物 百万円 394 百万円 1,591

機械装置及び運搬具  1,233  1,244

工具、器具及び備品  328  371

場所 用途 種類 
減損損失 
（百万円） 

愛知県小牧市他  防振ゴム製造設備等 建物、機械装置等 1,667

栃木県宇都宮市 特殊金属線製造設備等 機械装置等 1,128

中国江蘇省呉江市 電力機器製造設備等 建物、機械装置等 419

大阪製作所（大阪市此花区）他 製造設備等 建物、機械装置等 1,999

合計     5,213

5,213 2,627

2,661 950 639

589 374
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また、上記のほか、遊休状態にあり、将来の用途が定まっていない、又は、将来遊休化する見込みである製造

設備等についても、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。 

なお、回収可能価額は、主として正味売却価額により測定しており、売却可能価額等に基づいた時価で評価し

ております。 

  

※７ 事業構造改善費用  

    当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

一部の連結子会社で事業構造改善の一環として実施した、主に光・電子デバイス事業での事業環境の急激な悪

化に対応した事業構造の抜本的な見直しや、海外の自動車関連事業での生産拠点の再編に伴うものであり、主な

内容は、たな卸資産評価損 百万円及び減損損失 百万円であります。  

  

※８ 災害損失 

       前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

  東日本大震災やタイ国洪水に伴う損失を計上したものであり、主な内訳は、異常操業損失等であります。 

         

※９ 課徴金引当金繰入額 

    前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

  自動車用ワイヤーハーネス関連製品の取引に関し、独占禁止法違反の疑いがあるとして公正取引委員会の調査

を受けていた件について、課徴金納付命令を受領したことに伴い、当該命令の金額を計上しております。 

      

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

  

3,455 2,627

（連結包括利益計算書関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

その他有価証券評価差額金： 

当期発生額 百万円 △11,652 百万円 18,599

組替調整額  △4,222  △5,062

税効果調整前  △15,874  13,537

税効果額  12,450  △3,426

その他有価証券評価差額金  △3,424  10,111

繰延ヘッジ損益：     

当期発生額  918  △521

組替調整額  △506  △4

資産の取得原価調整額   △75  －

税効果調整前  337  △525

税効果額  △110  169

繰延ヘッジ損益  227  △356

為替換算調整勘定：     

当期発生額  △3,850  52,795

組替調整額  997  24

税効果調整前  △2,853  52,819

税効果額  －  －

為替換算調整勘定  △2,853  52,819

持分法適用会社に対する持分相当額：     

当期発生額  △4,754  9,931

組替調整額  478  142

持分法適用会社に対する持分相当額  △4,276  10,073

その他の包括利益合計  △10,326  72,647
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前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加４千株は、単元未満株式の買取による増加２千株、持分法適用関連会社

が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分２千株であります。 

    ２．普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増請求による減少０千株であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

４．その他の事項 

※ 利益剰余金当期変動額の「その他」は、主に持分法適用関連会社が、米国会計基準に基づいて計上した 

「その他の包括利益」に含まれる未認識年金債務に係るものや、12月決算の持分法適用関連会社が「持分 

法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」を適用したことに伴 

う適用初年度におけるのれんの償却に係る修正などが含まれております。 

  

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加６千株は、単元未満株式の買取による増加３千株、持分法適用関連会社

が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分３千株であります。 

    ２．普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増請求による減少０千株であります。 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度期首
株式数（千株） 

当連結会計年度 
増加株式数（千株）

当連結会計年度 
減少株式数（千株） 

当連結会計年度末 
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  793,941  －  －  793,941

合計  793,941  －  －  793,941

自己株式         

普通株式（注）１，２  728  4  0  732

合計  728  4  0  732

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的と 
なる株式 
の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首 

当連結会計
年度増加 

当連結会計 
年度減少 

当連結会計 
年度末 

連結子会社 － －  －  －  －  －  10

合計 －  －  －  －  －  10

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月24日 
定時株主総会 

普通株式  7,933  10.00 平成23年３月31日 平成23年６月27日 

平成23年10月28日 
取締役会 

普通株式  7,140  9.00 平成23年９月30日 平成23年12月１日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成24年６月27日 
定時株主総会 

普通株式  7,933 利益剰余金   10.00 平成24年３月31日 平成24年６月28日

  
当連結会計年度期首
株式数（千株） 

当連結会計年度 
増加株式数（千株）

当連結会計年度 
減少株式数（千株） 

当連結会計年度末 
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  793,941  －  －  793,941

合計  793,941  －  －  793,941

自己株式         

普通株式（注）１，２  732  6  0  738

合計  732  6  0  738
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２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

３．その他の事項 

※ 利益剰余金当期変動額の「その他」は、主に持分法適用関連会社が、米国会計基準に基づいて計上した 

「その他の包括利益」に含まれる未認識年金債務に係るものなどであります。 

  

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳 

   当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

 株式の取得により新たに連結子会社となった会社（ダイテック‐ダイナミック フルイド テクノロジーズ 

エスピーエー等）の連結開始時の資産及び負債の内訳並びに当該会社株式の取得価額と取得のための支出（純

額）との関係は次のとおりであります。 

   

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年６月27日 
定時株主総会 

普通株式  7,933  10.00 平成24年３月31日 平成24年６月28日 

平成24年10月31日 
取締役会 

普通株式  7,933  10.00 平成24年９月30日 平成24年12月３日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成25年６月26日 
定時株主総会 

普通株式  7,933 利益剰余金   10.00 平成25年３月31日 平成25年６月27日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
  
  

前連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

現金及び預金勘定 132,657百万円 172,637百万円 

取得日から３か月以内に償還期限の     

到来する有価証券  12,278  4,164  

流動資産「その他」（短期貸付金） －  465  

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,576  △723  

現金及び現金同等物 142,359  176,543  

流動資産 14,365百万円 

固定資産 14,810  

のれん  7,409  

流動負債 △23,416  

固定負債 △4,142  

少数株主持分 △444  

株式の取得価額 8,582  

現金及び現金同等物 △824  

未払金 △401  

差引：取得による支出 7,357  
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（借主側） 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 リース資産の減価償却の方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

  

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  （注）  取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

     込み法により算定しております。  

  

(2)未経過リース料期末残高相当額等 

  （注）  未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

     ため、支払利子込み法により算定しております。 

  

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 

  
(4)減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

２．オペレーティング・リース取引 

  オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

   

（リース取引関係）

  （単位：百万円）
  前連結会計年度（平成24年３月31日） 
  取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

機械装置及び運搬具  2,091  1,195  896

工具、器具及び備品  118  98  20

その他  175  134  41

合計  2,384  1,427  957

  （単位：百万円）
  当連結会計年度（平成25年３月31日） 
  取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

機械装置及び運搬具  2,017  1,271  746

工具、器具及び備品  118  117  1

その他  63  35  28

合計  2,198  1,423  775

  （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内  182  144

１年超  775  631

合計  957  775

  （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

支払リース料  383  182

減価償却費相当額  383  182

  （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

１年内  5,821  2,758

１年超  4,283  6,738

合計  10,104  9,496
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１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、事業運営に必要な設備資金や運転資金等をキャッシュ・フロー計画に基づき調達（主

に銀行借入や社債発行）しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。また、

デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針でありま

す。 

  

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、グローバルに事

業を展開していることから生じている外貨建営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則と

して外貨建営業債務をネットしたポジションについて先物為替予約取引等を利用してヘッジしております。

有価証券及び投資有価証券は、主に取引先企業との長期的な取引関係の維持構築等のために保有する株式等

であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。また、その一部に

は、原料等の輸入に伴う外貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、恒常的に同じ外貨

建の売掛金残高の範囲内にあります。借入金及び社債は、主に設備投資や運転資金等に必要な資金の調達を

目的としたものであります。このうち一部は、金利変動に伴うキャッシュ・フロー変動リスク又は公正価値

の変動リスクをヘッジするためデリバティブ取引（金利スワップ取引等）を利用しております。 

デリバティブ取引は、外貨建債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした先物為

替予約取引等、借入金及び社債に係る金利変動に伴うキャッシュ・フロー変動リスク又は公正価値変動リス

クに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引等、原材料に係る価格変動リスクに対するヘッジ取引

を目的とした商品先渡取引等であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方

針、ヘッジの有効性の評価方法等については、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の４．

(5) (重要なヘッジ会計の方法) に記載しております。 

  

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、各事業部門における営業部門が主要な取引先の状

況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等に

よる回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じ

て、同様の管理を行っております。 

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、信用力の高

い金融機関及び商社とのみ取引を行っております。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

当社及び一部の連結子会社は、外貨建債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスク

に対して、原則として先物為替予約取引等を利用してヘッジしております。予定取引により確実に発生す

ると見込まれる外貨建営業債権債務に対しても原則として先物為替予約取引等を行っております。また、

当社及び一部の連結子会社は、借入金及び社債等の金融商品に係る金利変動に伴うキャッシュ・フローの

変動リスク又は公正価値の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引等を利用しております。 

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握

し、継続保有の必要性を見直しております。 

デリバティブ取引については、当社は取引権限や限度額等を定めたデリバティブ取引管理規程に基づ

き、取引主管部署が取引・記帳を行い、管理業務担当部署において契約先と残高照合等を行っておりま

す。一部の連結子会社についても、当社のデリバティブ取引管理規程に準じて、管理を行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、各部署からの報告に基づき財務部が適時にキャッシュ・フロー計画を作成・更新するととも

に、事業運営に必要な手許流動性を維持することなどにより管理しております。連結子会社についても、

当社の運営方針に準じて管理を行っております。 

  

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することもあります。 

また、「デリバティブ取引関係」注記におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金

額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 

  

（金融商品関係）
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２．金融商品の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注）２．参照）。 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

（*） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては（ ）で示しております。 

  

当連結会計年度（平成25年３月31日） 

（*） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては（ ）で示しております。 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

(1) 現金及び預金、並びに (2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。 

(3) 有価証券及び投資有価証券 

有価証券は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。投資有価証券は、市場価格のあるものは、市場価格によっており、市場価格のないもの

は、対象金融資産から発生する将来キャッシュ・フローを割り引くことにより算定しております。ま

た、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、「有価証券関係」注記をご参照下さい。 

負 債 

(1) 支払手形及び買掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。 

(2) 短期借入金 

これらは１年以内に弁済期限が到来するため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。 

(3) 社債 

これらの時価は、市場価格に基づいております。 

(4) 長期借入金 

これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。 

デリバティブ取引 

「デリバティブ取引関係」注記をご参照下さい。 

  

  
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価 

（百万円） 
差額 

（百万円） 

(1) 現金及び預金  132,657  132,657  －

(2) 受取手形及び売掛金  500,857  500,857  －

(3) 有価証券及び投資有価証券  251,079  282,350  31,271

資産計  884,593  915,864  31,271

(1) 支払手形及び買掛金  316,584  316,584  －

(2) 短期借入金  140,064  140,064  －

(3) 社債  71,850  73,136  1,286

(4) 長期借入金  150,608  152,980  2,372

負債計  679,106  682,764  3,658

デリバティブ取引（*）  369  369  －

  
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価 

（百万円） 
差額 

（百万円） 

(1) 現金及び預金  172,637  172,637  －

(2) 受取手形及び売掛金  502,000  502,000  －

(3) 有価証券及び投資有価証券  269,199  348,523  79,324

資産計  943,836  1,023,160  79,324

(1) 支払手形及び買掛金  300,669  300,669  －

(2) 短期借入金  167,961  167,961  －

(3) 社債  76,850  77,890  1,040

(4) 長期借入金  238,608  241,462  2,854

負債計  784,088  787,982  3,894

デリバティブ取引（*） (223) (223)  －
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：百万円） 

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を

把握することが極めて困難と認められるため、「(3)有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

  

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

  

当連結会計年度（平成25年３月31日） 

  

４．社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

  

当連結会計年度（平成25年３月31日） 

区分 
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

非上場株式等（その他有価証券）  8,561  8,031
非上場関連会社株式等  109,197  115,768

  
１年以内 
（百万円） 

１年超 
５年以内 
（百万円） 

５年超 
10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

現金及び預金  132,657  －  －  －
受取手形及び売掛金  500,769  88  －  －
有価証券及び投資有価証券  
満期保有目的の債券  
(1) 国債・地方債等  10  －  －  －
(2) 社債  －  －  －  －
その他有価証券のうち満期が 
あるもの 

 

(1) 債券  －  －  －  －
(2) その他  12,000  －  －  －

合計  645,436  88  －  －

  
１年以内 
（百万円） 

１年超 
５年以内 
（百万円） 

５年超 
10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

現金及び預金  172,637  －  －  －
受取手形及び売掛金  501,993  7  －  －
有価証券及び投資有価証券  
満期保有目的の債券  
(1) 国債・地方債等  －  －  －  －
(2) 社債  －  －  －  －
その他有価証券のうち満期が 
あるもの 

 

(1) 債券  －  －  －  －
(2) その他  4,000  －  －  －

合計  678,630  7  －  －

  
１年以内 
（百万円） 

１年超 
２年以内 
（百万円） 

２年超 
３年以内 
（百万円） 

３年超 
４年以内 
（百万円） 

４年超 
５年以内 
（百万円） 

５年超 
（百万円） 

短期借入金  112,437  －  －  －  －  －
社債  20,000  20,000  10,620  10,620  10,610  －
長期借入金  27,627  20,017  67,378  10,913  22,300  30,000
リース債務  530  330  265  244  93  11

合計  160,594  40,347  78,263  21,777  33,003  30,011

  
１年以内 
（百万円） 

１年超 
２年以内 
（百万円） 

２年超 
３年以内 
（百万円） 

３年超 
４年以内 
（百万円） 

４年超 
５年以内 
（百万円） 

５年超 
（百万円） 

短期借入金  143,734  －  －  －  －  －
社債  20,000  10,620  10,620  10,610  15,000  10,000
長期借入金  24,227  73,118  15,628  34,974  10,437  104,451
リース債務  795  677  352  200  117  9

合計  188,756  84,415  26,600  45,784  25,554  114,460
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 １．満期保有目的の債券 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

  

当連結会計年度（平成25年３月31日） 

  

 ２．その他有価証券 

 前連結会計年度（平成24年３月31日） 

（注）非上場株式等（連結貸借対照表計上額 百万円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー 

   を見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表の「その他有価証券」に 

   は含めておりません。 

  

（有価証券関係）

  種類 
連結貸借対照表 

 計上額（百万円） 
時価 

（百万円） 
差額 

（百万円） 

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの 

(1) 国債・地方債等  －  －  －

(2) 社債  －  －  －

(3) その他  －  －  －

小計  －  －  －

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの 

(1) 国債・地方債等  10  10  －

(2) 社債  －  －  －

(3) その他  －  －  －

小計  10  10  －

合計  10  10  －

  種類 
連結貸借対照表 

 計上額（百万円） 
時価 

（百万円） 
差額 

（百万円） 

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの 

(1) 国債・地方債等  －  －  －

(2) 社債  －  －  －

(3) その他  －  －  －

小計  －  －  －

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの 

(1) 国債・地方債等  －  －  －

(2) 社債  －  －  －

(3) その他  －  －  －

小計  －  －  －

合計  －  －  －

  種類 
連結貸借対照表 

 計上額（百万円） 
取得原価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1) 株式  127,941  21,592  106,349

(2) 債券       

①  国債・地方債等  －  －  －

②  社債  －  －  －

③  その他  －  －  －

(3) その他  10,530  10,000  530

小計  138,471  31,592  106,879

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1) 株式  7,542  9,813  △2,271

(2) 債券       

①  国債・地方債等  －  －  －

②  社債  －  －  －

③  その他  －  －  －

(3) その他  12,278  12,278  －

小計  19,820  22,091  △2,271

合計  158,291  53,683  104,608

8,561

59



 当連結会計年度（平成25年３月31日） 

（注）非上場株式等（連結貸借対照表計上額 百万円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー 

   を見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表の「その他有価証券」に 

   は含めておりません。 

  

３．売却したその他有価証券 

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

  

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

  

４．減損処理を行った有価証券 

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

  有価証券について 百万円（その他有価証券の株式 百万円）減損処理を行っております。 

  

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

  有価証券について 百万円（その他有価証券の株式 百万円、非連結子会社株式 百万円）減損処理を

行っております。 

  

  種類 
連結貸借対照表 

 計上額（百万円） 
取得原価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1) 株式  142,502  26,922  115,580

(2) 債券       

①  国債・地方債等  －  －  －

②  社債  －  －  －

③  その他  －  －  －

(3) その他  10,661  10,000  661

小計  153,163  36,922  116,241

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1) 株式  3,220  4,143  △923

(2) 債券       

①  国債・地方債等  －  －  －

②  社債  －  －  －

③  その他  －  －  －

(3) その他  4,164  4,164  －

小計  7,384  8,307  △923

合計  160,547  45,229  115,318

8,031

種類 
売却額 

（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

(1) 株式  9,469  6,414  108

(2) 債券       

①  国債・地方債等  －  －  －

②  社債  －  －  －

③  その他  －  －  －

(3) その他  －  －  －

合計  9,469  6,414  108

種類 
売却額 

（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

(1) 株式  9,922  6,682  －

(2) 債券       

①  国債・地方債等  －  －  －

②  社債  －  －  －

③  その他  －  －  －

(3) その他  －  －  －

合計  9,922  6,682  －

2,162 2,162

2,069 1,720 349
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１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

(1) 通貨関連 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

（注）時価の算定方法 取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

当連結会計年度（平成25年３月31日） 

（注）時価の算定方法 取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

(2) 商品関連 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

（注）時価の算定方法 取引先ブローカー等から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

当連結会計年度（平成25年３月31日） 

（注）時価の算定方法 取引先ブローカー等から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

（デリバティブ取引関係）

区分 取引の種類 
契約額等 

（百万円） 

契約額等の 

うち１年超 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

市場取引以外の取引 

為替予約取引         

売建         

米ドル 3,339 －  6 6

ユーロ 7 －  0 0

その他  1,055 －  △11 △11

買建         

米ドル 2,882 －  2 2

ユーロ 33 －  0 0

その他 431 －  0 0

合計 7,747 －  △3 △3

区分 取引の種類 
契約額等 

（百万円） 

契約額等の 

うち１年超 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

市場取引以外の取引 

為替予約取引         

売建         

米ドル 4,067 －  △25 △25

ユーロ 20 －  1 1

その他 781 －  △1 △1

買建         

米ドル 4,255 625  △37 △37

ユーロ 13 －  0 0

その他 548 －  △7 △7

合計 9,684 625  △69 △69

区分 取引の種類 
契約額等 

（百万円） 

契約額等の 

うち１年超 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

市場取引以外の取引 

銅ＬＭＥ先物取引  

売建 1,702 －  0 0

買建 1,715 －  △1 △1

合計 3,417 －  △1 △1

区分 取引の種類 
契約額等 

（百万円） 

契約額等の 

うち１年超 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

市場取引以外の取引 

銅ＬＭＥ先物取引  

売建 1,791 －  6 6

買建 1,755 －  0 0

合計 3,546 －  6 6
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２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

(1) 通貨関連 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

(*) 為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている外貨建債権債務と一体として処理されている 

ため、その時価は、当該外貨建債権債務の時価に含めて記載しております。 

（注）時価の算定方法 先物為替相場等に基づいて算定しております。 

  

当連結会計年度（平成25年３月31日） 

(*) 為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている外貨建債権債務と一体として処理されている 

ため、その時価は、当該外貨建債権債務の時価に含めて記載しております。 

（注）時価の算定方法 先物為替相場等に基づいて算定しております。 

  

ヘッジ会計の方法 取引の種類 
主な 

ヘッジ対象 

契約額等 

（百万円） 

契約額等の 

うち１年超 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

為替予約等の振当 

処理 

為替予約取引 

外貨建 

債権債務 

    

（*）

売建     

米ドル 75,847  －

ユーロ 24,296  －

その他 7,013  －

買建     

米ドル 11,168  －

ユーロ 1,241  －

その他 1,216  －

原則的処理方法 

為替予約取引 

外貨建 

債権債務 

      

売建       

米ドル 9,402  － △178

ユーロ 1,599  － △49

その他 152  － △5

買建       

米ドル 6,032  － 225

ユーロ 427  － 7

その他 9,606  － 300

合計 147,999  － 300

ヘッジ会計の方法 取引の種類 
主な 

ヘッジ対象 

契約額等 

（百万円） 

契約額等の 

うち１年超 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

為替予約等の振当 

処理 

為替予約取引 

外貨建 

債権債務 

    

（*）

売建     

米ドル 74,839  －

ユーロ 41,698  －

その他 8,149  －

買建     

米ドル 15,178  －

ユーロ 3,474  －

その他 947  －

原則的処理方法 

為替予約取引 

外貨建 

債権債務 

      

売建       

米ドル 7,260  － △124

ユーロ 5,212  2,018 △78

その他 1,426  601 △152

買建       

米ドル 2,871  567 158

ユーロ 20,725  － △34

その他 6,200  － 27

合計 187,979  3,186 △203
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(2) 金利関連 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

(*) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている借入金と一体として処理されているため、 

その時価は、当該借入金の時価に含めて記載しております。 

（注）時価の算定方法 取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

当連結会計年度（平成25年３月31日） 

(*) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている借入金と一体として処理されているため、 

その時価は、当該借入金の時価に含めて記載しております。 

（注）時価の算定方法 取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

(3) 商品関連 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

（注）時価の算定方法 取引先ブローカー等から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

当連結会計年度（平成25年３月31日） 

（注）時価の算定方法 取引先ブローカー等から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

ヘッジ会計の方法 取引の種類 
主な 

ヘッジ対象 

契約額等 

（百万円） 

契約額等の 

うち１年超 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

金利スワップの特例 

処理 

金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
借入金 63,142  37,955 （*）

合計 63,142  37,955 （*）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 
主な 

ヘッジ対象 

契約額等 

（百万円） 

契約額等の 

うち１年超 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

金利スワップの特例 

処理 

金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
借入金 126,164  119,979 （*）

合計 126,164  119,979 （*）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 
主な 

ヘッジ対象 

契約額等 

（百万円） 

契約額等の 

うち１年超 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

原則的処理方法 
銅スワップ取引 

変動受取・固定支払 
原材料 872  159 73

合計 872  159 73

ヘッジ会計の方法 取引の種類 
主な 

ヘッジ対象 

契約額等 

（百万円） 

契約額等の 

うち１年超 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

原則的処理方法 

銅ＬＭＥ先物取引 

買建 
原材料 71  － △1

ニッケルＬＭＥ先物取引 

売建 
売上高 75  － △0

銅スワップ取引 

変動受取・固定支払 原材料  1,423

 

 82 43

固定受取・変動支払  86  － 1

合計 1,655  82 43
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１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、厚生年金基金制度、退職一時金制度及

び社内年金制度等を設けております。また、当社及び一部の国内連結子会社は、確定拠出年金制度及び前払退職金制

度を設けております。なお、従業員の退職等に関して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象

とされない割増退職金を支払う場合があります。 

 また、当社及び一部の国内連結子会社の企業年金基金制度、退職一時金制度及び社内年金制度等において退職給付

信託を設定しております。 

 なお、一部の海外連結子会社では確定給付型の制度を設けております。  

  

２．退職給付債務に関する事項                                                              （単位：百万円）

 （注） 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。  

  

３．退職給付費用に関する事項                                                              （単位：百万円）

 （注）１．上記退職給付費用以外に、当社及び一部の連結子会社において、割増退職金を前連結会計年度において

      は 百万円、当連結会計年度においては 百万円計上しております。 

    ２．「イ.勤務費用」は、企業年金基金及び厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

    ３．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ. 勤務費用」に計上しております。 

    ４．前連結会計年度の「ト.その他」は、当社及び一部の国内連結子会社における確定拠出年金制度への掛 

      金支払額 百万円及び前払退職金制度の費用計上額 百万円等であります。  

      当連結会計年度の「ト.その他」は、当社及び一部の国内連結子会社における確定拠出年金制度への掛 

      金支払額 百万円及び前払退職金制度の費用計上額 百万円等であります。  

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 

期間定額基準（一部の連結子会社はポイント基準）  

  

ロ．割引率 

  

ハ．期待運用収益率 

（退職給付関係）

  前連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成25年３月31日） 

イ.  退職給付債務  △252,293    △273,815   

ロ. 年金資産  222,670    261,956   

ハ.  未積立退職給付債務（イ＋ロ）  △29,623    △11,859   

ニ. 未認識数理計算上の差異  64,657    44,286   

ホ. 未認識過去勤務債務（債務の減額）  △1,411    △1,143   

ヘ. 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ）  33,623    31,284   

ト. 前払年金費用  63,729    63,432   

チ. 退職給付引当金（ヘ－ト）  △30,106    △32,148   

  
前連結会計年度 

（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

  イ.  勤務費用  9,111    9,479   

 ロ. 利息費用  6,023    5,775   

 ハ. 期待運用収益（減算）  △2,853    △2,835   

 ニ. 数理計算上の差異の費用処理額  7,591    7,838   

 ホ. 過去勤務債務の費用処理額  618    105   

 ヘ. 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）  20,490    20,362   

 ト. その他  2,774    3,049   

    計（ヘ＋ト）  23,264    23,411   

194 323

2,266 490

2,503 503

前連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

主として ％ 2.5 主として ％ 1.6

前連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

～ ％ 0.0 5.6 ～ ％ 0.0 6.1
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ニ．過去勤務債務の額の処理年数 

一部の連結子会社は、発生年度の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として 年）で定額法により

処理し、また、一部の連結子会社は、発生時に一括して処理しております。 

  

ホ．数理計算上の差異の処理年数 

当社及び一部の連結子会社は、発生時の従業員の平均残存勤務期間（主として 年）で、また、一部の連結子会

社は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として 年）で、定額法により按分した額をそ

れぞれ発生年度の翌連結会計年度から処理しております。 

なお、一部の連結子会社は、発生時に一括して処理しております。 

  

連結子会社（日新電機㈱）  

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名 

該当事項はありません。 

  

２．権利不行使による失効により利益として計上した金額 

（単位：百万円） 

  

３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

(注) １．株式数に換算して記載しております。 

２．付与日以降、権利確定日（権利行使期間の開始日の前日）まで継続して勤務していること。 

３．当該期間中に会社都合により退任・退職した場合は、付与日から退任又は退職日までが対象期間となって

おります。 

４．権利確定後４年間。ただし、会社都合により退任・退職した場合は、退任・退職後（権利確定日以前に退

任する場合は権利確定日の翌日）から１年間（但し、権利行使期間を超えることはできない）に限り権利

行使できることとなっております。 

15

15

15

（ストック・オプション等関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

新株予約権戻入益  1  10

  
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

同社取締役 

同社執行役員 

同社従業員 

同社国内子会社取締役 

９名 

８名 

37名 

30名 

ストック・オプション数（注）１ 普通株式  352,000株 

付与日 平成18年８月10日 

権利確定条件 （注）２ 

対象勤務期間 

自 平成18年８月10日 

至 平成20年８月10日 

（注）３ 

権利行使期間 

自 平成20年８月11日 

至 平成24年８月10日 

（注）４ 
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度（平成25年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

  

② 単価情報 

  

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。 

  
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前  （株）   

前連結会計年度末  －

付与  －

失効  －

権利確定  －

未確定残  －

権利確定後  （株）   

前連結会計年度末  99,000

権利確定  －

権利行使  －

失効  99,000

未行使残  －

   
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格 （円）  501

行使時平均株価 （円）  －

公正な評価単価（付与日） （円）  104
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

  

（税効果会計関係）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日）
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

繰延税金資産    

繰越欠損金 百万円30,578  百万円41,324

固定資産  17,340   18,461

未払賞与  11,940   11,950

退職給付引当金  10,314   11,114

未実現利益  6,994   7,799

たな卸資産  6,798   7,762

投資有価証券  3,830   4,510

未払事業税  1,338   1,036

貸倒引当金  752   929

未払確定拠出年金移行金  723   336

その他  18,664   21,044

繰延税金資産小計  109,271   126,265

評価性引当額  △37,311   △47,076

繰延税金資産合計  71,960   79,189

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金  △37,572   △40,718

連結子会社等の留保利益金  △14,028   △18,047

前払年金費用  △12,336   △12,307

全面時価評価法による評価差額  △4,336   △4,334

在外連結子会社の減価償却費  △2,624   △3,688

固定資産圧縮積立金  △1,453   △1,376

その他  △2,146   △2,675

繰延税金負債合計  △74,495   △83,145

繰延税金負債の純額  △2,535   △3,956

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日）
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

法定実効税率 ％ 40.6  ％ 37.9

（調整）      

持分法による投資利益  △8.3   △9.9

交際費の損金不算入額  0.4   0.5

在外連結子会社等からの受取配当金  0.9   0.9

税額控除  △1.7   △0.9

在外連結子会社と日本の適用税率差異  △7.4   △8.9

評価性引当額の増減  △1.0   9.0

未実現利益  0.1   0.0

連結子会社等の留保利益金の増減  1.2   4.7

のれんの償却  0.6   0.3

課徴金引当金繰入額  0.9   －

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  1.8   －

その他  2.3   7.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率  30.4   41.3
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取得による企業結合 

１．企業結合の概要 

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容 

(2) 企業結合を行った主な理由 

連結子会社である東海ゴム工業㈱は、自動車用ホース事業において、国内とアジア、北米など計８か国で日系

自動車メーカー向けに現地生産を行っておりますが、今回の買収により、日系メーカーの重要拠点である欧州

や、今後の市場拡大が見込める南米でも現地生産が可能になるとともに、海外自動車メーカーへの販路も獲得で

き、世界的な供給体制が整うことになります。 

(3) 企業結合日 

平成25年２月27日 

(4) 企業結合の法的形式 

現金を対価とする株式取得 

(5) 結合後企業の名称 

変更ありません。 

(6) 取得した議決権比率 

100％ 

  

２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間 

平成25年１月１日をみなし取得日としているため、連結財務諸表に被取得企業の業績は含まれておりません。 

   

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

   

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

(1) 発生したのれんの金額 

百万円 

(2) 発生原因 

取得原価が取得した資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その超過額をのれんとして計

上しております。 

(3) 償却方法及び償却期間 

10年間にわたる均等償却 

  

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

  

６．取得原価の配分 

当連結会計年度において取得原価の配分が完了していないため、その時点で入手可能な合理的情報に基づき、暫

定的な会計処理を行っております。 

  

７．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響

の概算額及びその算定方法 

   

（概算額の算定方法） 

概算額の算定に関しては、被取得企業の当連結会計年度に対応する売上高及び損益の数値を基礎として算出して

おります。 

なお、当該注記は監査証明を受けておりません。 

（企業結合等関係）

被取得企業の名称 ダイテック‐ダイナミック フルイド テクノロジーズ エスピーエー  

事業の内容 自動車用ホースのシステムサプライヤー  

取得の対価 百万円6,423

取得に直接要した費用  471

取得原価  6,894

7,484

流動資産 百万円13,039

固定資産  13,014

資産合計  26,053

流動負債  22,216

固定負債  4,036

負債合計  26,252

売上高 百万円29,563

税金等調整前当期純利益  △3,147

当期純利益  △1,474
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１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最高意思決定機

関である社長が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。 

 当社は、製品の種類、製造方法、販売市場等の類似性を基礎とした事業本部制を採用しており、当社及び

当社の関係会社における製品の開発、製造、販売、サービス等の事業を「自動車関連事業」「情報通信関連

事業」「エレクトロニクス関連事業」「電線・機材・エネルギー関連事業」「産業素材関連事業他」の５事

業部門に区分して包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。したがって、当社は、「自動車関

連事業」「情報通信関連事業」「エレクトロニクス関連事業」「電線・機材・エネルギー関連事業」「産業

素材関連事業他」の５つを報告セグメントとしております。 

 各セグメントの主な事業に係る製品及びサービスは、以下のとおりであります。 

 (1) 自動車関連事業………………………ワイヤーハーネス、防振ゴム・自動車用ホース、自動車電装部品

 (2) 情報通信関連事業……………………光ファイバ・ケーブル、通信用電線ケーブル・機器、光融着接続

機、光データリンク・無線通信用デバイスなどの光・電子デバイ

ス製品、アクセス系ネットワーク機器（ＧＥ－ＰＯＮ・ＣＤＮ関

連製品等）・交通制御などのネットワーク・システム製品 

 (3) エレクトロニクス関連事業…………電子ワイヤー、化合物半導体、電子部品金属材料、電子線照射製

品、フレキシブルプリント回路、ふっ素樹脂製品 

 (4) 電線・機材・エネルギー関連事業…導電製品、送配電用電線ケーブル・機器、巻線、空気ばね、受変

電設備・制御システムなどの電力機器、ビーム・真空応用装置、

電気・電力工事及びエンジニアリング、金属多孔体 

 (5) 産業素材関連事業他…………………ＰＣ鋼材、精密ばね用鋼線、スチールコード、超硬工具、ダイ

ヤ・ＣＢＮ工具、レーザ用光学部品、焼結部品、半導体放熱基板

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。 

 セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

（単位：百万円）

（注）１．調整額は、以下の通りであります。 

(1) セグメント利益の調整額 百万円は、主に未実現利益の消去であります。 

(2) セグメント資産の調整額 百万円は、主にセグメント間債権消去、当社の現金及び預金、投資有価 

  証券であります。 

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

３．減価償却費には、長期前払費用の償却額を含んでおります。  

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  自動車 
関連事業 

情報通信 
関連事業 

エレクトロ
ニクス 
関連事業 

電線・ 
機材・ 

エネルギー 
関連事業 

産業素材 
関連事業他 合計 調整額 

（注）１ 

連結
財務諸表 
計上額 
（注）２ 

売上高   

外部顧客への売上高  991,246 160,214 176,910 492,320 238,654  2,059,344 － 2,059,344

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 436 1,777 8,876 16,304 39,225  66,618 (66,618) －

計  991,682 161,991 185,786 508,624 277,879  2,125,962 (66,618) 2,059,344

セグメント利益又は損失（△）  54,331 △5,872 3,289 16,922 18,462  87,132 (186) 86,946

セグメント資産  846,223 198,393 156,523 429,971 443,074  2,074,184 (2,120) 2,072,064

その他の項目   

減価償却費 （注）３  36,454 9,277 8,811 9,881 13,531  77,954 － 77,954

のれんの償却額  380 348 121 918 34  1,801 － 1,801

持分法適用会社への投資額   72,704 31,959 398 40,663 32,732  178,456 － 178,456

有形固定資産及び無形固定資産 

の増加額  
 65,871 18,011 16,136 14,255 31,768  146,041 － 146,041

△186

△2,120
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 当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

（単位：百万円）

（注）１．調整額は、以下の通りであります。 

(1) セグメント利益の調整額 百万円は、主に未実現利益の消去であります。 

(2) セグメント資産の調整額 百万円は、主にセグメント間債権消去、当社の現金及び預金、投資有価

  証券であります。 

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

３．減価償却費には、長期前払費用の償却額を含んでおります。  

  

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

（単位：百万円）

  

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

（単位：百万円）

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。  

  

(2) 有形固定資産 

（単位：百万円）

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあり

ません。  

  

  自動車 
関連事業 

情報通信 
関連事業 

エレクトロ
ニクス 
関連事業 

電線・ 
機材・ 

エネルギー 
関連事業 

産業素材 
関連事業他 合計 調整額 

（注）１ 

連結
財務諸表 
計上額 
（注）２ 

売上高   

外部顧客への売上高  1,070,650 153,188 207,048 496,077 232,979  2,159,942 － 2,159,942

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 518 1,944 10,523 15,105 39,545  67,635 (67,635) －

計  1,071,168 155,132 217,571 511,182 272,524  2,227,577 (67,635) 2,159,942

セグメント利益又は損失（△）  53,116 △10,255 5 19,084 15,100  77,050 (260) 76,790

セグメント資産  986,799 207,167 197,487 449,730 486,523  2,327,706 (30,139) 2,297,567

その他の項目   

減価償却費 （注）３  44,122 11,264 10,153 9,551 15,539  90,629 － 90,629

のれんの償却額  240 102 219 620 39  1,220 － 1,220

持分法適用会社への投資額   87,833 31,564 408 44,880 36,605  201,290 － 201,290

有形固定資産及び無形固定資産 

の増加額  
 81,358 16,108 22,424 13,221 26,059  159,170 － 159,170

△260

△30,139

【関連情報】

  ワイヤーハーネス その他 合計 

外部顧客への売上高  740,104  1,319,240  2,059,344

日本 
アジア  

米州 欧州その他 合計 
中国 その他  

 1,119,400  256,026  232,298  241,638  209,982  2,059,344

日本 
アジア  

米州 欧州その他 合計  
中国 その他 

 358,281  65,541  53,296  33,566  33,032  543,716

70



当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 
（単位：百万円）

  
２．地域ごとの情報 
(1) 売上高 

（単位：百万円）

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。  

  
(2) 有形固定資産 

（単位：百万円）

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあり

ません。  

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

（単位：百万円）

   

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

 （単位：百万円）

  

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

 （単位：百万円）

  

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  ワイヤーハーネス その他 合計 

外部顧客への売上高  809,080  1,350,862  2,159,942

日本 
アジア  

米州 欧州その他 合計 
中国 その他  

 1,111,131  292,420  268,624  293,999  193,768  2,159,942

日本 
アジア  

米州 欧州その他 合計  
中国 その他 

 372,628  86,172  90,890  51,602  49,759  651,051

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

  
自動車 

関連事業 

情報通信 

関連事業 

エレクトロ 

ニクス 

関連事業 

電線・機材・ 

エネルギー 

関連事業 

産業素材 

関連事業他 
合計 

減損損失   2,372 872 217 543  1,209 5,213

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

  
自動車 

関連事業 

情報通信 

関連事業 

エレクトロ 

ニクス 

関連事業 

電線・機材・ 

エネルギー 

関連事業 

産業素材 

関連事業他 
合計 

当期償却額  380 348 121 918  34 1,801

当期末残高   270 374 468 904  187 2,203

  
自動車 

関連事業 

情報通信 

関連事業 

エレクトロ 

ニクス 

関連事業 

電線・機材・ 

エネルギー 

関連事業 

産業素材 

関連事業他 
合計 

当期償却額  240 102 219 620  39 1,220

当期末残高   7,514 △22 713 284  295 8,784

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
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    １．関連当事者との取引 

       前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

      該当事項はありません。 

  

       当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

      該当事項はありません。 

  

  ２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

   重要な関連会社の要約財務情報 

        前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

         重要な関連会社である住友ゴム工業㈱の要約財務情報は以下のとおりであります。 

  

       当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

         重要な関連会社である住友ゴム工業㈱の要約財務情報は以下のとおりであります。 

  

【関連当事者情報】

流動資産合計 百万円325,428

固定資産合計  346,182

    

流動負債合計  242,135

固定負債合計  207,300

    

純資産合計  222,174

    

売上高  676,903

税金等調整前当期純利益  43,779

当期純利益  28,386

流動資産合計 百万円356,174

固定資産合計  381,353

    

流動負債合計  252,671

固定負債合計  213,753

    

純資産合計  271,102

    

売上高  710,246

税金等調整前当期純利益  64,062

当期純利益  35,451
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（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであり

      ます。 

（注）当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が 

存在しないため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。  

    

（１株当たり情報）

  
  
  

前連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 1,245.57 円 1,352.09

１株当たり当期純利益金額 円 74.21 円 47.85

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円 74.20 円 －

  
前連結会計年度 

（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益金額（百万円）  58,861  37,955

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円）  58,861  37,955

期中平均株式数（千株）  793,210  793,206

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円）  △1  －

（うち子会社に対する親会社の持分比率変動

等によるもの（税額相当額控除後） 

（百万円）） 

（ ） △1 （ ） －

（うち支払利息（税額相当額控除後） 

（百万円）） 
   （ ） －    （ ） －

普通株式増加数（千株）  －  －

（うち転換社債（千株））    （ ） －    （ ） －

（うちストック・オプション（千株））    （ ） －    （ ） －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

－ 

（重要な後発事象）
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 （注）１．（ ）内の金額は、１年以内に償還予定の金額で、連結貸借対照表において「１年内償還予定の社債」とし

て表示しております。  

２．連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりであります。  

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日 
当期首残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

住友電気工業㈱  
第20回無担保社債 平成年月日

 10,000
 10,000

 1.10 無担保 
平成年月日 

（注１） 15．８．13 (10,000) 25．８．13 

住友電気工業㈱  第22回無担保社債 18. ３. 20  10,000  10,000  1.75 無担保 28．３．18 

住友電気工業㈱ 
第23回無担保社債 

18. ３. 20 
 10,000

 －  1.51 無担保 25. ３. 19 
（注１） (10,000)

住友電気工業㈱ 第24回無担保社債 20．12．16  10,000  10,000  1.403 無担保 26．12．19

住友電気工業㈱ 
第25回無担保社債 

20．12．16 
 10,000

 －  1.209 無担保 24．12．20
（注１） (10,000)

東海ゴム工業㈱ 
第３回無担保社債 

20．６．６  10,000
 10,000

 1.61 無担保 25．６．６
（注１） (10,000)

東海ゴム工業㈱ 第４回無担保社債 24．３．16  10,000  10,000  0.479 無担保 29．３．16

東海ゴム工業㈱ 第５回無担保社債 25．２．28  －  15,000  0.288 無担保 30．２．28

東海ゴム工業㈱ 第６回無担保社債  25．２．28  －  10,000  0.936 無担保 35．２．28

住友電設㈱ 第２回無担保社債 24．３．30  350  350  0.83 無担保 29．３．31

住友電設㈱ 第３回無担保社債 24．３．30  500  500  1.09 無担保 29．３．31

住友電設㈱ 第４回無担保社債 24．３．30  1,000  1,000  0.83 無担保 29．３．31

合計  －
 71,850

(20,000)
 76,850

(20,000)
－ － － 

１年以内 
（百万円） 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

 20,000  10,620  10,620  10,610  15,000
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 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。 

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定

額は以下のとおりであります。 

  

 当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。  

  

① 当連結会計年度における四半期情報等 

  

  

② 自動車関連事業において、ワイヤーハーネス関連製品の取引に関し、ＥＵ及び米国を含む海外の競争当局の調

査を受けております。なお、同分野の競争法違反行為により損害を被ったとして、米国等において集団訴訟が当

社及び当社子会社に対して提起されているほか、一部の自動車メーカーと損害賠償に関する交渉を行っておりま

す。 

  

【借入金等明細表】

区分 
当期首残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金  112,437  143,734  1.66 － 

１年以内に返済予定の長期借入金  27,627  24,227  1.79 － 

１年以内に返済予定のリース債務  530  795 － － 

長期借入金 

（１年以内に返済予定のものを除く。）  150,608  238,608  0.79

平成26年 

  ～平成35年 

リース債務 

（１年以内に返済予定のものを除く。）  943  1,355  －

平成26年 

  ～平成31年 

その他有利子負債  －  －  － － 

合計  292,145  408,719 － － 

区分 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金  73,118  15,628  34,974  10,437

リース債務  677  352  200  117

【資産除去債務明細表】

（２）【その他】

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度 

売上高（百万円）  527,257  1,042,775  1,563,271 2,159,942

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円） 
23,267  34,991  54,976 84,084

四半期（当期）純利益金額

（百万円） 
 13,970  15,805  26,061 37,955

１株当たり四半期（当期） 

純利益金額（円） 
 17.61  19.93  32.86  47.85

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 

１株当たり四半期純利益金額

（円） 
 17.61  2.31  12.93  14.99
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２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 
  

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 14,115 20,422

受取手形 ※1,2  11,611 ※1,2  12,081

電子記録債権 － 3,043

売掛金 ※1  213,374 ※1  188,896

有価証券 － 4,000

製品 1,725 1,947

仕掛品 12,525 10,352

原材料及び貯蔵品 5,899 5,512

前渡金 3,047 2,951

前払費用 644 519

繰延税金資産 7,963 7,632

短期貸付金 40 46

関係会社短期貸付金 126,127 143,753

未収入金 ※1  49,504 ※1  45,679

その他 735 822

貸倒引当金 △9,903 △10,294

流動資産合計 437,406 437,361

固定資産   

有形固定資産   

建物 124,532 128,106

減価償却累計額 △80,819 △81,562

建物（純額） 43,713 46,544

構築物 20,878 21,835

減価償却累計額 △15,866 △16,184

構築物（純額） 5,012 5,651

機械及び装置 108,202 109,170

減価償却累計額 △97,221 △93,853

機械及び装置（純額） 10,981 15,317

車両運搬具 1,000 1,054

減価償却累計額 △873 △908

車両運搬具（純額） 127 146

工具、器具及び備品 28,171 28,212

減価償却累計額 △24,378 △23,970

工具、器具及び備品（純額） 3,793 4,242

土地 17,263 17,262

リース資産 90 100

減価償却累計額 △46 △64

リース資産（純額） 44 36

建設仮勘定 5,674 3,309

有形固定資産合計 86,607 92,507

無形固定資産   

ソフトウエア 5,639 5,239

その他 211 221

無形固定資産合計 5,850 5,460
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 62,720 71,957

関係会社株式 377,298 387,589

出資金 0 0

従業員に対する長期貸付金 211 182

関係会社長期貸付金 29,925 26,066

長期前払費用 233 498

前払年金費用 54,884 53,081

その他 2,921 3,859

貸倒引当金 △186 △116

投資損失引当金 △16,666 △13,651

投資その他の資産合計 511,340 529,465

固定資産合計 603,797 627,432

資産合計 1,041,203 1,064,793

負債の部   

流動負債   

支払手形 ※1,2  1,152 ※1,2  906

買掛金 ※1  150,155 ※1  124,899

短期借入金 ※1  68,243 ※1  56,375

1年内償還予定の社債 20,000 10,000

リース債務 18 17

未払金 14,073 13,928

未払費用 ※1  17,741 ※1  17,185

未払法人税等 497 440

前受金 27 197

預り金 1,593 1,581

役員賞与引当金 190 160

課徴金引当金 2,102 －

その他 1,030 1,340

流動負債合計 276,821 227,028

固定負債   

社債 30,000 20,000

長期借入金 116,989 199,214

リース債務 29 21

繰延税金負債 41 1,499

債務保証損失引当金 1,778 1,334

その他 2,594 1,490

固定負債合計 151,431 223,558

負債合計 428,252 450,586
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 99,737 99,737

資本剰余金   

資本準備金 177,660 177,660

その他資本剰余金 23 23

資本剰余金合計 177,683 177,683

利益剰余金   

利益準備金 18,329 18,329

その他利益剰余金   

別途積立金 275,440 275,440

繰越利益剰余金 25,823 20,361

利益剰余金合計 319,592 314,130

自己株式 △552 △554

株主資本合計 596,460 590,996

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 16,437 23,383

繰延ヘッジ損益 54 △172

評価・換算差額等合計 16,491 23,211

純資産合計 612,951 614,207

負債純資産合計 1,041,203 1,064,793
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 ※1  803,807 ※1  779,753

売上原価   

製品期首たな卸高 1,549 1,725

当期製品製造原価 ※2,3  252,677 ※2,3  245,268

当期製品仕入高 ※3  412,513 ※3  393,035

合計 666,739 640,028

他勘定振替高 ※4  △75,511 ※4  △82,290

製品期末たな卸高 1,725 1,947

製品売上原価 740,525 720,371

売上総利益 63,282 59,382

販売費及び一般管理費 ※2,5  62,745 ※2,5  67,188

営業利益又は営業損失（△） 537 △7,806

営業外収益   

受取利息 1,127 1,113

受取配当金 ※1  25,684 ※1  26,209

その他 3,783 2,613

営業外収益合計 30,594 29,935

営業外費用   

支払利息 1,605 1,660

社債利息 885 658

寄付金 732 862

和解金 0 1,801

貸倒引当金繰入額 1,207 977

その他 2,035 2,007

営業外費用合計 6,464 7,965

経常利益 24,667 14,164

特別利益   

投資有価証券売却益 540 326

特別利益合計 540 326

特別損失   

固定資産除却損 ※6  519 ※6  1,602

投資有価証券評価損 1,716 1,495

関係会社株式評価損 687 －

減損損失 － ※7  300

事業構造改善費用 － ※8  828

投資損失引当金繰入額 4,342 －

課徴金引当金繰入額 ※9  2,102 －

特別損失合計 9,366 4,225

税引前当期純利益 15,841 10,265

法人税、住民税及び事業税 675 1,090

法人税等調整額 △745 △1,230

法人税等合計 △70 △140

当期純利益 15,911 10,405
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 当社の原価計算は、「原価計算基準」に準拠し、要素別、部門別に月別計算を行い、製品別計算では、 

等級別（評価単位別）総合原価計算法によって毎月次総合的に実際原価を計算しております。 

 （注）※ 他勘定振替高の主なものは、研究開発費及び自家使用高であります。 

  

【製造原価明細書】

    
前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費    234,393  82.8  224,327  81.0

Ⅱ 労務費    30,421  10.7  30,300  10.9

Ⅲ 経費      18,468    6.5    22,518    8.1

当期総製造費用    283,282  100.0  277,145  100.0

仕掛品期首たな卸高    13,431  12,525  

合計    296,713  289,670  

他勘定振替高 ※  31,511  34,050  

仕掛品期末たな卸高    12,525  10,352  

当期製品製造原価    252,677  245,268  
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 99,737 99,737

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 99,737 99,737

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 177,660 177,660

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 177,660 177,660

その他資本剰余金   

当期首残高 23 23

当期変動額   

自己株式の処分 △0 0

当期変動額合計 △0 0

当期末残高 23 23

資本剰余金合計   

当期首残高 177,683 177,683

当期変動額   

自己株式の処分 △0 0

当期変動額合計 △0 0

当期末残高 177,683 177,683

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 18,329 18,329

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 18,329 18,329

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

当期首残高 6,527 －

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △6,527 －

当期変動額合計 △6,527 －

当期末残高 － －

別途積立金   

当期首残高 275,440 275,440

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 275,440 275,440
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

繰越利益剰余金   

当期首残高 18,460 25,823

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 6,527 －

剰余金の配当 △15,075 △15,867

当期純利益 15,911 10,405

当期変動額合計 7,363 △5,462

当期末残高 25,823 20,361

利益剰余金合計   

当期首残高 318,756 319,592

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

剰余金の配当 △15,075 △15,867

当期純利益 15,911 10,405

当期変動額合計 836 △5,462

当期末残高 319,592 314,130

自己株式   

当期首残高 △550 △552

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △2 △2

当期末残高 △552 △554

株主資本合計   

当期首残高 595,626 596,460

当期変動額   

剰余金の配当 △15,075 △15,867

当期純利益 15,911 10,405

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 834 △5,464

当期末残高 596,460 590,996

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 15,665 16,437

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 772 6,946

当期変動額合計 772 6,946

当期末残高 16,437 23,383
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 △32 54

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 86 △226

当期変動額合計 86 △226

当期末残高 54 △172

評価・換算差額等合計   

当期首残高 15,633 16,491

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 858 6,720

当期変動額合計 858 6,720

当期末残高 16,491 23,211

純資産合計   

当期首残高 611,259 612,951

当期変動額   

剰余金の配当 △15,075 △15,867

当期純利益 15,911 10,405

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 858 6,720

当期変動額合計 1,692 1,256

当期末残高 612,951 614,207
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

  

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

  

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法を採用しております。 

  

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。 

  

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。 

  

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

  販売用ソフトウエアについては見込販売数量に基づく償却方法を、また、自社利用ソフトウエアについては社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を、それぞれ採用しております。 

 その他の無形固定資産については定額法を採用しております。 

  

(3) リース資産  

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

  

(4) 長期前払費用 

 均等額償却しております。   

  

５．繰延資産の処理方法 

  社債発行費は支出時に全額費用処理しております。 

  

６．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により算定した額を、貸倒懸念債権に 

ついては、担保処分等による回収見込額を控除した残額のうち債務者の財政状況等を考慮して算定した額を、破 

産更生債権等については、担保処分等による回収見込額を控除した残額をそれぞれ貸倒見積額として計上してお 

ります。  

  

(2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の額に基づき計上しており 

ます。 

 また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間（15年）で、定額法によ 

り按分した額をそれぞれ発生年度の翌事業年度から処理することとしております。 

  

(3) 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。 

84



  

(4) 投資損失引当金 

 子会社等に対する投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案して必要額を計上しておりま

す。 

  

(5) 受注損失引当金 

 手持受注工事等のうち期末において損失が確実視され、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事等 

については、翌事業年度以降に発生が見込まれる損失を引当計上しております。 

  

(6) 債務保証損失引当金 

 子会社等の借入等に対して差入れを行っている保証債務等の履行によって生ずる損失に備えるため、当該会 

社等の財政状態等を勘案して個別に算定した損失見込額を計上しております。 

  

(7) 課徴金引当金 

 独占禁止法の規定に基づく課徴金納付命令を受領したことに伴い、当該命令の金額を計上しております。 

  

７．収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

イ 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

  工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用しております。 

  

ロ その他の工事 

  工事完成基準を適用しております。 

  

８．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。 

 なお、為替予約、通貨オプション及び通貨スワップについては振当処理の要件を満たしている場合は振当処理 

を採用しております。また、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用して 

おります。 

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  

ヘッジ手段   ヘッジ対象   

為替予約・通貨オプション 外貨建債権債務及び外貨建予定取引 

通貨スワップ 外貨建借入金 

金利スワップ等 社債及び借入金 

商品先渡取引等 原材料等 

(3) ヘッジ方針 

 当社が実施している為替予約、通貨オプション、通貨スワップ、金利スワップ等及び商品先渡取引等は、当社 

の内部規程に基づき、為替変動リスク、金利変動リスク及び価格変動リスクを回避するために行っております。 

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ取引毎に、ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認して評価しております。ただし、特例処理によっ

ている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。  

  

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 なお、売上、仕入等に係る消費税及び地方消費税は相殺のうえ、貸借対照表上、流動資産の「未収入金」に含め

て表示しております。 
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（損益計算書） 

前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「和解金」は、営業外費用の総額の100分の10を超

えたため、当事業年度より区分掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組

替えを行っております。 

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた 百万円は、「和解

金」 百万円、「その他」 百万円として組み替えております。  

  

※１ 関係会社項目 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。 

  

※２ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、当期の末日が金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われたものと

して処理しております。期末日満期手形の金額は、次のとおりであります。 

  

３ 保証債務 

 下記保証先の銀行借入金等に対する債務保証額 

(1) 保証 

  

（表示方法の変更）

2,035

0 2,035

（貸借対照表関係）

  
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

流動資産     

受取手形及び売掛金  百万円 127,878 百万円 122,353

未収入金   36,784  31,059

流動負債     

支払手形及び買掛金   115,823  95,160

短期借入金   28,881  37,234

未払費用   6,263  6,185

  
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

受取手形 百万円 1,134 百万円 1,313

支払手形  51  16

前事業年度 
（平成24年３月31日） 

当事業年度 
（平成25年３月31日） 

住友電装㈱ 百万円 25,000 （ 百万円） 25,000 住友電装㈱   百万円 25,000 （ 百万円） 25,000

住友電工運泰克（無
錫）有限公司  

   5,158 （ ） 5,158 住友電工運泰克（無
錫）有限公司  

   4,977 （   ） 4,977

従業員 
（財形銀行融資等）  

   1,225 （ ） 1,225 従業員 
（財形銀行融資等）  

   1,018 （   ） 1,018

その他 社 12  10,522 （ ） 9,044 その他 社 21    11,025 （   ） 9,655

計  41,905 （ ） 40,427 計    42,020 （ ） 40,650
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(2) 保証予約 

  

(3) 経営指導念書 

 上記のうち、( )内書は自己負担額を示しております。 

  

４ その他 

前事業年度（平成24年３月31日） 

自動車用ワイヤーハーネス関連製品の取引に関し、平成22年２月に公正取引委員会の立入検査が実施され、Ｅ

Ｕ及び米国を含む海外の競争当局の調査を受けております。なお、米国において、本件に関する集団訴訟が当社

及び子会社に対して提起されております。このうち公正取引委員会から平成24年１月に課徴金納付命令（

百万円）を受領しております。 

  

当事業年度（平成25年３月31日） 

自動車関連事業において、ワイヤーハーネス関連製品の取引に関し、ＥＵ及び米国を含む海外の競争当局の調

査を受けております。なお、同分野の競争法違反行為により損害を被ったとして、米国等において集団訴訟が当

社及び当社子会社に対して提起されているほか、一部の自動車メーカーと損害賠償に関する交渉を行っておりま

す。 

前事業年度 
（平成24年３月31日） 

当事業年度 
（平成25年３月31日） 

ピーティー スミトモ 
エレクトリック  
ウインテック  
インドネシア 

  百万円 1,840 （ 百万円） 1,840 住友電工電子製品 
（深セン）有限公司 

  百万円 2,613 （   百万円） 2,613

ファースト スミデン 
サーキッツ インク 

   1,679 （ ） 1,679 ピーティー スミトモ 
エレクトリック  
ウインテック  
インドネシア  

   1,788 （   ） 1,788

ピーティー スミデン 
セラシ ワイヤー  
プロダクツ  

   1,409 （ ） 1,409 スミ ベトナム ワイ
ヤリング システムズ 
カンパニー  
リミテッド 

    658 （   ） 658

その他 社 14    4,579 （ ） 4,573 その他 社 15    4,101 （   ） 4,062

計    9,507 （ ） 9,501 計    9,160 （   ） 9,121

前事業年度 
（平成24年３月31日） 

当事業年度 
（平成25年３月31日） 

スミトモ エレクトリ
ック ファイナンス 
ユー・エス・エー 
インク  

百万円 12,061 （ 百万円） 12,061 スミトモ エレクトリ
ック ファイナンス 
ユー・エス・エー 
インク  

  百万円 25,294 （ 百万円） 25,294

スミトモ エレクトリ
ック ファイナンス 
ユーケー リミテッド 

   7,470 （ ） 7,470 スミトモ エレクトリ
ック ファイナンス 
ユーケー リミテッド

   15,977 （ ） 15,977

スミトモ エレクトリ
ック インターコネク
ト プロダクツ（ホン
コン） リミテッド  

   7,275 （ ） 7,275 スミトモ エレクトリ
ック インターコネク
ト プロダクツ（ホン
コン） リミテッド  

   15,844 （ ） 15,844

住友電工（蘇州） 
電子線製品有限公司  

   4,271 （ ） 4,271 住友電工電子製品 
（深セン）有限公司  

   10,039 （ ） 10,039

エスイー ボードネッ
ツェ ポルスカ  
スポーカ・ゾー・オー 

   3,265 （ ） 3,265       

住電国際貿易（香港）
有限公司 

   3,089 （ ） 3,089       

その他 社 56  36,559 （ ） 35,241 その他 社 67    53,125 （ ） 51,646

計  73,990 （ ） 72,672 計  120,279 （ ） 118,800

2,102
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※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。 

  

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額 

  

※３ 関係会社との取引により発生した製品・原材料仕入高及び外注加工料の総額 

  

※４ 他勘定振替高は関係会社等への原料品、貯蔵品の売却原価から製品自家使用高などを控除したものであります。

  

※５ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度 ％、当事業年度 ％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度 ％、当事業年度 ％であります。 

  

 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 控除額に含まれる主なものは、関係会社からの経営指導料（前事業年度 百万円、当事業年度 百万

円）であります。 

  

※６ 固定資産除却損の主な内容は次のとおりであります。 

  

（損益計算書関係）

  
前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

関係会社への売上高 百万円340,270 百万円335,932

関係会社からの受取配当金  24,076  24,585

前事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

  百万円 27,373   百万円 28,937

前事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

  百万円 479,584   百万円 478,235

  
前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

原料品、貯蔵品の売却原価 百万円75,741 百万円82,504

15 14

85 86

  
前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

荷造及び発送費 百万円3,305 百万円3,326

販売諸経費  6,387  6,623

給料手当及び福利費  11,973  12,619

退職給付費用  6,485  6,265

研究開発費  25,765  27,691

業務委託費  4,501  4,737

控除額  △13,125  △11,636

△9,129 △9,051

前事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日）  

建物 百万円 244 建物   百万円 1,270

工具、器具及び備品  106 機械及び装置    151
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※７ 減損損失 

   当事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

 当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。    

 

    当社は、主として事業部別にグルーピングを行っており、合計 百万円を特別損失（うち 百万円は事業 

   構造改善費用として表示しております。※８参照）に計上しました。 

    その内訳は、建物 百万円、機械及び装置他 百万円であります。 

    遊休状態にあり、将来の用途が定まっていない、又は、将来遊休化する見込みである製造設備等について、 

   帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。 

    回収可能価額は、主として正味売却価額により測定しており、売却可能価額等に基づいた時価で評価してお 

   ります。 

  

※８ 事業構造改善費用 

   当事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

    事業構造改善の一環として実施した、海外子会社の清算や生産拠点の見直しなどに伴うものであり、主な内 

   容は株式評価損471百万円、減損損失174百万円（※７参照）などであります。 

  

※９ 課徴金引当金繰入額 

   前事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

    自動車用ワイヤーハーネス関連製品の取引に関し、独占禁止法違反の疑いがあるとして公正取引委員会の調 

   査を受けていた件について、課徴金納付命令を受領したことに伴い、当該命令の金額を計上しております。  

    

場所 用途 種類 
減損金額 
（百万円） 

大阪製作所（大阪市此花区）
他 

製造設備等 建物、機械及び装置等  474

474 174

345 129
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前事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加２千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

  

当事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

  

（借主側） 

  オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 
（単位：百万円）

  

子会社株式及び関連会社株式 

前事業年度（平成24年３月31日） 

  

当事業年度（平成25年３月31日） 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額 

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握する

ことが極めて困難と認められることから、上表の「子会社株式及び関連会社株式」には含めておりません。 

（株主資本等変動計算書関係）

  
当事業年度期首 
株式数（千株） 

当事業年度 
増加株式数（千株） 

当事業年度 
減少株式数（千株） 

当事業年度末 
株式数（千株） 

普通株式（注）１，２  592  2  0  594

合計  592  2  0  594

  
当事業年度期首 
株式数（千株） 

当事業年度 
増加株式数（千株） 

当事業年度 
減少株式数（千株） 

当事業年度末 
株式数（千株） 

普通株式（注）１，２  594  3  0  597

合計  594  3  0  597

（リース取引関係）

  
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

１年内  1,539  －

１年超  －  －

合計  1,539  －

（有価証券関係）

区分 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式  41,508  95,231  53,723

関連会社株式  16,396  91,539  75,143

合計  57,904  186,770  128,866

区分 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式  41,508  105,940  64,432

関連会社株式  16,396  133,324  116,928

合計  57,904  239,264  181,360

  （単位：百万円）

区分 
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

子会社株式  289,084  300,392

関連会社株式  30,310  29,293
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳 

   

  該当事項はありません。 

  

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。 

  

（税効果会計関係）

  
前事業年度 

（平成24年３月31日）
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

繰延税金資産  

繰越欠損金 百万円12,272  百万円14,772
投資有価証券  9,850   12,389
固定資産  5,586   4,917
投資損失引当金  5,933   4,860
貸倒引当金  3,581   3,690
未払賞与  1,853   1,680
たな卸資産  1,522   1,661
その他  4,820   5,173

繰延税金資産小計  45,417   49,142
 評価性引当額  △18,269   △22,180
繰延税金資産合計  27,148   26,962
繰延税金負債      
その他有価証券評価差額金  △9,331   △12,475
退職給付引当金  △9,483   △8,181
その他  △412   △173

繰延税金負債合計  △19,226   △20,829
繰延税金資産の純額  7,922   6,133

  
前事業年度 

（平成24年３月31日）
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

法定実効税率 ％ 40.6  ％ 37.9
（調整）      
交際費の損金不算入額  1.0   1.5
受取配当金の益金不算入額  △63.7   △92.3
評価性引当額の増減  4.7   40.6
課徴金引当金繰入額   5.4  － 
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正   5.7  － 
複数税率による期末繰延税金資産の減額修正  －   10.8
その他  5.9   0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率  △0.4   △1.4

（企業結合等関係）

（１株当たり情報）

  
前事業年度 

（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 772.62 円 774.20

１株当たり当期純利益金額 円 20.06 円 13.11

  
前事業年度 

（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

当期純利益金額（百万円）  15,911  10,405

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円）  15,911  10,405

期中平均株式数（千株）  793,347  793,345

（重要な後発事象）
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【株式】 

【その他】 

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

銘柄 
株式数 

（千株） 

貸借対照表計上額

（百万円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

住友不動産㈱  2,202  7,914

本田技研工業㈱  2,002  7,117

㈱明電舎  13,147  3,734

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 

第１回第七種優先株式 
 3,000  3,032

㈱アドヴィックス  16  2,300

住友金属鉱山㈱  1,463  1,964

㈱三井住友フィナンシャルグループ  473  1,787

住友商事㈱  1,357  1,598

新日鐵住金㈱  6,040  1,419

近畿日本鉄道㈱  3,214  1,401

マツダ㈱  4,642  1,304

㈱デンソー  309  1,231

阪急阪神ホールディングス㈱  2,064  1,174

アサヒグループホールディングス㈱  505  1,136

ダイキン工業㈱  300  1,107

その他208銘柄  68,161  22,727

計  108,895  60,945

種類及び銘柄 
投資口数等 
（口） 

貸借対照表計上額
（百万円） 

有価証券 
その他 

有価証券  

㈱伊予銀行 譲渡性預金  －  4,000

小  計  －  4,000

投資有価証券 
その他 

有価証券  

エスエムエフジー プリファード キャピ
タル ジェイピーワイ ツー リミテッド
シリーズイー 非累積型 固定/変動配当 
優先出資証券 

 100  10,661

投資事業組合への出資 （６銘柄）  107  351

小  計  207  11,012

計  －  15,012
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 （注）１．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

    ２．当期増減額の主要なものは次のとおりであります。 

   建設仮勘定の増加額：研究開発設備                   4,243百万円 

  

【有形固定資産等明細表】

資産の種類 当期首残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末 
減価償却 
累計額又は 
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末
残高 

（百万円）

有形固定資産                                       

建物  124,532 7,014

( ) 

3,440

345

128,106  81,562  2,889 46,544

構築物  20,878 1,150

( )

193

12

21,835  16,184  372 5,651

機械及び装置  108,202 8,827

( )

7,859

109

109,170  93,853  4,033 15,317

車両運搬具  1,000 70

( )

16

－

1,054  908  51 146

工具、器具及び備品  28,171 2,088

( )

2,047

5

28,212  23,970  1,513 4,242

土地  17,263 －

( )

1

－

17,262  －  － 17,262

リース資産  90 10

( )

－

－

100      64       19 36

建設仮勘定  5,674 19,335

( )

21,700

1

3,309  －  － 3,309

有形固定資産計  305,810 38,494

( )

35,256

472

309,048  216,541  8,877 92,507

無形固定資産                                      

ソフトウエア  11,533 3,010

( )

2,922

2

11,621  6,382  1,867 5,239

その他  330 48

( )

31

－

347  126  38 221

無形固定資産計  11,863 3,058

    ( )

2,953

2

11,968  6,508  1,905 5,460

長期前払費用  503 387

 ( )

185

－

705  207  65 498

繰延資産                                      

－  － － － －  －  － －

繰延資産計  － － － －  －  － －
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 （注）※１．回収可能性の見直し及び洗替等による取崩額であります。 

    ※２．関係会社の債務超過額が減少したことによる取崩額であります。  

  

【引当金明細表】

区分 
当期首残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金  10,089  1,367  181 ※１       865  10,410

役員賞与引当金  190  160  190  － 160 

課徴金引当金  2,102  －  2,102  －  －

投資損失引当金  16,666  15  3,030      －  13,651

債務保証損失引当金  1,778       107  － ※２    551  1,334
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（資産） 
①現金及び預金 

  

②受取手形 

期日別内訳 

  

③売掛金 

（２）【主な資産及び負債の内容】

種別 金額（百万円） 

現金   －

当座預金  10,302

定期預金  10,000

普通預金  16

その他預金  104

計  20,422

相手先 金額（百万円） 

名古屋電気㈱  2,259

三昌商事㈱  1,247

㈱タイセイ  1,201

三映電子工業㈱  1,076

大阪工機㈱  923

その他  5,375

計  12,081

期日別 金額（百万円） 

平成25年４月期日のもの  3,435

５月   〃  3,323

６月   〃  3,014

７月   〃  1,647

８月   〃  380

９月以降期日のもの  282

計  12,081

相手先 金額（百万円） 

ピーティー カリヤ スミデン インドネシア  18,888

住電商事㈱  14,251

トヨタ自動車㈱  8,011

スミトモ エレクトリック インターコネクト   
プロダクツ（ホンコン）リミテッド  

 7,239

スミトモ エレクトリック アジア リミテッド   6,892

その他  133,615

計  188,896
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売掛金滞留状況 

（注）当期発生額には、消費税等が含まれております。  

  

④たな卸資産  
イ．製品・仕掛品 

ロ．原材料及び貯蔵品 

  

⑤関係会社短期貸付金 

当期首残高 
（百万円） 

当期発生額 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

 回収率（％）  滞留期間（日） 

（Ａ） （Ｂ）  （Ｃ） （Ｄ） 
（C） 

×100 

 （A）＋（D） 

 ２  

（A）＋（B）  （B） 

 365 

 213,374  962,393  986,871  188,896   83.9    76  

区分 製品（百万円） 仕掛品（百万円） 

電線ケーブル  1,150  6,982

ハイブリッド製品  －  1,793

その他  797  1,577

計  1,947  10,352

品目 金額（百万円） 

原材料      

銅原料  569

特殊金属線原料  604

化合物半導体原料  1,644

小計  2,817

貯蔵品       

補修材料  1,566

生産補助材料  1,056

荷造材料  40

一般補助材料その他  33

小計  2,695

合計  5,512

相手先 金額（百万円） 

スミトモ エレクトリック ファイナンス ユーケー 
リミテッド   

 25,000

清原住電㈱  15,567

住友電工デバイス・イノベーション㈱  12,404

住友電工ハードメタル㈱   12,149

住友電工焼結合金㈱  11,641

その他  66,992

計  143,753
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⑥未収入金 

  

⑦関係会社株式 

  

⑧前払年金費用 

（負債） 

①支払手形 

銘柄 金額（百万円） 

住友電工ハードメタル㈱  4,150

住友電工ウインテック㈱  2,904

住友電装㈱  2,471

住友電工デバイス・イノベーション㈱  2,027

ＳＥＩオプティフロンティア㈱  1,636

その他  32,491

計  45,679

銘柄 金額（百万円） 

住友電装㈱  68,314

㈱アライドマテリアル  32,512

スミトモ エレクトリック ボードネッツェ  
ゲーエムベーハー 

 22,605

スミトモ エレクトリック ユーエスエー  
ホールディングス インク 

 18,860

住友電工デバイス・イノベーション㈱  18,722

その他  226,576

計  387,589

区分 金額（百万円） 

確定給付型の退職給付制度に係る前払年金費用  53,081

計  53,081

相手先 金額（百万円） 

大阪安宅機械㈱  239

冨士ダイス㈱  97

双葉化学薬品㈱  52

開成産業㈱  51

品川リフラクトリーズ㈱  36

その他  431

計  906
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期日別内訳 

  

②買掛金 

  

③短期借入金 

（注）※ その他には、シンジケートローンとして、5,700百万円が含まれております。  

  

期日別 金額（百万円） 

平成25年４月期日のもの  152

５月   〃  227

６月   〃  231

７月   〃  193

８月   〃  103

９月以降期日のもの  －

計  906

相手先 金額（百万円） 

住友電装㈱  39,468

住友電工焼結合金㈱  8,534

住友電工ハードメタル㈱  4,424

 住友電工スチールワイヤー㈱  3,831

住友電工デバイス・イノベーション㈱  3,753

その他  64,889

計  124,899

相手先 金額（百万円） 

㈱アライドマテリアル  10,100

農林中央金庫  10,000

住友電工ブレーキシステムズ㈱  6,494

 住電朝日精工㈱  3,261

㈱三井住友銀行  3,121

その他 ※  23,399

計  56,375
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④社債 

（注）（ ）内の金額は、１年以内に償還予定の金額で、貸借対照表において「１年内償還予定の社債」として表示して

おります。   

⑤長期借入金               

（注）※ その他には、シンジケートローンとして、106,000百万円が含まれております。  

                                   

自動車関連事業において、ワイヤーハーネス関連製品の取引に関し、ＥＵ及び米国を含む海外の競争当局の調

査を受けております。なお、同分野の競争法違反行為により損害を被ったとして、米国等において集団訴訟が当

社及び当社子会社に対して提起されているほか、一部の自動車メーカーと損害賠償に関する交渉を行っておりま

す。 

  

銘柄 発行年月日 

貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

第20回無担保社債 
平成年月日 

15．８．13 

 

( ) 

10,000

10,000
1.10 無担保 

平成年月日 

25．８．13 

第22回無担保社債 18．３．20  10,000 1.75 無担保 28．３．18 

第24回無担保社債 20．12．16  10,000 1.403 無担保 26．12．19 

計 － 
 

( ) 

30,000

10,000
－ － － 

相手先 金額（百万円） 

三井住友信託銀行㈱  20,000

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱  16,270

 ㈱日本政策投資銀行  10,105

農林中央金庫  10,000

その他 ※  142,839

計  199,214

（３）【その他】
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  （注）単元未満株式の買取り・買増しを含む株式の取扱いは、原則として、証券会社等の口座管理機関を 

    経由して行うこととなっておりますが、特別口座に記録されている株式については、特別口座の口座 

    管理機関である三井住友信託銀行株式会社が直接取り扱っております。 

     

第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から翌年３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 
期末配当 ３月31日 

中間配当 ９月30日 

１単元の株式数 100株 

単元未満株式の 

買取り及び買増し（注） 
  

取扱場所 
（特別口座） 

大阪市中央区北浜四丁目５番33号 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
（特別口座） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 三井住友信託銀行株式会社 

取次所 － 

買取及び買増手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告により行います。但し、事故その他のやむを得ない事由により 

電子公告による公告をすることができないときは、日本経済新聞に 

掲載して行います。 

公告掲載ＵＲＬ 

http://www.sei.co.jp/  

株主に対する特典 なし 
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 当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

［事業年度（第142期）自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日］ 

平成24年６月27日 関東財務局長に提出 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類 

［事業年度（第142期）自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日］ 

平成24年６月27日 関東財務局長に提出 

(3) 四半期報告書及び確認書 

［（第143期第１四半期）自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日］ 

平成24年８月２日 関東財務局長に提出 

  ［（第143期第２四半期）自 平成24年７月１日 至 平成24年９月30日］ 

平成24年11月６日 関東財務局長に提出 

    ［（第143期第３四半期）自 平成24年10月１日 至 平成24年12月31日］ 

平成25年２月６日 関東財務局長に提出 

(4) 臨時報告書 

  平成24年６月28日 関東財務局長に提出 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（議決権行使結果）の規定に基づく臨時報告書であ

  ります。 

  

(5) 訂正発行登録書（普通社債） 

   平成24年６月27日 関東財務局長に提出 

   平成24年６月28日 関東財務局長に提出 

  平成24年８月２日 関東財務局長に提出 

  平成24年11月６日 関東財務局長に提出 

  平成25年２月６日 関東財務局長に提出  

  

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

２【その他の参考情報】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

    平成25年６月26日   

住友電気工業株式会社       

取締役会 御中   

    有限責任 あずさ監査法人   

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士   小堀孝一   印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士   千田健悟   印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士   山田徹雄   印 

  
＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている住友電気工業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。 

  

連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査

計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及

び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示

に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

住友電気工業株式会社及び連結子会社の平成25年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 



＜内部統制監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、住友電気工業株式会社の

平成25年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

  

内部統制報告書に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報

告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

 なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性が

ある。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意

見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監

査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書

に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監

査を実施することを求めている。 

 内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響

の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続

及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

 当監査法人は、住友電気工業株式会社が平成25年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠

して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は連結財務諸表及び内部
統制報告書に添付する形で別途当社が保管している。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。 



  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成25年６月26日   

住友電気工業株式会社 

 取締役会 御中  
      

   有限責任 あずさ監査法人  

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士  小堀孝一       印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士  千田健悟      印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士  山田徹雄      印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら
れている住友電気工業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第143期事業年度の財務諸表、すな
わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監
査を行った。 
  
財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ
とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策
定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当
監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積
りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
  
監査意見 
 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、住友
電気工業株式会社の平成25年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。 
  
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 

 （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は財務諸表に添付する形
で別途当社が保管している。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。 
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【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年６月26日 

【会社名】 住友電気工業株式会社 

【英訳名】 Sumitomo Electric Industries, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 社長  松本 正義 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区北浜四丁目５番33号（住友ビル） 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 

株式会社名古屋証券取引所 

（名古屋市中区栄三丁目８番20号） 

証券会員制法人福岡証券取引所 

（福岡市中央区天神二丁目14番２号） 



 社長松本正義は、当社の財務報告に係る内部統制を整備及び運用する責任を有しており、企業会計審議会の公表し

た「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準

の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び

運用しています。  

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理

的な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性があります。  

  

  財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成25年3月31日を基準日として行われており、評価

に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠しました。 

 本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を行

った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しています。当該業務プロセスの評価において

は、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該

統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行いました。 

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社並びに連結子会社及び持分法適用会社について、当社の財務報告の

信頼性に及ぼす金額的及び質的影響の重要性の観点から必要な範囲を決定し、僅少なものを除いた全ての連結子会社

及び持分法適用会社を対象として行いました全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の

評価範囲を合理的に決定しました。 

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、原則、各事業拠点の前連結会計年度の売上高（連結会社間取

引消去後）の金額が高い事業拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達している事業拠

点を「重要な事業拠点」としました。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目

として売上高、売掛金及びたな卸資産に至る業務プロセスを評価の対象としました。さらに、選定した重要な事業拠

点にかかわらず、それ以外の事業拠点も含めた範囲について、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を

伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを、財

務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加しています。 

  

 上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断いたしまし

た。 

  

 付記すべき事項はありません。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３【評価結果に関する事項】

４【付記事項】

５【特記事項】


